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第 1 章 序論  

1.1 工場換気と局所排気装置  

1.1.1 工場換気の目的と方法  

工場等の生産活動に伴い、熱や種々の有害物質が発生する。これらの有害物質に作

業者がばく露されることにより健康に影響を及ぼす恐れがある。有害物質は呼吸器を

通して体内に侵入することが最も多いと言われている。そのため空気環境を清浄に保

つ必要がある。作業者の健康障害を防止する目的で、作業環境中の有害物質を換気に

より効率的に除去することが工場換気である 1)。  

また、換気にはエネルギーが必要となる。省エネルギーあるいはコスト削減のため

には、動かす空気量ができる限り少なくなるような換気法を計画することが重要であ

る。  

工場の作業者の快適性を保つ上で生産効率を高めるために工場の温熱環境を改善す

ることも重要である。また、生産プロセスで発生する有害物質の蒸気、ヒュームなど

に伴い大量の熱を発生することもある。そこで、室内で発生する熱を取り除くために

空気の膨張による浮力を利用した温度差換気という換気手法もある。  

以上のように、室内空間において作業者の健康に影響する有害物質及び高温で発熱

を伴う作業環境に対して、換気によって良好な作業環境を維持することも工場換気の

目的である。  

工場換気は全体換気と局所換気に分けられる。全体換気は希釈換気とも呼ばれる。

室内の作業空間の入口から、清浄な空気を導入し、作業空間内で発生する有害物質と

混合希釈をしながら、排気口から排出するという換気方式である。このような換気方

式は作業空間内の有害物質の平均濃度を下げる希釈効果はあるが、有害物質と混合希

釈するための大量な換気となるなどの欠点があるといわれている。そして、ばく露濃

度の低減効果がほとんどないことも指摘されている 2) 。  

一方、局所換気の換気対象空間は室内の一部分である。換気に必要な動力は動かす

空気量に比例するので、換気対象空間が小さければ動かす空気量も少なくなり局所換

気の方が効率は高いと言える。局所換気には局所排気、局所給気、プッシュプル換気

の手法がある。局所排気は有害物質の発散源の近くに吸込み口を設け、吸込み気流を

形成し、発散源から発生する有害物質を吸込み口でできるだけ高い濃度で吸込み排出

しようとするものである。局所給気は作業場所で必要な量の清浄空気を供給するもの

である。局所給気では、発散する汚染物質を取り除くことはできないが、局所的に清

浄な空気の領域を維持することができる。作業者の呼吸域が有害物質にばく露される
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場合、局所給気の吹き出し口を設置して、呼吸域を保護することができる。プッシュ

プル換気は、発散する有害物質が含まれる空気をプッシュプル気流に乗せ、吸込み開

口の近くまで搬送し、排出するものである。  

 

1.1.2 工場換気の空気環境  

工場内の生産活動に伴って発生する有害物質に対する作業者のばく露の評価指標と

して、日本産業衛生学会が勧告する許容濃度がある。許容濃度は、作業者が有害物質

に長時間ばく露されることにより、その有害物質の空気中の濃度がこの値以下であれ

ば、作業者に悪影響が見られないと考えられる濃度として定められている 3)4 )。但し、

大気汚染と一般居室は対象としていない。  

一方、アメリカの産業衛生専門家会議 (ACGIH)の TLV(Threshold Limit Values)は世界

で最も使われている基準濃度である。TLV は基本的に一日の労働時間の時間加重平均

濃度であるが、物質によっては短時間でも高濃度ばく露が許されないものがあるため、

このことを考慮し、ACGIH では TLV を表 1.1 のように示している。  

 

           表 1.1 ACGIH による TLV3) 

時間加重平均濃度 (TLV-TWA) 
1 日 8 時間、1 週 40 時間の正規の労働

時間中の時間加重平均濃度  

短時間ばく露限度 (TLV-STEL) 
15 分以内の短時間ばく露があっても、

特別な障害が生じない濃度  

天井値 (TLV-C) 
たとえ瞬間的にでも超えてはならな

い濃度  

 

1.1.3 工場換気の温熱環境  

温熱環境に対する工場換気は、製品の品質管理や作業者の快適性あるいは熱ストレ

スの解消を目的としている。ここでは作業者に対する温熱環境について述べる。  

人体は温度を一定に維持するために、体内における熱発生と体外への熱放出を同じ

量にしなければならない 4)。一般的に、人間と周囲環境との熱交換は対流、放射及び

蒸発などの形で行われるが、これらの熱の間に熱収支式が成り立つ。この熱収支に影

響する因子としては作業強度、着衣状態、環境中の温湿度、放射熱及び作業空間の気

流状態がある。これらの因子を統一した熱環境指標として湿球黒球温度指標

(WBGT=Wet-Bulb Globe Temperature Index)が最も推奨されている。その算出式は次の
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ように表される。  

室内または屋外で日光照射のない場合  

 

 WBGT = 0.7NWB+ 0.3GT (1-1) 

 

屋外で日光照射がある場合 

 

 WBGT = 0.7NWB+ 0.3GT + 0.1DB (1-2) 

 

ここで NWB(natural wet-bulb temperature)は自然気流にばく露された状態で測定され

る湿球温度 (℃)、GT(globe thermometer temperature)は直径 15cm の黒球温度計示度 (℃)、

DB(dry-bulb temperature) は熱放射源からの直接の影響を避け、自然気流は損なわれな

いように球部を囲ったもので測定された乾球温度 (℃)である。  

日本産業衛生学会では、WBGT 指標を用いて高温の許容基準を表 1.2 のように定め

ている。この許容基準は、高温の熱環境において、作業に習熟した健康な成年男子作

業者が、夏の作業服を着て適当な水分・塩分を補充しながら作業を行い、連続 1 時間

作業或いは断続 2 時間作業を基本として、健康で安全に、かつ能率の低下がない作業

場における条件である。  

 

表 1.2 高温の許容基準 3)  

作業強度  
代謝エネルギー

〔kcal/h〕  

WBGT 

〔℃〕  

RMR～1(極軽作業 ) ～130 32.5 

RMR～2(軽作業 ) ～190 30.5 

RMR～3(中程度作業 ) ～250 29.0 

RMR～4(中程度作業 ) ～310 27.5 

RMR～5(重作業 ) ～370 26.5 

 

表 1.2 で作業強度を表す作業の時に消費された代謝エネルギーの程度は RMR で表

わされている。それに関する計算を次の式で示す。  



 
 

4 

 

 RMR = (E − B)/B (1-3) 

 

ここで、E は作業時のエネルギー消費量、R は安静時のエネルギー消費量、B は基

礎代謝量である。通常の作業現場では、RMR が平均 1.0 前後の継続作業が多いため、

作業強度は RMR が 2.0 までの作業と考えてよい 3)。  

 

1.1.4 工場換気の手段  

全体換気は作業場の全空間の汚染物質の濃度を希釈する方法であり、作業場の汚染

された空気を清浄な空気で置換する置換換気と清浄な空気を導入する希釈換気の 2 つ

の方法がある。  

置換換気は、床から給気し、室内に温度成層が形成できるため、汚染物質はその上

昇気流に乗せられ、天井の排気口から排出する換気手段である。また、置換換気では

室内に一方向の流れを形成し、理想的な場合には室内の空気をピストンで押し出すよ

うに入れ替える換気法である。ピストン換気は設備費が高いため、有害物質が発散す

る作業現場に適用することはコスト的に難しいと思われる。しかし、理想的なピスト

ン流れでなくてもこれに近い一方向流れを室内に形成することはそれほど難しいこと

ではない。  

これに対し希釈換気は、作業場の空気と導入された空気及び拡散する有害物質を混

合する手法である。全体換気が利用されるのは、熱量や水分が蒸発する場合や、ガス

やヒュームが発生する場合、スモークや粉じんが発生する場合、局所排気で取り除け

ない分を排出する場合、作業場で高湿空気が発生する場合などがある。また、換気に

所要動力を必要としない場合、例えば室内の温度差に基づく浮力や風の力等の自然力

を利用する場合には全体換気が用いられる 5)。  

 これに対し、局所換気の対象は作業空間における室内の一部分である。そのため、

全体換気より換気に必要な所要動力が少ない、つまり、エネルギーの消費が全体換気

より少ない利点がある。局所換気が最も使われるのは次のような場合と言われている

1)。有害性が強いガスや粉じん、ヒュームが発生する場合、局所的に高温熱源や高温蒸

気などの発生源がある場合、外気へ排出する前に除じん・集じんや清浄装置を必要と

する場合などである。なお局所換気の中に局所排気、局所給気及びプッシュプル換気

を含んでいる。  
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局所排気は図 1.に示したように吸引口であるフードに吸込み気流を形成することに

より、拡散する前に有害物質を取り除く排気の手法である。  

局所排気では、フードに吸い込まれる空気と同じ量の給気が必要となる。そのため、

密閉度が高い作業空間の場合、清浄な空気の供給を考えなければならない。また、作

業者が吸引フードの前で作業する場合、作業者の周囲に乱れ気流が生じ、渦が形成さ

れる。この渦によって、作業者の呼吸域が汚染される可能性も考えられる。  

図 1.1 局所排気 

 

局所給気は、局所排気が局所的な発生源から発生した汚染物質を吸い込み、排出す

ることによるのに対して、作業場に清浄な空気を局所的に供給することによって発生

する汚染物質を制御する手段を言う。このような局所給気に用いられる気流は、流れ

が一定方向で遠い距離まで届く性質を持っている円形又は噴流がよく知られている。

一般的に排気フードと同時に使用されることが多い。  

プッシュプル換気はフードと汚染物質の発散源との距離が遠い場合、吹き出し気流

を加えることによって、有害物質をフードの開口面まで搬送するような手法である。  

 

1.2 局所排気装置の概要  

有害物質が発生する作業環境では、発生する汚染物質を作業者の呼吸域にまで拡散

させることなく吸引・排出する局所排気装置が、作業環境改善を目的とした工場換気

における最も有効な手段であり、広く利用されている。局所排気装置とは、図 1.2 に

示すようにフード、吸込みダクト、排気処理装置、ファン、排気ダクトおよび排気口

の各部から構成されている。  
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吸込み開口であるフードに局所的な吸い込み気流を形成し、発散する有害物質が周

囲に拡散する前にできるだけ高い濃度の状態で吸い込み、同時に吸い込まれる周囲の

空気によって有害物質がダクト内を運ばれていく。この原動力になっているのが、一

般には建物の外に設置される排風機であり、排風機に吸い込まれる前に排気処理装置

を置き、空気の流れの中から有害物質を除去する。また、その排風量は発生する汚染

物質あるいは作業場の汚染された空気を十分に捕捉するために必要な風量を満足しな

ければならない。また、汚染物質の発散源に対するフードの設計上の留意点を十分に

理解することも必要である。具体的には汚染物質の発生量と空気中での挙動、周りの

空気の動き、発散源の形状・寸法、作業性などを考え、最適な形状・寸法のフードを

設置しなければならない。 

図 1.2 局所排気装置の構成 

 

ダクトは、フードに吸い込まれた空気を排気口まで搬送するための導管である。フ

ードから空気清浄機を通りファンまでを吸引ダクト、ファンから排気口までを排気ダ

クトと呼ぶ。ダクト内を流れる空気の速度を搬送速度と呼ぶ。気流の力で汚染物質の

粒子を搬送するために、搬送速度を十分に大きくする必要がある。また、搬送速度は

大き過ぎるとダクト内の摩擦や渦などにより圧力損失を増やし、ファンの所要動力を

大きくして運転コストを過大にする。反対に搬送速度を小さくすれば汚染物質の粒子
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がダクトの内壁に留まり圧力損失を増やし、局所排気装置の効果を失うことになる。

このように搬送速度は排気装置の性能を左右するものであり、ダクトの断面寸法を決

めるための重要な要素である。実際のダクト設計の際には、実際のダクト設計の際に

は、表 1.3 のような搬送速度を用いる。  

 

表 1.3 一般的な搬送速度の範囲 4) 

汚染物質  例  
搬送速度  

(m/s) 

ガス、蒸気、  

ミスト  
各種のガス、蒸気、ミスト  5～10 

ヒューム、  

きわめて軽い乾燥

粉じん  

酸化亜鉛、酸化アルミニウム、  

酸化鉄等のヒューム、木、ゴム、プラスチッ

ク、綿等の微細な粉じん  

10 

軽い粉じん  

綿じん、おがくず、殻粉、ゴム、プラスチック

等の粉じん、羽布研磨粉じん、  

メタリコン粉じん  

15 

一般工業  

粉じん  

毛、木屑、かんな屑、サンドブラスト、  

グラインダ粉じん、耐火れんが粉じん  
20 

重い乾燥  

粉じん  
金属粉、鋳物砂  25 

重くて  

湿った粉じん  
湿った鉛粉、湿った鋳物砂  25 以上  

 

ダクトの断面積と排風量と流速の関係は、式 (1-4)で表される。  

 

 Ad =
Q

60
・Vt (1-4) 

 

ここで Ad は開口面面積 (m2)、Q は排風量 (m3/min)、V t はダクト内の搬送速度 (m/s)であ

る。  

 最近では省エネルギーの観点から運転コスト削減の目的で、有機溶剤の場合、搬送
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速度を 5 m/s 以下に設計することがよく行われる。また、粉じん等の粒子状物質に対

しても、最近ではフードに近いダクトのできるだけ上流の位置に前置き除じん装置を

設けて粒径の大きい粒子を取り除き、粒径が小さい沈降堆積しにくい粒子だけを

10m/s 以下の搬送速度で搬送する設計が行われている。  

空気清浄装置は空気中の有害物質を大気中に放出する前に取り除く装置である。排

気に含まれる有害物質などを分離、回収又は無害化して、大気中に放出された汚染空

気が外気に乗って再び作業場に戻らないことを目的としている。また、大きく分けて

粉じんやヒュームのような粒子状物質などに対する除じん装置と、ガスや有機溶剤蒸

気などの気体物質に対する排ガス処理装置がある。                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                            

 ファンはフードに吸い込まれた空気が排気口から排出されるまでの間に生じる圧力

損失に相当するエネルギーを加える機械であり、排風機とも呼ばれる。ファンの選定

は型式によって使用に適した静圧の範囲が決まっているので、先ず、求めたファン前

後の静圧差に見合った型式を選び、次にメーカーのカタログなどにある選定図を使っ

て必要な排風量を出せる大きさのファンを選ぶ。  

 排気口は局所排気装置の出口に相当する。排気口は雨水が入らないような構造にし、

屋外に設けなければならない。その形状は特に決まっていないため、圧力損失ができ

る限り小さいことや排気騒音がでないこと及び排気が大気中によく拡散できる形が良

い。また、有機則には排気口の構造要件として、排気口濃度が作業環境評価基準で定

められた管理濃度の 1/2 未満でない場合には、排気口の位置を屋根より 1.5(m)以上高

くするように規定している。  

 

1.3 フードの特性と分類  

1.3.1 フードの特性  

 局所排気装置は汚染物質の発生源対策として用いるものであることから、まず汚染

物質とその発生源の性状を十分に把握することが重要である。したがって、汚染物質

の発生源の形状、寸法、汚染物質の発生量と空気中での挙動、周囲の空気の動き、作

業性などを考慮して最適な形状または寸法のフードを設置することが必要である。  

 局所排気装置ではフードで吸い込んだ空気量のすべてを排気ダクトから屋外に排出

することになる。したがって、この空気量と同じ量の空気を室内に供給しなければな

らない。この空気のことを補給空気と呼んでいるが、密閉度の低い建屋であればすき

まから外気が進入することになるが、密閉度が高くなるにつれて必ず補給空気のこと

を考慮しなければならない。窓や他の開口から自然に流入する空気を補給空気と考え
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るのであれば、その入口を常に確保することを忘れてはならないし、室内が空調され

ているような場合には強制的に補給することになる。  

 局所排気フードに流入する気流の中に作業者が位置する場合、流れの速度が大きい

と図 1.3 に示すように流れは作業者の体の周りから剥離し、渦が形成される。このよ

うな流れの中に発散する有害物質が巻き込まれて、作業者の呼吸域が汚染されてしま

う恐れが出てくる。これを防ぐには、フードの吸込み速度が過大にならないようにす

ることが必要で、吸込み速度を大きくすることがより安全につながると思いがちであ

るが、かえって悪い結果となることに注意しなければならない。  

図 1.3 ドラフトチャンバー  

 

 図 1.3 に示した局所排気フードは一般にドラフトチャンバーと呼ばれているもので、

作業者の背後からの流れが作業者の周りから剥離し渦が形成されることがある。この

ような状態になると、チャンバー内で発生した有害物質がフード開口部から漏れ出し、

作業者の呼吸域に巻き込まれることになる。そこで図 1.4 の場合には、作業者の頭上

から清浄な空気を吹き出し呼吸域を保護しようとするものである。特に、労働衛生法

規で大きめの制御風速が定められたような場合には注意しなければならない。フード

は基本的に開口に吸い込まれる流れを利用して発生する汚染物を吸引するものである

から、開口に吸い込まれる流れの特性を十分に理解しておかなければならない。また、

フードの必要排風量は汚染物を吸引するための必要最小量とするべきであって、排風

量が過大となることを避けなければならない。  
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図 1.4 作業者の頭上から吹き出す空気の流れ 

 

 フードは発生する汚染物を周囲に拡散させることなく排出することが目的であるの

で、汚染物発生源付近で作業する作業者の呼吸域を常に清浄な状態に保つことは最も

重要なことである。例えば、図 1.5 は囲い式フードのブース型である。このフードは

作業性がよい囲い式フードとして従来からよく用いられているが、フード内部はすべ

て汚染された領域と考えなければならない。したがって、 図 1.5 に示すようにフード

内部に作業者が立ち入ることはその呼吸域を汚染された領域に持ち込む結果となる。

吹出し側に送風機を用いない水平流による密閉式プッシュプル型換気装置においても、

局所排気装置であるブース型フードの内部にほかならないと考えられるので、同様な

問題点が指摘されている 6)。   

図 1.5 作業者の呼吸域 (囲い式フードの場合 ) 
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 また、図 1.6 は上方吸引型の外付け式フードでキャノピフードとも呼ばれるもので

ある。このフードは周囲が開いていることから、作業性がよいと考えられ多くの作業

に用いられているが、作業の姿勢によって図 1.6 に示すように呼吸域を発生する汚染

物で汚染された領域に持ち込むことになる。   

図 1.6 作業者の呼吸域 (キャノピフードの場合 ) 

 

1.3.2 吸込み気流の特性  

開口に吸い込まれる流れとして、図 1.7 に示すような点開口が自由空間に設置され

ている場合について考えると、吸込みの流れはほとんどその方向性を持たないことか

ら、開口から X(m)離れた位置において開口に向かう流れの速度 V(m/s)は、半径 X(m)

の球面上で等しくなると考えられる。したがって、点開口における吸込み流量 Q(m3/s)

と開口に向かう流れの速度との間には、球面の面積が 4πX2(m2)で表されることから、

式 (1-5)のような関係が存在することになる。  

 

 Q = (4πX2) ∙ V = 12.57VX2 (1-5)  

 

また、  開口が長さ L(m)のスロット状開口の場合には、図 1.7 を二次元流れとして

考えることができ、半径 X(m)の円筒面で速度が等しくなると考えられることから、点

開口の場合と同様にして式 (1-6)が得られる。  

 

 Q = (2πXL) ∙ V = 6.28VXL (1-6) 
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図 1.7 点開口周りの流れ 

 

これらの関係は、いずれも無限に小さい開口に吸い込まれる流れの開口から X の位

置における速度と流量の関係を示している。   

以上の式から明らかなように、開口から X(m)離れた位置における吸込み速度 V(m/s) 

は三次元流れの場合には X2 に反比例、 二次元流れの場合には X に反比例することが

わかる。いずれの場合でも開口から離れるに従って、速度が極端に小さくなることが

開口に吸い込まれる流れの大きな特徴である。   

いま、開口から X の位置にある汚染物を開口に吸引するために、  速度 V が必要で

ある場合、この速度のことを制御風速 (捕捉速度 ) と呼び、制御風速が決まれば式 (1-5)

あるいは式 (1-6)から必要排風量 Q を求めることができる。しかし、実際のフード開口

は有限の面積を持つことから、これらの式をそのまま適用することは困難である。   

図 1.8 円形開口周りの吸込み流れ  
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Dalla Valle は有限の大きさを持つ吸込み開口周りの流れの等速度面を実験的に求

めている。図 1.8 はその一例で、自由空間に置かれた円形開口周りの等速度面を表し

ている。さらに、Dalla Valle は縦横比の異なる長方形開口面についても多くの実験を

行い、その結果、開口から X (m) 離れた中心軸上の速度  (m/s) と吸込み流量 Q(m3/s)

の関係を式 (1-7)で表した。   

 

 Q = (10X2 + A) ∙ V (1-7) 

 

1.3.3 フードの分類 4) 

局所排気装置に使われているフードは形状、発生源との位置関係及び吸込みの方向

などにより様々な形式に分けられる。表 1.4 にフードの分類を示す。  

 

表 1.4 局所排気フードの型式の分類 4)  

型式  適応作業例  

囲い式  

カバー型  
粉砕、ふるい分け、貯槽、仕込、  

工作機械  

グローブボックス型  

放射性同位元素取扱、毒性ガス取扱、

遺伝子組換、サンドブラスト、  

ジョットブラスト  

ブース式  
ドラフトチャンバー型  

化学分析、化学実験、  

放射性同位元素取扱、研磨、計量、袋詰  

建築ブース型  吹付塗装、計量、容器詰め  

外付け式  

スロット型  
めっき、ディップ塗装、脱脂、酸洗浄、

接着  

ルーバ型  あらゆる作業  

グリッド型  はけ塗装、粉砕、シェークアウト  

円形型、長方形型  あらゆる作業  

レシーバ式  

キャノピー型  溶解炉、溶融炉、鍛造、鋳造、熱処理  

グラインダカバー型  研磨、バフ研磨、卓上グラインダ  

円形型、長方形型  研磨、バフ研磨  
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1.3.3.1 囲い式フード 3)  

汚染物の発生源がすべてフード内部に囲われた形状のもので、  図 1.9  に示すよう

に開口面にフード内部へ向かう流れを形成し、この流れで  内部で発生した汚染物が

フード外へ漏れること、あるいは拡散することを制御するものである。したがって、

フード開口面の面積を小さくするほどフードの排風量は少なくてすむことになる。し

かし、フード開口面を小さくすることは汚染物の漏れを制御するためには大きな効果

をもたらすが、その反面、 フード内部の発生源に対する作業性は悪くなる。このため

図のように作業を行う一面を開放したブースと呼ばれる形状のものがよく用いられて

いる。   

汚染物の発生源がフード内部に囲われているため、周囲の気流の影響を受けにくく、

排風量も少なくてすむことから、囲い式フードはフードの中で最も性能の良いフード

といわれている。しかし、先にも述べたように開口面で汚染物を制御するため、フー

ド内部はすべて汚染された領域として考えなければならず、特にブースの場合には内

部に作業者の呼吸域を持ち込まないように注意しなければならない。  

図 1.9 囲い式フード  

 

有機溶剤中毒予防規則や特定化学物質障害予防規則などでは、囲い式フードの制御

風速は開口面で測定された最低風速と定められている。囲い式フードの排風量は開口

面風速と開口面積との積として求められるが、このような制御風速の定義では、フー

ド計画時に開口面での風速分布、平均開口面風速と最低風速の関係などが明らかにな

っていることが要求される。  

しかし、各種形状のフードの排風量を求める際に、経験によるか、あるいは模型実
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験や数値計算で開口面風速分布を予測した後、算出しなければならない。 さらに、化

学実験用のドラフトチャンバーあるいはヒュームフードでは、開口面積が前面の扉の

開閉により自由に調節されるような構造に作られているが、特に有害度の高い物質を

内部で取り扱う場合、開口部を小さくすることが多い。作業者は開口の外側に位置し

ているが、開口から流入する流れの速度が増加するにつれて作業者背後からの流れが

作業者まわりではく離し、作業者の前面に負圧部が形成されることがある。このよう

な場合にはフード開口部にも負圧部が影響を及ぼすことになり、内部の空気が漏出す

るおそれが生じるので注意しなければならない。また、不適切な幾何学的設計、設置、

開口部での人の通行及びオペレータの手の動きなどが慎重に考慮されていない場合、

漏れが発生してしまう可能性がある 8-14)。  

 そして、過去 10 年間に、エアカーテンヒュームフード (air-curtain fume hood)、サ

ッシなし傾斜エアカーテンヒュームフード (sash-less inclined air-curtain fume hood)、傾

斜エアカーテンヒュームフード (inclined air-curtain fume hood)など、革新的な設計コン

セプトを備えたいくつかの化学実験用のドラフトチャンバーが提案されてきた 15-18)。

これらの新たな技術は、換気フードの設計に適用された。EN-14175(ドラフトチャンバ

ー型式試験 )法および  ANSI 米国規格協会（American National Standards Institute）

/ASHRAE(アメリカ暖房冷凍空調学会 )-110(ヒュームフード性能試験 )法によって測定

したこれらの技術で開発したフードは、低吸引流量での静的試験または動的試験でほ

ぼゼロの漏れレベルを示した 19-21)。  

 

1.3.3.2 ブース式フード 3) 

ブース式フードは作業のために開口面となる 1 面または 2 面を除く有害物質の発生

源の周囲を囲むフードである。作業者は開口面に立って背後からくる清浄な空気を呼

吸しながら、中に向かって作業するのがブース式フードの特徴である。また、ブース

式フードの開口面は囲い式フードより大きく、有害物質の拡散・漏洩を防止するため

に、必要排風量は囲い式フードと比べて大きいが、作業性が良くなり、開口面の周囲

の壁が有害物質の吸引に必要な気流を減らすフランジの役割を果たす。有機則をはじ

めとする規制ではブース式も囲い式の一つとして分類されている。図 1.10 に側方吸引

型ブース式フードを示す。  
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図 1.10 ブース式フード  

 

1.3.3.3 レシーバ式フード 3)  

作業場で有害物質の発散に伴って熱浮力による上昇気流、また回転による慣性気流

等一定方向の気流を生じることにより、有害物質が一定の方向に拡散する場合、その

気流を受け止める位置にレシーバ式フードを設置する。外付け式フードとフードの開

口面の形状は似ているが、有害物質を吸い込む機能や必要排風量を計算する方法が外

付け式フードと異なる。レシーバ式フードによる吸引の様子を図 1.11 に示す。  

図 1.11 レシーバ式フード 

 

1.3.3.4 外付け式フード 3)  

 外付け式フードは図 1.12 に示したように、有害物質の発生源はフード開口面の外側

に位置するもので、開口面から離れた距離で有害物質を捕捉する必要がある。フード

に吸い込まれる気流は開口面からの距離が離れるほど、有害物質を捕捉する風速は極

めて小さくなる。図 1.13 に示すようにフードの開口面の周りにフランジを設けること
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により、開口面後方からの吸い込み気流が抑えられる。その結果、等速面がフードの

前方に伸びるので、このような効果はフランジ効果と呼ばれ、必要な排風量を低減す

ることができる 1)。フランジの適切な設計と配置によって、作業者の健康と安全を守

るための効果的な気流制御が実現される。  

そして、外付け式フードは囲い式フードと異なり、外乱気流による妨害を受けやす

い欠点がある。また、外付け式フードの形状から分類すると円形型、長方形型、スロ

ット型フードがある。フードの吸引方向により上方吸引型フード、側方吸引型フー

ド、下方吸引型フードに分けられる。  

図 1.12 円形開口周りの吸込み流れ     図 1.13 フランジ効果 

 

1.4 制御風速 

制御風速とは、作業場で発生源から発散した有害物質を、発生源と作業者の呼吸域

との間の点でフードに捕捉するために必要な気流の最小速度のことをいう。  

囲い式フードやブース式フードの場合、開口面上で吸込み気流の速度が最小となる

点を捕捉点と定義している。一方、外付け式フードの場合、フードの開口面から離れ

るに従って吸込み気流の速度は急激に低減することが知られている 5)。ACGIH では、

外付け式円形型フードの場合、開口面から捕捉点までの距離はフードの開口面の直径

以内としている。また、長方形型フードの場合、その距離はフード開口面の短辺の 1.5

倍以下としなければならない 4)。日本で最も使われている制御風速の値を表 1.5 に示

す。この表は 1920 年代アメリカの労働衛生工学者 A.D.Brandt が提案した制御風速の

値である 6)
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表 1.5 一般的に適用される制御風速 6)  

汚染物質の発生状況  例  
制御風速  

(m/s) 

静かな大気中に、実際上ほ

とんど速度がない状態で発

散する場合  

液面から発生するガス、蒸気、  

ヒューム等  
0.25～0.5 

比較的静かな大気中に、  

低速度で飛散する場合  

ブース式フードにおける吹付塗装作業、

断続的容器づめ作業、低速コンベヤー、

溶接作業、メッキ作業、酸洗作業  

0.5～1.0 

速い気流のある作業場所

に、活発に飛散する場合  

奥行の小さなブース式フードの吹付塗装

作業、たるづめ作業、コンベヤーの落と

し口、破砕機  

1.0～2.5 

非常に速い気流のある作業

場所または高初速度で飛散

する場合  

研磨作業、ブラスト作業、  

タンブリング作業  
2.5～10.0 

 

また、粉じん則で定められたフードの型式ごとの制御風速を表 1.6 に、特定粉じん

発生源ごとに定められた制御風速を表 1.7 に示す。  

 

表 1.6 粉じん則で定められた制御風速 6)  

フードの型式  制御風速 (m/s) 

囲い式フード  0.7 

外付け式フード  

側方吸引型  1.0 

下方吸引型  1.0 

上方吸引型  1.2 
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表 1.7 特定粉じん発生源ごとの制御風速 (その 1)6)  

特定粉じん発生源  

制御風速 (m/s) 

囲い式

フード  

外付け式フード  

側方  

吸引型  

下方  

吸引型  

上方  

吸引型  

1 

屋内において、手持式又は可搬式を除く

動力工具により、岩石又は鉱物を裁断す

る箇所 

0.7 1.0 1.0 －  

2 

屋内において、手持式又は可搬式を除く

動力工具により、岩石又は鉱物を彫り、

又は仕上げする箇所  

0.7 1.0 1.0 1.2 

3 

屋内において、研磨材の吹き付けにより

研磨し、又は岩石、若しくは鉱物を彫る

箇所  

1.0 －  －  －  

4 

屋内において、研磨材を用いて手持式ま

たは可搬式を除く動力工具により、岩

石、鉱物若しくは金属を研磨し、又は金

属を裁断する箇所  

0.7 1.0 1.0 1.2 

5 

屋内において、手持式を除く動力工具に

より、鉱物等、炭素原料又はアルミニウ

ムはくを破砕し、又は粉砕する箇所  

0.7 1.0 －  1.2 
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表 1.8 特定粉じん発生源ごとの制御風速 (その 2)  6) 

特定粉じん発生源  

制御風速 (m/s) 

囲い式

フード  

外付け式フード  

側方  

吸引型  

下方  

吸引型  

上方  

吸引型  

6 

屋内において、手持式を除く動力工具によ

り、鉱物等、炭素原料又はアルミニウムは

くをふるい分ける箇所  

0.7 －  －  －  

7 

セメント、フライアッシュ又は粉状の鉱

石、炭素原料、炭素製品、アルミニウム

又は酸化チタンを袋詰めする箇所  

0.7 1.0 1.0 1.2 

8 

粉状の鉱石又は炭素原料を原料又は材料

として使用する物を製造し、又は加工す

る工程において、屋内の、粉状の鉱石又

は炭素原料又はこれらを含む物を混合

し、混入し、又は散布する箇所  

0.7 1.0 1.0 1.2 

9 

ガラス、ほうろう、陶磁器、耐火物、け

いそう土製品、研磨材、又は炭素製品を

製造する工程において、屋内の、原料を

混合する箇所  

0.7 1.0 1.0 1.2 

10 

耐火れんが又はタイルを製造する工程に

おいて、屋内の、湿潤でない原料を動力

により成形する箇所  

0.7 1.0 1.0 1.2 

11 

陶磁器、耐火物、炭素製品を製造する工

程において、動力工具により製品を仕上

げする箇所で、圧縮空気を用いてちりを

払う箇所  

0.7 1.0 1.0 －  
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表 1.9 特定粉じん発生源ごとの制御風速 (その 3)  6)  

特定粉じん発生源  

制御風速 (m/s) 

囲い式

フード  

外付け式フード  

側方  

吸引型  

下方  

吸引型  

上方  

吸引型  

12 

 陶磁器、耐火物、けいそう土製品、研磨

材、又は炭素製品を製造する工程におい

て、屋内の手持式を除く動力工具により

製品または半製品を仕上げする箇所で、

圧縮空気を用いてちりを払う箇所以外の

箇所  

0.7 1.0 1.0 1.2 

13 

砂型を用いて鋳物を製造する工程におい

て、屋内の、型ばらし装置を用いて砂型

をこわし、又は砂落としする箇所  

0.7 1.3 1.3 －  

14 

砂型を用いて鋳物を製造する工程におい

て、屋内の、手持式工具を除く動力によ

り砂を再生する箇所  

0.7 －  －  －  

15 

砂型を用いて鋳物を製造する工程におい

て、屋内の、手持式工具を除く動力によ

り砂を混練する箇所  

0.7 1.0 1.0 1.2 

16 
屋内において、手持式を除く溶射機を用

いて金属を溶射する箇所  
0.7 1.0 1.0 1.2 

 

有機溶剤中毒予防規則および特定化学物質等障害予防規則では表 1.10 および表  

1.11 に示すような制御風速  (捕捉速度 )が定められているが、これらの値は周囲の気流

速度が 0.3m/s である場合を想定した値で、どのような場合においてもこの値が最適な

制御風速であるとは限らない。実際の設計にあたっては、先に示した表などを参考に
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すればよい。   

 

表 1.10 有機溶剤中毒予防規則で定められた制御風速 6)  

フードの型式  制御風速 (m/s) 

囲い式フード  0.4 

外付け式フード  

側方吸引型  0.5 

下方吸引型  0.5 

上方吸引型  1.0 

 

表 1.11 特定化学物質等障害予防規則で定められた制御風速 6)  

物の状態  制御風速 (m/s) 

ガス状物質  0.5 

粒子状物質  1.0 

 

しかし、熱源から上昇するプルームのように上昇速度を無視することができない発

生源も存在する。このような場合には発生する汚染物の流量を無視することができず、

後に述べるように捕捉速度に基づいて排風量を算出することができなくなる。  

 

1.5 排風量の計算とその問題点  

局所排気装置では、フードの形状及び有害物質の発生源に対する設置場所を決め、

制御風速とそれに対するフードの開口面からの距離が決まれば、制御風速を得るため

に必要なフードの排風量が計算できる 6)。表 1.12 に側方吸引型外付け式フードの排気

風量を求める式を示した。  

 また、それらの式から明らかなように、フランジを設置することにより排風量は 75%

になる。したがって、フード開口には必ずフランジを設置するようにフードを計画し

なければならない。また、いずれの場合にも開口からの距離  x によって排風量は急激

に増大するので、フードはできる限り発生源に近づけて設置しなければならない。  
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表 1.12 側方吸引型外付け式フードの排気風量を求める式 6) 

フードの型式  例図  排気風量 Q(m3/min) 

①  外付け式  

(自由空間設置 ) 

 

 

Q 

= 60 × Vc 

× (10x2 + LW) 

(1-8) 

②  外付け式  

(自由空間設置、  

フランジ付き ) 

 

Q

= 60 × 0.75 × Vc

× (10x2 + LW) 

(1-9) 

③  外付け式  

(作業台上設置 ) 

 

Q 

= 60 × Vc 

× (5x2 + LW) 

(1-10) 

④  外付け式  

(作業台上設置、  

フランジ付き ) 

 

Q 

= 60 × 0.75 × Vc 

× (5x2 + LW) 

(1-11) 

 

以上に示した制御風速あるいは捕捉速度に基づいてフードの排風量を求める場合、

いずれもその計算式は極めて簡単な形で与えられている。しかし、次に示す二点につ

いては十分留意しておかなければならない。   

(1) いずれも排風量は制御風速あるいは捕捉速度に比例する形であるため、  適切な制

御風速 (捕捉速度 )の選定を行わなければならない。   
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(2) いずれの式も、ある点 (囲い式フードではフード開口面、 外付け式フードでは開口

からⅹ離れた点 )である大きさの速度 (制御風速または捕捉速度 )を得るために必要な排

風量として考えているため、発生する汚染物の量はいっさい考慮されていない。した

がって、汚染物の発生量が無視できないような発生源に対してこれらの式を適用する

ことはできない。  

また、鋳造や熱処理等の現場で使われるレシーバ式フードの排風量においては基本

的に流量比法で計算するが、乱れ気流の影響を避けるために必要な安全係数の根拠が

明らかでないという問題が残っている 7)。  

1980 年代後半より、アメリカの研究者を中心に、有限要素法によるコンピューター

で気流の分布をシミュレートする方法でフードの吸引気流の分布を予測し、吸引気流

による有害物質の移動状態を解明する研究が行われた。  

 

1.6 外付け式フードに関する研究  

 1983 年に国立労働安全衛生研究所  (NIOSH) は  10 種類の労働関連疾患および傷害

のリストを作成した 22)。この 10 種類の症状のうち少なくとも 7 つの症状の予防は、

主要な予防策としての換気に直接依存する 23)。局所排気装置の中の外付け式フードは

発生源から有害物質の捕集また除去に最も使用されている手法となる。  

 また、外付け式フードは、設置の容易さは他のフードと比べ作業性が良く、そして

実装コストが安いから、様々な作業現場でよく使用されている 24)。  

 一方、外付け式フードでは囲い式フードと異なり、フード周辺の外乱気流の影響を

直接受けることになる。作業場内に生じる外乱気流の原因としては窓や扉から流入す

る外気、作業に伴って生じる気流および室内の空気調和設備からの気流などが考えら

れるが、この中で最も影響が大きいのは室外から流入する外乱気流である。また、一

般的に工場内では屋外風速の 20%程度の気流が生じるといわれている。そのため、作

業場内で直接室外からの外乱気流の影響を受けるような場所にはフードの設置を避け

る必要がある。また、汚染物発生源付近に顕著な気流が見られるような場合には、そ

の影響が少なくなるようにバッフル板などを用いることを考えなければならない。し

かし、一般的には  0.15～0.5m/s 程度の気流が作業場の周囲にあると考えてフードを

計画するべきである。  

 

1.6.1 建築設備や厨房設備で使用する外付け式フードに関する研究  

 最近の研究の多くは、公共および住宅の厨房における室内空気質の問題に焦点を当
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てている 25-28)。特に、調理や調理用バーナーは燃焼生成物、汚染物質、過剰な水分を

排出する可能性があり、住宅の室内空気質に悪影響を与える可能性がある。特に、揚

げ物、グリル、ストーブの使用は、屋内のサブマイクロメートル粒子濃度レベルと  

PM2.5 を通常の 5～90 倍以上に増加させる可能性がある 29)。これまでの研究では、調

理及び調理用バーナーによって生成されるサブマイクロメートルの粒子や化合物が呼

吸器系の問題を引き起こす可能性が報告されている 30-31)。  

 住宅の換気システムは、暖房と冷房のエネルギー消費において重要な役割を果たし、

住居の温熱条件と水熱条件、および空気の質を決定する。他の機能の中でも、家庭用

燃焼器具に必要な酸素レベルを確保するために換気システムが必要である 32)。そして、

厨房換気では、建築設備設計業務において重要な一環となり、33) その換気システムの

設計では、レンジフードまたはその他の関連設備 (ダクトの選定など )の設置に深く関

わっている。  

 厨房換気の主な目的は、住居の中の局所的な領域から湿気や汚染物質を除去するこ

とである。 レンジフードや天井に設置する換気扇は、厨房や住居の他の場所に設置さ

れている換気扇よりもはるかに効果がある。また、レンジフードは、住宅での調理に

よって引き起こされる有害物質の量を減らすための重要な環境設備である。従来の厨

房排気装置には、キャノピー式フード、外付け式フード等の種類がある。フードの吸

引方向によって、上方吸引型、側方吸引型、傾斜吸引型フードなどが挙げられる。そ

して、従来のレンジフードの主な構造は、吸引口、ファンなどによって構成される。

ストーブなどの加熱機器によって発生する浮力は送風機やファンなどの駆動力に合わ

せて、粒子、臭気、ガス、熱などの汚染物質を屋外に排出する。  

以前の研究では、主に捕集効率を用いてレンジフードや厨房換気システムの性能を

評価していた 34-36)。  いくつかの研究では、レンジフードの下にあるストーブ周囲の

空気の流れを調査するために、流れの可視化技術が使用されたと報告した 37)。そし

て、キッチンの天井を変更することでキッチンの換気が改善されたと報告した 38₋39)。 

また、Abanto と  Reggio らは、換気扇の特性曲線が数値結果に基づいて構築された

ことを報告した 40)。Liu らは、レンジフードのエアカーテンが厨房換気フードからの

油煙の流出を制御することを報告した 41)。Huang らは、静的条件  (環境中の外乱気流

がない場合 ) と動的条件  (作業者が作業する際 ) の下で、レーザーによる流れの可視

化を使用して壁掛けレンジフードの性能を研究した 42)。その後、Huang らは、エアカ

ーテンレンジフードを開発した。従来のレンジフードと比べ、レンジフードの前に傾

斜エアカーテンを付け加え、オイルパンから発生する汚染物質 (オイルミスト )を遮断
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することができ、フード性能を向上させることができた 43-44)。  

 

1.6.2 有機溶剤を取扱う現場における外付け式フードの使用  

1.6.2.1 有機溶剤の性質 

有機溶剤とは、色々な物質を溶かす性質を持つ有機物の総称であり、塗装、洗浄、

印刷等様々な現場で幅広く使用されている 45)。これらの有機溶剤は一般的に高い揮発

性を持っており、特に脂肪を溶かす性質があるため、人間の呼吸器や皮膚から容易に

吸収されやすいという特徴がある。さらには、中枢神経まで到達し、急性中毒や慢性

中毒を引き起こす危険性もある。  

有機溶剤の体内への侵入経路は主に①吸入、②接触、③嚥下の 3 つがあり、①吸入

が特に注意、対策すべき経路である 46)。そのため有機溶剤のうち特に有害とされるも

のについては有機溶剤中毒予防規則や特定化学物質障害予防規則等で取り扱いが規制

されている 47)。  

 

1.6.2.2 有機溶剤による健康被害の例 

日本では、戦後復興期に石炭と水力発電を中心に産業発展した。この時期、日本は

比較的豊富な石炭の地下資源を有しており、石炭の乾留によってベンゼン、トルエン、

キシレンなどの有機溶剤が大量に生産され、幅広い産業で使用されるようになった。

しかし、1990 年代に入ると、ビニールサンダル製造業者などでベンゼンによる再生不

良性貧血や白血病などの造血器障害が多発し、これが大きな社会問題となった 48)。こ

れらの健康被害は、長時間のベンゼンばく露によって引き起こされた。ベンゼンは有

害な揮発性有機溶剤であり、慢性的なばく露で造血器系に悪影響がある。ビニールサ

ンダル製造業者などでは、作業者がベンゼンと接触する環境下で作業を行っていたた

め、健康被害が発生した。これらの被害事故を受けて、厚生労働省令により、労働安

全衛生法による有機溶剤中毒予防規則を導入した。そして、労働環境の改善や適切な

個人防護具の使用、定期的な健康診断などが推奨され、ベンゼンによる健康被害のリ

スクを最小化するための対策が取られた。  

アメリカでは、トルエン、キシレン、スチレンなどの有機溶剤へのばく露が聴覚障

害の発症と関連している症例報告がある 49)。動物実験においては、これらの溶剤が耳

の内部の構造や聴覚神経に影響を与えることが観察されている。また、一部の物質中

毒者の症例報告では、有機溶剤への長期的なばく露によって聴力の低下や聴覚障害が

発生したとされている。トルエン、キシレン、スチレンなどの溶剤は揮発性が高く、
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皮膚から吸収されることで体内に取り込まれる。これらの化学物質は神経系に影響を

及ぼすため、中枢神経系への作用が聴覚系にも影響を及ぼす可能性がある。  

 

1.6.2.3 有機溶剤中毒予防規則とその法令の一部改正について 

有機溶剤中毒予防規則は類似の健康被害を防止することを目的としており、①総則、

②設備、③換気装置の性能等、④管理、⑤測定、⑥健康診断、⑦保護具、⑧有機溶剤

の貯蔵及び空容器の処理、⑨有機溶剤作業主任者技能講習の全九章から構成されてい

る 47)。  

この規則によって、有機溶剤はその危険性に応じて 3 種類に分類されている。有害

度の高いものから第一種有機溶剤、第二種有機溶剤、第三種有機溶剤に分け、様々な

業務と組み合わせて各種の適用除外や特例が定められている。また、有機溶剤中毒予

防規則で掲げる物を当該混合物の重量の 5%を超えて含有するものは有機溶剤等に該

当し、規制の対象となっている。  

厚生労働省によると、取り扱われる化学物質の種類・工程が多様化複雑化する中、

合理的な化学物質管理を促進し、化学物質による労働災害を減少させるためには、作

業に合わせた多様な発散防止抑制措置を導入できる仕組みの構築が必要である。その

ため、2012 年 4 月に有機溶剤中毒予防規則の一部が改正され、作業現場で作業環境測

定を行い、第 1 管理区分に区分されたときは、所轄労働基準監督署長の許可を受けて、

発散防止抑制措置を講ずることによって、有機溶剤の蒸気の発散源を密閉する設備、

局所排気装置およびプッシュプル型換気装置を設けなくてもよくなった。これにより、

有機溶剤の濃度を十分に低減できる発散防止抑制装置が法的に認められるようになっ

た。発散防止抑制装置とは、法令で定められた性能要件と構造要件を満たさなくでも

十分に有害物質の濃度を低減できる装置である。  

 

1.6.2.4 有機溶剤を取り扱うネイルサロンについて  

ネイルサロンでは、ネイルケアやネイルアートために様々な製品が使用される。そ

の中には、ネイル液や除光液といった有機溶剤を含む製品もある。ネイル液には酢酸

エチル、酢酸ブチル、アセトン、トルエンなどの有機溶剤が含まれる 50-51)。これらの

有機溶剤は揮発性が高く、作業者や客が有機溶剤にばく露される可能性がある。  

 

1.6.2.5 ネイルサロンにおける有機溶剤による健康被害の例 

韓国では、大邱広域市のネイルサロンの作業者  159 人に健康状態に関するアンケ
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ート調査を行った 52)。ネイルサロンの作業者と比較するため、一般のオフィスワーカ

ー105 人に同様のアンケートを行った。調査の結果、呼吸器や神経系の症状としては、

鼻の刺激が最も多く報告され、その他にも頭痛や喉の炎症を訴える作業者もいた。目

と皮膚については、回答者の 92%が目の刺激を訴えた。さらに、肩や首の痛みといっ

た筋骨格系の症状など、様々な健康被害が報告された。また、職業上のばく露限界値

(OEL)を超える割合はアセトンが 64%で最も高く、トルエン 50%、酢酸ブチル 46%、

メタクリル酸メチル 12%となった。しかし、このアンケート調査を行った 159 人のう

ち、156 人 (98.1%)は局所排気装置が設置されていないネイルサロンで働いていた。  

アメリカでは、1970 年代からメタクリル酸メチルを使用したネイルサロンが流行し

たが、爪が溶けたり傷ついたりするという苦情が多く寄せられたため米国食品医薬局

(FDA)はネイル製品にメタクリル酸メチルモノマーの使用を禁止した 53)。しかし、ネ

イルサロンで使用されるネイル液には酢酸エチル、酢酸ブチル、アセトンおよびケト

ンなど作業者に健康被害を及ぼす可能性のある有機溶剤が最大 98%含まれていると推

定されており、作業者は 1～2 時間の作業の間、有機溶剤蒸気や粉じんにさらされてい

る状況にあった。そこで、国立労働安全衛生研究所 (NIOSH)がネイルサロンでの健康

被害調査を行った。その結果、ネイルサロンで発生するイソプロピルアルコール、酢

酸メチル、酢酸ブチルなどの吸入や過剰なトルエン蒸気、有機溶剤にさらされること

で中枢神経系の機能低下、統計的に有意な疲労、記憶障害、注意力障害、および麻薬

中毒症状の増加が報告された。また、ネイルサロンの作業者に加え利用者においても

かゆみや皮膚炎、発疹の症状があるという報告もあった 53)。  

 

1.6.2.6 ネイルサロンに関する研究調査 

ネイルサロンは、アメリカで人気のあるサービスである。しかし、ネイル製品やサ

ービスの性質により、ネイルサロンの室内空気には低濃度の有害物質が存在すること

がある。作業者への調査では、頭痛や呼吸器刺激などの労働関連の症状が増加してい

ることが多く報告されている 52‐54)。  

 

①  Pavilonis 氏らはニューヨーク市内の 10 箇所のネイルサロンで現場調査を行い、揮

発性有機化合物 (TVOC)および二酸化炭素 (CO2)の濃度を測定し、時間的および空

間的な傾向を評価した 55)。その結果、アメリカ国立規格協会 (ANSI)/アメリカ暖冷

房空調技術協会 (ASHRAE)が設定した CO2 濃度目標の 850 ppm を超えた場合、

TVOC の濃度は目標を満たした場合と比べて約 10 倍増えることが確認された。  
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②  Han 氏らはニューヨーク市内のネイルサロン 20 箇所において、シリコンリストバ

ンドとパッシブサンプラーを用いて、室内空気のフタル酸エステル類と揮発性有

機化合物 (VOCs)を測定した。さらに、ネイルサロンの特徴も調査した 56)。調査に

よって測定されたフタル酸エステルの中で、ジ (2-エチルヘキシル )フタル酸エステ

ルとジエチルフタレートの濃度が高いことがわかった。また、トルエン、D-リモ

ネン、メチルメタクリレート、エチルメタクリレートの濃度も他の VOC よりも高

かった。そして、マニキュア /ペディキュアテーブル、1 日の来客数、作業量はフ

タル酸エステルと VOC の濃度と正の相関があった。  

 

③  Ma 氏らはアメリカ東海岸でアセトン、メチルメタクリレート (MMA)、トルエンの

3 つの VOC を 3M 3500 有機ガスモニターを用いて測定した 57)。その結果、アセト

ン、MMA、トルエンの平均濃度は、それぞれ 18.51ppm、39.45ppm、0.09ppm であ

った。ニューヨーク市のネイルサロンで測定されたアセトンと MMA の平均濃度

は、フィラデルフィアとニュージャージー州南部で測定された濃度よりも有意に

低かった。  

 

④  Pavilonis 氏らはカリフォルニアでネイルサロンの働くベトナム人女性にコミュニ

ティベースを調査し、ネイルサロンにおける有機溶剤の個人ばく露濃度を測定し

た 54)。この調査では、20 箇所のネイルサロンの作業者 80 人を対象に、VOC モニ

ターを用いて、トルエン、酢酸エチル、酢酸イソプロピルの平均ばく露濃度を測

定した。測定の結果、それぞれの平均ばく露濃度の測定値はそれぞれ、トルエン

が 0.15 ppm(範囲=0.02～1.0)、酢酸エチルが 0.53 ppm(範囲=0.02～5.50)、酢酸イソ

プロピルが 0.04 ppm(範囲=0.02～0.15)となった。これらの測定値は、管理濃度よ

りも低い結果となったが、頭痛、炎症、呼吸障害等の健康被害が報告されている。  

 

⑤  Ma 氏らはアメリカ東海岸で 25 のネイルサロンから個人ばく露測定と健康アンケ

ートで 112 人の労働者のデータを収集した 57)。参加者がネイルサロン業界で働き

始めた後に出現または悪化した自己申告の健康問題は、頭痛 (8%)、ふらつき (9.8%)、

鼻、目、喉、皮膚への刺激 (21.2%)であった。参加者の約 70%が妊娠したことがあ

ると回答し、そのうち 11.7%が少なくとも 1 回の流産を経験した。また、アセト

ン、MMA、トルエンの平均濃度が測定され、ニューヨーク市、フィラデルフィア、
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南ジャージーのネイルサロン間に差が観察された。  

 

⑥  Ceballos 氏らはボストンで 71 種類の VOC を対象にして、個人と室内の空気をサ

ンプレングした 56)。また、43 種類の VOC について、勤務前後の作業者血液サン

プルも収集し、換気率は連続的な二酸化炭素 (CO2)を測定した。測定の結果、主要

な VOC の濃度には、エチルメタクリレート、メチルメタクリレート、トルエン、

エチルアセテートが含んでいた。作業者が勤務後の血液中のトルエンとエチルア

セテートの濃度は、勤務前の濃度よりも非常に高くなったことがわかった。  

 

⑦  Zhong 氏らはミシガン州での 3 つの地域で、秋と冬の季節に 17 のネイルサロン

で、個人と室内の空気サンプルを収集して熱脱着、ガスクロマトグラフ、質量分

析法を用いて分析し、ネイル製品の VOC 組成を測定した 58)。ほとんどのネイル

サロンでエチル酢酸エステル、プロピル酢酸エステル、ブチル酢酸エステル、MMA、

ヘプタン、トルエンが検出された。多くの VOC において個人ばく露濃度が環境濃

度の測定値よりも高くなった。それは換気不十分が原因となる MMA が広く存在

することが考えられる。  

 

⑧  Aaron 氏らはコロラド州の 6 箇所において、ホルムアルデヒド、ベンゼン、トルエ

ン、エチルベンゼン、キシレンの室内濃度を測定した。また、個人ばく露測定と

健康アンケートも実施した 59)。その結果、調査対象となった労働者の 70%が、雇

用に関連した健康問題を少なくとも 1 つ経験しており、多くの人が複数の関連症

状を報告した。ホルムアルデヒドの室内濃度は、6 箇所全体で 5.32～20.6 μg/m3 の

範囲であった。トルエンの室内濃度は 26.7～816 μg/m3 で、ベンゼン (3.13～51.8 

μ/m3)、キシレン (5.16～34.6 μg/m3)、エチルベンゼン (1.65-9.52 μg/m3)となった。1

つの箇所で測定されたホルムアルデヒドの濃度は、NIOSH が規定したばく露限界

濃度を超えた。ホルムアルデヒドのばく露による発がんリスク推定値は、扁平上

皮がん、上咽頭がん、ホジキンリンパ腫、白血病についてアメリカ環境保護庁

(USEPA)のデミニマスリスクレベル (de minimis risk level)である 1×10 -6 を超え、白

血病リスクは 1 箇所で 1×10 -4 を上回った。作業におけるがんの発症リスクが増加

していることが示された。  
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1.6.2.7 ネイルサロンで使用されている外付け式フードに関する研究  

現在、主に以下 4 種類のネイルサロン用の換気システムが市場に存在している

60)。  

(1)掃除機付き換気作業台 (vacuum cleaners built into the table)、 (2)外付け式フード付

き作業台 (exhausts hoods and ventilation hoods mounted above tabletop)、 (3)組み合わせ型

換気システム (combined dust removal systems) 61‐68)。  

掃除機付き換気作業台 (vacuum cleaners built into the table)は低性能のファンによる

捕集効率の低下の問題がある。ネイリング作業から発生した蒸気はうまく吸い込まれ

ず、ネイリストや顧客の手に付着し、テーブルの上に広がって空気を汚染してしまう。

そして、もう一つの欠点は、爪の研磨で生じるダストをダストバックから飛散され、

特に微細粒子の漏れの可能性が高くなる 61‐65)。  

一方、掃除機付き換気作業台 (vacuum cleaners built into the table)と比べて、外付け式

フード付き作業台 (exhausts hoods and ventilation hoods mounted above tabletop)は高性能

空気ファンが付いていることから、粉じん及び蒸気の捕集効果が高まっている 63-64)。

しかし、外付け式フード付き作業台でも欠点がある。例えばロータリーグラインダ－

(Rotary Grinder)で爪を磨く時、水平方向のダストの噴流が発生し、上方吸引型外付け

式フードや掃除機で効果的にダストを捕集することが特に困難になる。  

また、組み合わせ型換気システム (combined dust removal systems)は作業台に組み込

まれた排気装置とその上にある吸引フードで構成されている。このシステムは、図 1.14

に示すように、吸引気流による捕集範囲が広いという利点がある。大きな粒子及びネ

イリングで発生する有機溶剤を含む蒸気は作業台に組み込まれた吸引フードによって

捕捉され、作業台に取り付けられた排気装置によってより細かい粒子及び滴下した除

光液などが除去できる。そのため、各吸引フードの排気流量を考慮しないと換気効率

が不十分になる。他の装置と比較して、組み合わせ型排気システムは、粉じんの放出

を発生源で完全に捕集でき、除去効率が向上するという利点もある。  



 
 

 32  
 

図 1.14 組み合わせ型換気システム  

 

一方、これらの装置の欠点は、組み合わせ型換気システムでは照明ランプの表面に

微細な粉じん粒子が付着しやすく、ネイリストの視認性が低下すると言われる。そし

て、作業台の上に設置するフードの吸引口はネイリストの作業にも影響する問題があ

る。また、複数種類を含むネイルサロンまたは美容室では、作業空間が狭いので、こ

の排気システムへの設置が難しくなるという問題も挙げられる。さらに、ダクト入口

の渦ゾーンで発生する騒音、またはファンモーター稼働で生じる騒音は、これらすべ

てのシステムに共通する欠点である。  

 

1.6.3 外付け式フード捕集効率の評価方法  

多くの作業現場では、環境中の有害物質の除去に使用する外付け式フードの捕集効

率は、フードの吸引気流の風速によって評価するのが一般的である。日本でも局所排

気装置の捕集能力を規定する値として制御風速が法令で定められており、局排の設計

および稼動時の性能評価の指標とされている。ただし、この制御風速は経験的数値に

基づき設定されたもので、有害物質の捕集量及びフードの捕集率を測定してばく露抑

制効果を直接確認するものではない、いわば結果予測的な指標である 69,70)。従っ

て、捕集能力に影響を及ぼす要因が多種多様に存在する現場の局排に対し、 (フード

形式および対象物質による大まかな区分はあるが )一律に定めた制御風速が常に過不

足の無い最適な性能要件に成り得るという保証はない。  

 1930 年に、Dalla Valle は初めて外付け式フードを研究対象に、実験を通して、フー

ド前方の等速度線の相対位置を示すデータを提示した 71)。その後 Dalla Valle らは、等

速度曲線の分布は「フード開口面の幾何学的形状とサイズ」によって決められると主
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張し、それに応じて開口面からの距離、開口面積、中心線風速の関係を表す式を提唱

した 72)。これらの式は、それぞれ円形と長方形のフード開口部を備えたフランジなし

フードとフランジ付きフードに適用される。それ以降、中心線風速を用い、フードの

捕集効率を評価する手段として広く使用されていた。そして、産業用換気の普及及び

流量測定技術の進歩に伴い、中心線風速を使用してフードの捕集効率を評価すること

に関する多数の研究が発表されてきた。また、1951 年において、Dalla Valle らが提案

した式は ACGIH によるフードの設計標準となった 7)。また、アスペクト比の増加にし

たがってフード開口面上の同じ位置の中心線風速も急激に低下することが分かった。

しかし、Silverman や Fletcher らが提唱した計算式は複雑になり実用性に欠けていたと

いう原因で Dalla Valle の式にとって代わることはなかった 73-74)。  

 新しい技術が出現し、より高度なデータ収集技術が可能になるにつれて、流れ場の

測定がより正確になった 75)。  しかし、測定技術の進歩にもかかわらず、中心線速度

の研究は、従来の研究方法で用いた理想的な実験条件を超える進歩はいない。Thomas

らは初めて作業台上に設置した吸引フード前方の風速分布を測定し、フード開口面近

くの平面状物体の存在はフードの捕集力に影響を及ぼすことを示した 76-77)。Hemeon

と  Garrison はフランジ付きフードの有効捕集範囲への影響を調査した 78-79)。また、

Garrison は、テーブルが存在する表面近くでは粘性効果を無視できないことを示唆し

た 80)。つまり、作業台、テーブル、および吸引フードの近くにあるその他の表面は、

フード捕集領域の形状を変える可能性がある。しかし、これらの要因による中心線速

度への影響に関する研究はまだ進んでいない 81‐83)。  

 さらに、自由空間にフードがある場合、フランジを付けるとフランジがない場合に

比べ 25%の風量削減効果があると式 (1-8)と式 (1-9)は示している。また、図 1.1.3 に示

した通り、フランジを付けることによってフード後方からの流れが遮断され、遮断さ

れた風量と同じ風量がフード前方から吸い込まれる。その結果、風速分布がフード前

方に延びると考えられている。フランジの幅はフード開口面積 LW に対して√LW以上

が推奨されている 70)。例えばフード開口面サイズが W500mm×H500mm の場合、推奨

フランジ幅は 500mm となり、フランジを含めたフード全体の大きさは幅 1.5m×高さ

1.5m となりかなりの大きさとなってしまう。一方で、フランジ幅は 150mm 程度で十

分との主張やフードの幅および外乱気流の大きさで決まるとの研究もある 6,84)。しか

し、フランジを付けることによって、従来考えられてきたようなフード後方からの流

れを完全に遮断できるわけではない。そのため 25%の風量削減効果は過剰に評価され

ている可能性がある。特に、ある決まった排風量の場合において、フランジを付けた
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場合の風速は、フランジがない場合の風速に比べ開口面からの距離に依存せず常に

1.33 倍に上昇すると示している 5)。しかしながら実際にフードを設計し風速を測定し

てみると、1.33 倍という数値が過剰に評価されている場合がみられた。  

そこで、久保田氏により、側方吸引型外付け式フードのフランジ効果について詳し

く調べ、フード設計に際して正しく必要排風量を求められる新たな計算式を開発した

5)。その式は式 (1-12)と式 (1-13)で表す。この新たな式を用いることで、フランジを付け

た場合の局所排気装置の設計が正しく実施できるようになり、排気風量不足による性

能低下を防ぎ、作業環境の悪化や作業者への有害物のばく露防止に大いに役立つもの

である。  

 

 Vc =
Q

60 × 1.12 × (6.48x2 + LW)
 (1-12) 

 

 Vc =
Q

60 × 1.12 × (3.24x2 + LW)
 (1-13) 

 

ここで Q(m3/min)は排気風量、Vc(m/s)はフード開口面の中心線風速、L はフード開

口面の横幅 (m)、W はフード開口面の縦幅 (m)、xは開口面からの距離である。  

一方、側方吸引型外付け式スロット型フードにおいては、沼野による式や ACGIH に

よる式から求めた結果と実測値が異なっている。さらに、両式とも一次式であるため、

計算上、開口面の風速Ⅴは距離𝑥=0 で無限大になってしまう問題点が示されている。  

そこで、田らは実験室での実験及び CFD 解析によって、従来の長方形型フードの式

のように二次関数の形を保ち、自由空間でフランジなしの場合の長方形型フードとス

ロット型フードともに適用できる計算式を開発した。その式を式 (1-14)に示す。  

 

 Q＝60 × A × Vc × [(36.85αx2 + (0.31α2 + 1.61α)x + 0.87)] (1-14) 

 

ここで、ここで Q(m3/min)は排気風量、Vc(m/s)はフード開口面の中心線風速、A は

開口面面積 (m2)、α はフード開口面のアスペクト比 (横幅 L/縦幅 W)、x は開口面からの

距離。  

そして、フードが吸引したトレーサーガス等の濃度をダクト内もしくは漏洩部位に
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おいて測定し捕集率を求める手法 (トレーサー法 )は、フードの捕集能力を直接かつ定

量的に確認するため、個々の局排に最適な吸引風速ないし排風量を把握することがで

き、より合理的な局排の性能要件指標を与えると過去の研究より示された 85‐104)。  

トレーサーガスは、1950 年代に初めて建物の換気システムに使用され、建物と地下

鉱山の両方の換気分析に広く使用されてきた 105-106)。多くの研究が、地下の金属 /非金

属鉱山および炭鉱の換気システムを評価する手段としてトレーサーガス技術を利用し

てきた。 六フッ化硫黄  (SF6) は、低濃度で検出でき、無毒、無臭、無色、化学的およ

び熱的に安定であるため、標準的な鉱山換気トレーサーとして広く受け入れられてい

る 107)。  

地下鉱山におけるトレーサーガスの用途には、乱流拡散の測定、メタン制御、戻り吸

入空気の鉱山換気再循環研究、停止ゾーンを通過する通過時間、補助ファンの有効性

と体積流量の推定、空気漏れ調査、粉じんの評価が含まれる 108-112)。ただし、これら

の研究のほとんどは  CFD を使用して事前にトレーサーテストを設計しておらず、多

くの場合においては、通常の経験と試行錯誤に基づいていた。  

 

1.7 CFD 解析  

 CFD 解析とは数値流体力学 (computational fluid dynamics)に基づいたコンピューター

シミュレーションである。CFD 解析は近年、工場などの室内における空気の流れある

いは密閉空間の気流環境による解析、地下鉱山の換気気流の解析、石炭の自然加熱、

地下火災の制御、爆発の調査、粉じん制御及び地下空間の安全関連の問題をシミュレ

ートするために一般的に使用される強力なツールとなっている 113-123)。また、トレー

サーガスの実験測定と CFD 解析の組み合わせは、屋内環境やその他の産業用途におけ

る気流と汚染物質の輸送を研究するために使用されている 124-125)。そして、建物の自

然換気は、数値流体力学  (CFD) による数値シミュレーションを含む幅広い手法を使

用して実行できる 124-143)。  
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解析の手順はまず、シミュレーションで数値計算の前処理における解析の対象のモ

デルを作り、次に計算する領域にメッシュを当てはめ、物理量の変化が大きい領域で

メッシュを細かくする。そして解析の条件を定義し、計算実行及び可視化をする。  

図 1.15 CFD 解析による気流解析  

 

CFD 解析による数値解法には数多くの手法があるが、一般に広く用いられる手法は、

有限差分法 (Finite Difference Method、 FDM)である、近年では、有限要素法 (Finite 

Element Method、FEM)を使用した例が増えている。FEM は、構造物の強度解析法と

して広く用いられる手法であり、解析の値は理論値とよく一致している。また、複雑

な形状をした計算対象の取り扱いに制約が少ないことなどの特徴があるため、流体解

析にも応用できる。しかし、FDM に比べて解析の手順が理解しにくく、プログラムの

構造が複雑であり、大きなコンピューターのメモリが必要であるなどのデメリットが

あるといわれている。  

そして、最近では、CFD 解析の技術が発達してきて、FDM に比べてコンピューター

のメモリ及び計算コストが低減でき、プログラムの構造や解析の手順も以前の流れの

数値シミュレーションより容易になってきた。また、複雑な流体対象による計算格子

の細分化即ち計算精度も高くなってきている。その解析の一例を図 1.15 に示す。  

 

1.8 フード捕集効率に影響を与える要因に関する研究  

 様々な作業現場において、フードの捕集効率に影響する要因はいくつかある。例え

ば、一様な流れの中に円柱状物体が存在した場合、その影響で生じる渦が円柱の下流

域に局所的な逆流を生むことがある 144)。同様に、作業環境において作業者が背後から

気流を受けた場合、下流側になる作業者の正面で逆流が生じ、これが有害物質を呼吸
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域へ運び、ばく露を増大させる可能性がある。Welling らは、稼働する局所排気装置の

捕捉フード前方で設置するマネキンの背後に渦が生じることを発見した 145)。この渦

によって生じる逆流は、作業環境中の汚染物質を作業者の呼吸域に巻き返す可能性が

あると示された 146,147)。ACGIH(米国産業衛生専門家会議、American Conference of 

Governmental Industrial Hygienists)では、作業者のばく露量を左右する問題について複

数の研究を行った 148‐152)。単純なトンネル状チャンバーないしプッシュプル型換気装

置を利用し、逆流現象が  (プッシュプル換気における層流のように )比較的大きな気流

場の中でより顕著に観察されることが分かった。 また、Ojima は局所排気装置の外付

け式フードおよび囲い式フードを用いて、作業者がフード開口面と向き合う姿勢で位

置した際に体躯周辺で惹起される逆流現象をスモークテストおよびトレーサーガスに

よる実験で再現し、ばく露および漏洩への影響を調べた 153)。その結果、外付け式フー

ド使用の場合、作業者が立位姿勢でフードと対面した際に逆流が発現し、吸引風速

0.4m/s 以下で若干のばく露が確認された。また吸引風速に関わらず、逆流による 10ppm

未満の漏洩が確認された。囲い式フードでは、抑制に 0.8m/s 以上の吸引風速を必要と

する場合があった。囲い式フードでは漏洩の危険は少ないが、作業者が座位の時には

危険が高いことが判明した。両フードの場合とも、吸引風速の増加は逆流によるばく

露を抑制する効果があったということを示した。また、Guffey と Tseng によるトレー

サーガスを用いてフードの捕集能力に関する研究では、フードの前に立っているマネ

キンの呼吸域の濃度は、マネキンが存在しない場合よりも高いことが判明した 154,155)。 

以上のように、局所排気装置を設置する多種多様な作業現場において、フードの捕

集効率を影響する要因はいくつかある。その中では特に、吸引フードの周辺に外乱気

流が存在する場合におけるフードの捕集効率を調べる研究が近年着目されている。外

乱気流の発生要因は、窓や戸口の開放による外気の流入、エアコンや全体換気による

給気、高熱発生源による対流、または作業者や物体の移動に伴う気流などがあげられ

る。  

これらの外乱気流がフードの周辺に存在すると、フード前方の吸引気流が形成する

等速度線領域、即ち捕集領域 (Capture Zone)の汚染物質に対する有効的な捕集範囲を

変動させる可能性がある 156‐165)。このフード開口面前方の有効捕集領域が変わると、

汚染物質がフード周囲への拡散及び作業者へのばく露が発生しやすくなる。また、

Huang らは、開口面面積が同じフードにおいては、開口面のアスペクト比 (横幅 :W/高

さ :H)が 1 を境界として、フードの捕集性能が明らかに異なることを示した。捕集領域

が外乱気流の影響を受けた場合、中心線速度の減衰曲線が大きく変化することを確認
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した 166)。普段の作業場で制御風速を満たす局所排気装置を計画する場合、これらの外

乱気流を加味しているのが一般的である。小嶋らは、外付け式長方形型フードに対し

て、0.2m/s 以下の外乱気流であれば、フードの捕集能力に影響がなく、有害物質の漏

洩を完全に防ぐためには、開口面の吸引風速が 1.0m/s 以上必要であると指摘している。 

しかし今まで研究された中心線風速または必要排風量を予測する関係式は、有害物

質の捕集量ないし捕集率を測定してばく露抑制効果を直接確認するものではない、捕

集能力に影響を及ぼす要因が多種多様に存在する現場の局排に対し、一律に定めた制

御風速でフードの必要排風量を求めるのが最適な性能要件に成り得るという保証はな

い。  

さらに、制御風速は作業状況や作業による有害物質の発散速度、外乱気流の大きさ

を考慮して決められている。特に粉じんの場合は特定粉じん発生源のように研磨など

によって速い速度を持って発生する場合もある。近年は生産現場において取り扱う化

学物質の種類・工程が多様化・複雑化する中、リスクに基づく合理的な作業管理をす

ることにより、作業現場によっては制御風速以下でも作業環境が良好に維持できる場

合が多くあると考えられる。そのため、制御風速のみを局所排気装置の性能要件とし

て設計すると、必要以上に過剰な風量で排気する結果を招いてしまう。これらのこと

を考慮して、2012 年 (平成 24 年 )に有機溶剤中毒予防規則等の一部改正があり、一定の

条件のもとで局所排気装置等以外の作業の実態に応じた多様な発散防止抑制措置の導

入が可能になり、制御風速を満たさない場合でも許可されることになった。  

 

1.9 作業環境測定  

1.9.1 作業環境測定の定義  

労働安全衛生法第 2 条では、「作業環境測定」とは「作業環境の実態を把握するた

め空気環境その他の作業環境について行うデザイン、サンプリングおよび分析 (解析を

含む )をいう」と定義されている 167)。  

作業環境中に存在する有害因子を取り除き、ある限度まで低減させ、またはこれら

の対策だけでは有害な因子への労働者のばく露を十分な程度まで低減させることがで

きない場合には、保護具や保護衣等のばく露防止の手段を使用すること等によって、

その有害な因子による労働者の健康障害を防止することが必要である。その有害な因

子の主なものとしては有機溶剤、鉛およびその化合物、特定化学物質等の有害な化学

物質、じん肺の原因となる粉じん等の有害な物質のほか、電離放射線、電磁波、有害

光線、騒音、振動、高温・低温、高湿度等の物理的因子等もある。また、その化学物
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質等に過敏な反応を起こすことのある労働者については特に重視することが必要であ

る。 

 

1.9.2 作業環境測定における測定結果の評価  

測定結果の評価は A 測定、B 測定を実施することにより、第 1 管理区分、第 2 管理

区分、第 3 管理区分に分けられる。  

A 測定は作業環境中の有害物質の発生を伴う作業の一定の空間ごと、時間帯ごとの

無作為標本として設定された測定点にて行う測定である。  

B 測定とは単位作業場所で、①発生源とともに移動しながら行う作業がある場合、

②有害物質の発散を伴うような原材料の投入、点検作業が間欠的に行われる場合、③

有害物質の発散を伴うような設備等の近くで固定して行う作業がある場合、など A 測

定のみでは補えないような高濃度のばく露が考えられるような場合に、A 測定の他に

追加して行う測定である。A、B 測定の結果による作業環境の評価を表 1.13 に示す。  

 

表 1.13 作業環境測定結果の評価 167)  

測定結果の評価  A 測定  

     A 測定のみを  

実施した場合  

A 測定と B 測定  

を実施した場合  

第 1 評価値  

＜管理濃度  

第 2 評価値≦  

管理濃度≦  

第 1 評価値  

第 2 評価値  

＞管理濃度  

第 1 管理区分  第 2 管理区分  第 3 管理区分  

B 

測  

定  

B 測定値＜管理濃度  第 1 管理区分  第 2 管理区分  第 3 管理区分  

管理濃度≦  

B 測定値≦  

管理濃度×1.5 

第 2 管理区分  第 2 管理区分  第 3 管理区分  

B 測定値＞  

管理濃度×1.5 
第 3 管理区分  第 3 管理区分  第 3 管理区分  

 

第 1 評価値とは単位作業場所について考えられるすべての測定点の中で、管理濃度

を越える濃度が存在する可能性が 5%になるような水準値として数量化された値であ

る。第 1 評価値が管理濃度を超えなければ第 1 管理区分となる。  

第 2 評価値とは作業環境中の有害物質の平均濃度を推定した値である。第 2 評価値
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が管理濃度を超える単位作業場所は第 3 管理区分となる。  

管理濃度とは行政的規制のための濃度として導入されたもので、作業環境管理を進

める過程で有害物質に関する作業環境の状態を評価するために、測定結果から単位作

業場所の管理区分を決定するための指標である。個々の労働者のばく露濃度との対比

を前提として設定されている許容濃度 (日本産業衛生学会 )は時間の概念が含まれてい

るが、管理濃度には含まれていない。  

 

1.10 本研究の意義と目的  

 有害物質が発生する生産現場に対して、法令によって、局所排気装置などの設置が

義務付けられている。また、局所排気装置の外付け式フードの吸引能力は、その周辺

に存在する外乱気流に影響を受けやすく、フードの吸引能力は低下することが知られ

ている。近年はリスクに基づく合理的な作業管理をすることにより、作業現場によっ

てはフード設計時の性能要件である制御風速以下でも作業環境が良好に維持できる場

合が多くあると考えられる。これらのことを考慮して、2012 年の安衛法の一部法改正

により、一定の条件のもとで局所排気装置等以外の発散防止抑制措置の導入が可能に

なり、制御風速を満たさない場合でも、使用が許可されることになった。過去には、

制御風速以下でも作業環境を良好に維持できる最適な風量を求めた研究がある。しか

し、多様で変動する外乱気流に応じて最適な風量に制御する研究はまだ少ない。そし

て従来の研究手法による漏れ濃度やばく露濃度を監視し、排風量を制御する方法が考

えられるが、ガスセンサーの耐久性、混合ガスの影響、作業への影響、コスト面など

の問題で実施することが難しいと考えられる。そこで、本研究では、独自な方法とし

て、風速センサーで外乱風速を監視し、外乱気流の風速に応じて、最適な排風量に制

御する方法を考案した。そのため、外付け式フードを対象として実験室での実験によ

って、外乱気流の発生位置及び風速と漏洩を防ぐフードの排風量との関係を調べ、そ

の上で、外乱気流を常時モニターし、その風速に応じて漏洩を抑える排風量に制御す

る発散防止抑制装置の開発を目的としている。  

また、近年ネイルサロンサロンにおける有機溶剤を含む製品の使用による作業者お

よび顧客への低濃度ばく露の問題が起きている。特にアメリカと韓国では、ネイルサ

ロンで働く作業者の長時間による低濃度ばく露問題が課題になっている。ネイルサロ

ン用の換気作業台の使用は米国国立労働安全衛生研究所で推奨されている。一方日本

では、ネイルサロンに対しては法令による局所排気装置等の設置義務はない。そして、

令和 5 年の安衛法改正によって、化学物質の自律的な管理の実施状況の調査審議を行
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うことを義務付けられるようになった。多様な化学物質が取り扱うネイルサロンでは、

限られている作業空間で、労働者が作業環境中での有害物質へのばく露濃度を最小限

度にするため、法令で定められた性能要件を満たすような局所排気装置より、現場の

実状に応じて柔軟的な換気手段として発散防止抑制装置の導入が進められている。そ

こで、本研究では、低濃度のばく露でも健康に悪影響を及ぼす可能性があるネイルサ

ロンなどの現場を想定して、実際の作業者の作業範囲を考慮して、作業に影響が少な

い換気作業台を開発した。その上で、排風量制御システムを換気作業台に取り込み、

作業者の手による外乱気流が生じた作業における有害物質に対する捕集効果と排風量

削減効果の両方を達成することを目的とする。  

 

1.11 本論文の概要  

本論文は本章序論を含む全 6 章から構成されている。以下に各章の概略を述べる。 

第 1 章 序論 

本論文の背景と労働衛生分野における本研究の意義について述べた。  

第 2 章 側方吸引型外付け式フードにおける外乱気流を考慮した漏洩を抑制する必要

排風量  

本章では、作業台上で作業する場合の 3 種類の外付け式フード（開口面サイ

ズ :W500mm×H50mm、W500 mm×H100mm、W500mm×H300mm）を研究対象として、フ

ードの開口面に対し異なる方向から外乱気流を発生させた場合の漏洩を抑制できる必

要排風量を求めた。その結果、いずれのフード形状に対しても、フード開口面に対す

る横風方向の外乱気流を与えた条件が、他の外乱気流の方向より漏洩の抑制に必要な

排風量が大きいことがわかった。その結果から、有害物質が発生する現場で局所排気

装置を設ける場合、異なる外乱気流の条件及びフードの開口面サイズを考慮し、各現

場に適した必要排風量を求めて局所排気装置を設計すれば、従来よりも低風量化する

ことが可能となる。  

第 3 章 側方吸引型外付け式フードにおける外乱気流に対する排風量を制御する発散

防止抑制装置の開発及び性能評価  

 2 章の結果から、外付け式フードの開口面に対し異なる方向から外乱気流を発生さ

せた場合の漏洩を抑制できる必要排風量を求めることができたので、この外乱気流の

風速及び発生方向と漏洩を抑える排風量の関係を用いて、フード周辺の外乱気流を数

か所に設置した風速センサーで検知し、その風速の大きさに応じて排風量を制御する

という独自の方法による発散防止抑制装置を作製した。そして、フードに対して横方
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向の気流が一番影響を受けることが前章で分かったので、どの方向からの気流も横風

として排風量を制御するシステムとした。また、変動する外乱気流風速の条件で、発

散防止抑制装置の煙発生実験（トレーサー粒子法）で漏洩に対する捕集性能を確認し

た。その結果、いずれの外乱気流の条件に対しても、制御風速を満たす一定の排風量

よりも、外乱気流がない時は少ない排風量で済み外乱気流がある場合、それに応じて

漏洩を抑える最適な排風量に制御することができた。  

第 4 章 有機溶剤作業に対するばく露防止対策用換気作業の開口面周りの風速分布測

定及び捕集性能の評価  

 前章までの結果から、外乱気流が発生する際に、風速センサーで外乱風速を監視し、

外乱気流の風速に応じて、最適な排風量に制御するという独自の方法を考案し、法令

で定められた性能要件を満たさなくても、有害物質を十分排除できる発散防止抑制装

置を作製した。本章では、有機溶剤蒸気に対する低濃度のばく露によって健康に悪影

響を及ぼす可能性があるネイルサロンなどの現場を想定して、実際の作業者の作業範

囲を考慮して、作業に影響が少ない、かつ法令で定められている制御風速を満たさな

くても有機溶剤を十分除去できる外付け式下方吸引長方形型フードを備えた換気作業

台を作製した。その上で、フードの開口面上に開口率の異なる 3 つのパンチング（22.7%、

32.6%、40.3%）をそれぞれ設置した場合において、設定した捕捉点での風速や開口面

上の風速分布にどう影響を与えるかを調べるため、風速測定を行った。また、実際に

有機溶剤を扱う現場を想定して、アセトンガスを発生させ、換気作業台の排風量を変

化させた場合の捕集率の測定を行った。ダクトの設置位置と向きを変えることによっ

て、開口面上の風速分布の均一性を改善した結果、下方吸引でアセトンガスの吸引に

最も効果的な開口率 40.3%のパンチングを設置した換気作業台を用いて、法令で定め

られている制御風速を満たすように求めた必要排風量より少ない排風量でも有機溶剤

蒸気に対する捕集率を 90％以上に達成することができた。  

第 5 章 有機溶剤作業に対する本開発システムを搭載した換気作業台の性能評価  

 本章では、4 章の結果をもとに開口率 40.3%のパンチングを設置した換気作業台を

用いて、実際のネイルサロンの現場から想定される外乱気流を発生させ、発生源付近

の風速の変化を測定した。そして、実際のネイルサロンの現場における作業者の手の

動きによって発生する外乱気流に対して、 3 章で開発した排風量制御システムを搭載

した発散防止抑制装置である換気作業台の性能評価を行った。その結果、外乱気流が

存在しない場合は有機溶剤蒸気の発生に対して有機則で定められた制御風速で求めた

必要排風量より少ない排風量で捕集率を 90%以上に維持し、外乱気流が存在する場合
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でも、排風量制御システムが機能し、有機溶剤蒸気に対する捕集率をほとんど 90%以

上にすることができた。  

第 6 章 結言  

 これまでの研究結果から導き出した結論と、今後の展望について記載した。  
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第 2 章 側方吸引型外付け式フードにおける外乱気流を考慮した漏洩を抑

制する必要排風量 

2.1 研究背景と目的 

 様々な化学物質を取り扱う工場などの作業現場では、作業に伴って粉じん、ミスト、

蒸気が高濃度で発散し、周辺の空気中に拡散することにより、作業者が有害物質にば

く露される可能性が高い 1-4)。このような作業場において作業者の健康と安全を守る

ため、局所排気装置、プッシュプル型換気装置及び全体換気装置などの工学的対策が

行われてきた。局所排気装置とは、作業工程で発生した作業者の健康に影響を及ぼす

有害物質を、周囲に拡散する前になるべく発散したときの高濃度の状態で吸い込み、

また吸い込んだ空気中の有害物質をできるだけ除去してから排出する装置であり、作

業環境中の有害物質対策に広く用いられる手段のひとつである。  

 局所排気装置のフードは、吸引方式や設置方法によって幾つかの種類に分類される

が、その中で外付け式フードは囲い式フードと比べ作業性を損なわず、設置が容易で

あることから現場で広く用いられている。しかし、外付け式フードの吸い込み気流の

特性によって、開口面から離れると風速が二次関数的に減少し、吸い込み効果が急激

に低下する 5-7)。フードの型式や有害物質の状態 (ガス状・粒子状 )などの違いによって、

法規則に定められた制御風速を満たす必要がある 8)。制御風速とは、有害物質を吸引

するために必要な風速を示しており、外付け式フードにおいては、フードの開口面か

ら最も離れた作業位置 (捕捉点 )の風速が制御風速を満たしている必要がある。また、

設計時には、捕捉点で汚染物質をフードへ搬送する制御風速を得られるための排風量

の計算が必要である。  

 外付け式フードの設計において、必要排風量を求める際には Dalla Valle の式がよく

用いられる 9)。この計算式を用いていくつかの種類の外付け式フードに対し、一定な

風量で吸引するときに求めた開口面からの距離と風速との関係は実際の測定結果とよ

く一致する。しかし、制御風速は作業状況や作業による有害物質の発散速度、外乱気

流の大きさを考慮しているため、制御風速を満たす外付け式フードを設計する際、外

乱気流が小さい場合には、従来の Dalla Valle 式で求めた必要排風量が過剰になる場合

が多く、電力消費の増加や屋外に排気される室内空調への負荷が大きくなることから、

エネルギーコストの増加に直結する。  

外乱気流の発生要因は、窓や戸口の開放による外気の流入、エアコンや全体換気に

よる給気、高熱発生源による対流、または作業者や物体の移動に伴う気流などがあげ

られる。作業場で制御風速を満たす局所排気装置を計画する場合、これらの外乱気流
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を加味しているのが一般的である。また、小嶋らは、外付け式長方形型フードに対し

て、0.2m/s 以下の外乱気流であれば、フードの捕集能力に影響がなく、有害物質の漏

洩を完全に防ぐためには、開口面の吸引風速が 1.0m/s 以上必要であると指摘している

10)。  

また、令和 3 年 4 月に溶接ヒュームが特定化学物質障害予防規則の対象になった。

溶接作業はシールドガス等の問題があるため、局排等の設置は義務付けられていない

が、全体換気またはそれと同等以上の対策が必要となっており、可能であれば局排を

設置することが望ましい。粉じん則で規定されている制御風速 1.0m/s を、物性 (粒径

など )の違いや現場の状況などに応じて柔軟に運用することにより、局排を使用しても

溶接現場で問題となっているシールドガスへの妨害による溶接不良の問題が低減でき

ると考えられる。  

 そこで本研究では、作業台上に設置した外付け式長方形型フードとスロット型フー

ドを対象として、現場で溶接ヒュームが発生している状態を想定し、実験室での煙発

生装置により発生する軽い粒子に対し、外乱気流の発生位置及び風速とフード周辺へ

の漏洩濃度の関係を求めることにより、作業環境を良好に維持できる最適な風量を求

めることを目的としている。  

 

2.2 実験装置と方法 

外付け式フード (開口面サイズ W500mm×H50mm 、 W500mm×H100mm 、および

W500mm×H300mm)に長さ 300mm のレデューサを介してダクトと排気ファン (昭和電

機株式会社製 KSB-3700 または SBT-600)を接続した。排気ダクトの途中に複合ピト

ー管 (ウェットマスター株式会社製  エアロアイ )を設置し、ピトー管からの圧力を微

差圧計 (長野計器社製  GC62 デジタル微差圧計 )で速度圧を計測することにより排風

量を求めた。  

実験装置の概略図を図 2.1 に示す。本実験では外乱気流をフード開口面に対して 3

方向 (斜め前方 45°、横風方向、斜め後方 45°)から発生させ、それぞれの外乱気流が発

生する状況において、発生させた煙をフードで捕捉できる排風量を測定した。各サイ

ズの外付け式フードをそれぞれ作業台 (高さ 750mm×横幅 1200mm×縦幅 750mm)上に設

置し、図 2.2 に示した煙発生装置 (日本カノマックス株式会社製  Model 8304)を用い

て、内径 35mm のノズルに接続し、フード開口面から 500mm 離れた位置で、溶接ヒュ

ームの上昇速度を参考に 0.5m/s の速度で煙を発生させた。  

また、定盤の上で小物機械部品を載せて作業する溶接作業 (加工 )などを行う現場に
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対応させ、部品の高さをおおよそ 100mm から 150mm と想定し、発煙ノズルの高さは

100mm に設定した 11)。この高さは本実験で使用した 3 種類の外付け式フードの中で、

スロット型フードと長方形型フードの境としている縦横比 0.2 の開口面サイズが

W500mm×H100mm のフードの縦幅と一致している。  

 

図 2.1 実験装置概略図 

 

図 2.2 煙発生装置の外観  
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図 2.3 外乱気流発生装置の位置及び漏洩濃度測定点 (図中の〇) 

 

本実験の外乱気流発生装置は、プッシュフード (興研株式会社製 PS-21H 開口面サ

イズ：W1200mm×H600mm)を使用した。図 2.3 に作業台に対する外乱気流発生装置の

位置及び漏洩濃度測定点 (図中の〇 )を示す。本実験は、フードの開口面に対して斜め

前方 45°、横方向、斜め後方 45°に外乱気流発生装置を設置し、漏洩濃度測定により漏

れが発生しない排風量を調べた。  

外乱気流は、プッシュフードの開口面吹き出し風速として 0.2、0.3、0.4、0.5m/s に

設定した。その際の捕捉点となる発煙ノズルの付近で測定した外乱気流の風速が、プ

ッシュフードの開口面の吹き出し風速とそれぞれほぼ同じになることを確認した。ま

た、漏洩濃度の測定は、デジタル粉じん計 LD-6N(柴田科学株式会社製 )を用いた。各

風速の外乱気流を発生させた場合の漏洩濃度測定時間は、それぞれ 3 分間に設定した。
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漏洩を測定する際にプッシュフードと煙発生装置を同時に稼働させ、30 秒後にフード

の開口面周辺と作業台周囲の漏洩濃度を測定し、測定後各測定点の粉じん計のカウン

ト数から漏洩の状況を判断し、漏れが発生しない排風量を求めた。また、本研究の漏

れ発生の評価は、予備実験として排風量が 0 の場合の漏洩濃度を測定し、その時の最

大値であった 13264 カウントの約 1/100 を基準に、すなわち、カウント数が 100 以上

である場合を漏れ発生と判断する。測定条件を表 2.1 に示した。  

 

表 2.1 測定条件 

フード開口面  

サイズ  

外乱気流  

発生速度  

(m/s) 

外乱気流発生方向  

(フード開口面に対する ) 

煙発生速度  

(m/s) 

漏洩濃度  

測定時間  

(min) 

500mm×50mm 

500mm×100mm 

500mm×300mm 

0.2、0.3、

0.4、0.5 

斜め前方 45° 

横方向  

斜め後方 45° 

0.5 3 

 

2.3 数値流体力学的解析に基づいた数値実験  

本研究では実験室内での測定とともに数値流体力学的解析 (CFD 解析 )に基づいた数

値実験も実施した。流体の現象は大きく分けて 3 つの保存則で記述される。すなわち  

1)質量保存則 (連続の式 ) 

2)運動量保存則 (運動方程式 ) 

3)エネルギー保存則 (エネルギー保存式 ) 

連続の式および運動方程式はそれぞれ式 (2-1)、式 (0-2)の通りになる。ここでρは密

度、𝐮は速度、pは圧力、K は外力である。 

 
∂ρ

∂t
+ div(ρ𝐮) = 0 (2-1) 

 
∂𝐮

∂t
+ (𝐮 ∙ grad)𝐮 = −

1

ρ
gradp + ν(

∂2

∂x2
+

∂2

∂y2
+

∂2

∂z2
)𝐮 + K (0-2) 

 

 今回の数値実験で温度依存性は無視したので熱力学第 1 法則から得られるエネルギ

ー方程式は考慮しない。式 (2-1)と式 (0-2)を連立させて解けば解が得られるのだが、 2

階の非線形偏微分方程式は一般的には解けない。そこで式 (2-1 と式 (0-2)を離散化して
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近似的な数値解を得る方法が CFD 解析である。偏微分方程式を離散化するということ

は、解析領域を格子状に細分化するということであり、離散化された偏微分方程式を

指定した境界条件、初期値のもとで、各格子に対して数値的な近似解を求める。近年

は汎用の CFD 解析コードの発展が著しく、コンピューターの性能向上もあって大型計

算機 (いわゆるスパコン )やワークステーションではなく、パーソナルコンピュータで

も十分に解析できるようになってきた。  

 

表 2.2 数値実験解析条件 

解析領域  5m×5m×3m 

メッシュ分割数  elements:197392(非構造メッシュ ) 

乱流モデル  standard k-ε 

対象流体  空気：密度 1.2kg/m³ 

フード  

の開口面サイズ  

W500mm×H50mm 

W500mm×H100mm 

W500mm×H300mm 

外乱気流発生方向  

(フード開口面に対する ) 
斜め前方 45°、横方向 90°、斜め後方 45° 

ダクトサイズ  内寸：  250mm×250mm、厚み：5mm 

フード及びダクトの材質  アルミニウム  

排風量  

ダクトからの流出速度で規定  

0、1.72、3.44、5.17、6.89、8.61、10.33、12.05、

13.77m/s 

 

本研究では、アメリカの ANSYS(アンシス )社製の 3 次元汎用熱流体解析ソフト

「Fluent」を用い数値実験を行った。数値実験解析条件を表 2.2 に示した。解析領域は

5m×5m×3m、メッシュ分割数は約 197,392(非構造メッシュ )、ダクト (220mm×220mm)と

フード (開口面サイズ：W500mm×H50mm、W500mm×H100mm、W500mm×H300mm)の材
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質はアルミとした。排風量は 0、5、10、15、20、25、30、35、40m3/min であるが、実

際の計算では解析領域からの流出条件 (境界条件 )としてダクト内風速を規定した。つ

まり流出条件としてのダクト内風速は 0、1.72、3.44、5.17、6.89、8.61、10.33、12.05、

13.77m/s である。  

 

2.4 漏洩濃度の測定結果 

 表 2.3 に 各 開 口 面 サ イ ズ の フ ー ド (W500mm×H50mm 、 W500mm×H100mm 、

W500mm×H300mm)における外乱気流がない場合 (無風状態 )の排風量と漏洩濃度の結

果を示した。  

 ここで、C₀は発煙させる前にデジタル粉じんで測定した空気中の粒子カウント数

(BG 濃度 )測定値を表し、C は測定時間 3 分となった時の粒子カウント数を表す。測定

後、各測定点の粒子カウント数 C と C₀の差の最大値 (Cmax)で漏洩を評価する。  

 表 2.3 より、外乱気流がない場合 (無風状態 )において、それぞれのフード開口面サイ

ズにおける漏洩を完全に防ぐ排風量が 7、8、8m3/min となった。また、漏れが発生し

た場合において、フード開口面サイズにかかわらず、フード開口面に近い位置である

測定点①、②と⑧のカウント数は他の測定点より大きくなった。つまり、外乱気流が

存在しない場合では、フード開口面の近い位置で漏洩が発生しやすいことが確認でき

た。  
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表 2.3 3 種類の開口面サイズにおける外乱気流がない場合の排風量と漏洩濃度結果  

フード  

開口面  

サイズ  

(mm) 

排風量  

(m3/min) 

粒子カウント数  

測定点  ①  ②  ③  ④  ⑤  ⑥  ⑦  ⑧  

C0 9 6 12 8 11 12 7 9 

500×50 

6 

C 173 218 25 42 34 37 16 157 

C-C0 184 212 13 34 23 25 9 148 

Cmax 212 

7 

C 67 75 16 21 18 17 10 34 

C-C0 58 69 4 13 7 5 3 25 

Cmax 69 

500×100 

7 

C 87 423 39 58 48 41 27 173 

C-C0 78 417 27 50 37 29 20 164 

Cmax 417 

8 

C 54 88 24 18 24 36 15 64 

C-C0 45 82 12 10 13 24 8 55 

Cmax 82 

500×300 

7 

C 128 786 31 53 48 63 27 204 

C-C0 119 782 19 47 37 51 20 195 

Cmax 782 

8 

C 37 77 23 47 43 32 16 56 

C-C0 28 71 12 39 32 20 9 47 

Cmax 71 
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表 2.4 W500mm×H50mm のフード、斜め前方 45°外乱気流の場合の漏洩濃度結果  

外乱気流  

発生速度  

(m/s) 

排風量  

(m3/min) 

粒子カウント数  

測定点  ①  ②  ③  ④  ⑤  ⑥  ⑦  ⑧  

C0 12 2 8 13 6 16 7 8 

0.2 

17 

C 36 226 724 56 47 25 9 14 

C-C0 24 224 716 43 41 9 2 6 

Cmax 716 

18 

C 14 36 61 17 8 22 14 10 

C-C0 2 34 53 4 41 6 7 2 

Cmax 53 

0.3 

22 

C 25 376 1127 76 62 34 12 9 

C-C0 13 374 1114 63 56 18 5 1 

Cmax 1114 

23 

C 22 45 88 15 15 20 8 10 

C-C0 10 43 80 2 9 4 1 2 

Cmax 80 

0.4 

26 

C 23 1673 2884 78 18 39 18 8 

C-C0 11 1671 2876 65 12 13 11 0 

Cmax 2876 

27 

C 32 74 68 58 33 25 8 12 

C-C0 20 72 60 45 27 9 1 4 

Cmax 72 

0.5 

30 

C 42 748 1562 87 76 21 10 10 

C-C0 30 746 1554 74 70 5 3 2 

Cmax 1554 

31 

C 34 85 88 65 20 18 12 18 

C-C0 22 83 80 52 14 2 5 10 

Cmax 83 
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表 2.5 W500mm×H50mm のフード、横方向外乱気流の場合の漏洩濃度結果  

外乱気流  

発生速度  

(m/s) 

排風量  

(m3/min) 

粒子カウント数  

測定点  ①  ②  ③  ④  ⑤  ⑥  ⑦  ⑧  

C0 12 2 8 13 6 16 7 8 

0.2 

22 

C 28 48 828 343 67 24 18 12 

C-C0 16 46 820 330 61 8 11 4 

Cmax 820 

23 

C 35 26 73 77 60 21 17 22 

C-C0 23 24 65 64 54 5 10 14 

Cmax 65 

0.3 

29 

C 26 31 2373 1258 72 34 9 9 

C-C0 14 29 2365 1245 66 18 2 1 

Cmax 2365 

30 

C 37 33 92 89 57 29 12 9 

C-C0 25 31 84 76 51 13 5 1 

Cmax 84 

0.4 

35 

C 142 46 1175 432 176 53 16 12 

C-C0 130 44 1167 419 171 37 9 4 

Cmax 1167 

36 

C 32 22 37 49 18 26 17 9 

C-C0 20 20 29 36 12 10 10 1 

Cmax 36 
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表 2.6 W500mm×H50mm のフード、斜め後方 45°外乱気流の場合の漏洩濃度結果  

外乱気流  

発生速度  

(m/s) 

排風量  

(m3/min) 

粒子カウント数  

測定点  ①  ②  ③  ④  ⑤  ⑥  ⑦  ⑧  

C0 12 2 8 13 6 16 7 8 

0.2 

18 

C 20 14 64 442 189 136 17 22 

C-C0 8 12 56 429 183 120 10 14 

Cmax 429 

19 

C 19 13 26 89 75 77 9 12 

C-C0 7 11 18 76 69 61 2 4 

Cmax 76 

0.3 

22 

C 21 16 53 1453 218 327 12 10 

C-C0 9 14 47 1440 212 311 5 2 

Cmax 1440 

23 

C 34 10 33 73 79 64 23 10 

C-C0 21 8 25 60 73 48 16 2 

Cmax 73 

0.4 

27 

C 18 22 61 872 228 173 28 18 

C-C0 6 20 53 859 222 157 21 10 

Cmax 859 

28 

C 18 34 50 81 72 74 21 11 

C-C0 6 32 42 68 66 58 14 3 

Cmax 68 

0.5 

32 

C 27 26 34 549 352 276 15 27 

C-C0 15 24 26 536 346 260 8 19 

Cmax 536 

33 

C 14 12 43 76 45 70 10 9 

C-C0 2 10 35 63 39 54 3 1 

Cmax 63 
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開口面サイズが W500mm×H50mm のフードに対して、斜め前方 45°で外乱気流を発

生させた場合の排風量と漏洩濃度の結果を表 2.4 に示した。表 2.4 に示したように外

乱気流風速 0.2、0.3、0.4、0.5m/s に対して漏洩を完全に防ぐ排風量はそれぞれ 18、23、

27、31m3/min となった。また、それ以下の排風量の場合 (17、22、26、30m3/min）、外

乱気流の下流側である測定点②と③のカウント数は他の測定点より大きくなった。つ

まり、この条件では、外乱気流の下流側で漏洩が発生しやすかった。一方、開口面サ

イズが W500mm×H50mm のフードに対して、表 2.5 に示したように横方向の外乱気流

を発生させた時、外乱気流風速 0.2、0.3、0.4m/s における漏洩を完全に防ぐ排風量は

それぞれ 23、30、36m3/min となった。また、それ以下の排風量の場合 (22、29、35m3/min）、

測定点③と④のカウント数は他の測定点より大きくなった。すなわち、フード開口面

に対する斜め前方 45°で外乱気流を発生させた場合と同様に、外乱気流の下流側で漏

洩が発生しやすかった。 そして、斜め後方 45°の外乱気流を発生させた場合の排風

量と漏洩濃度の結果を表 2.6 に示した。表 2.6 より、外乱気流風速 0.2、0.3、0.4、0.5m/s

における漏洩を完全に防ぐ排風量はそれぞれ 19、23、28、33m3/min となった。また、

それ以下の排風量 (18、22、27、32m3/min）の場合、測定点④と⑤のカウント数は他の

測定点より大きくなった。つまり、この条件では、他の外乱気流を発生した場合の結

果と同様に、外乱気流の下流側で漏洩が発生しやすかった。  

また、開口面サイズが W500mm×H100mm のフードに対して、斜め前方 45°で外乱気

流を発生させた場合の排風量と漏洩濃度の結果を表 2.7 に示した。表 2.7 に示したよ

うに外乱気流風速 0.2、0.3、0.4、0.5m/s における漏洩を完全に防ぐ排風量はそれぞれ

17、21、25、29m3/min となった。また、それ以下の排風量の場合 (16、20、24、28m3/min）、

外乱気流の下流側である測定点②と③のカウント値が他の測定点より大きくなった。

つまり、この条件では、外乱気流の下流側で漏洩が発生しやすかった。一方、表 2.8 に

示したように横方向の外乱気流を発生させた時、外乱気流風速 (0.2、0.3、0.4、0.5m/s）

における漏洩を完全に防ぐ排風量はそれぞれ 19、27、34、41m3/min となった。また、

それ以下の排風量 (18、26、33、40m3/min）の場合、測定点③と④のカウント数が他の

測定点より大きくなった。すなわち、フード開口面に対する斜め前方 45°で外乱気流

を発生させた場合と同様に、外乱気流の下流側で漏洩が発生しやすかった。  

 そして、斜め後方 45°の外乱気流を発生させた場合の排風量と漏洩濃度の結果を表

2.9 に示した。表 2.9 より、外乱気流風速 0.2、0.3、0.4、0.5m/s における漏洩を完全に

防ぐ排風量はそれぞれ 18、23、28、33m3/min となった。また、それ以下の排風量 (17、

22、27、32m3/min）の場合、測定点④と⑤のカウント数は他の測定点より大きくなっ
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た。つまり、この条件では、他の外乱気流を発生させた場合の結果と同様に、外乱気

流の下流側で漏洩が発生しやすかった。  

 

表 2.7 W500mm×H100mm のフード、斜め前方 45°外乱気流の場合の漏洩濃度結果  

外乱気流  

発生速度  

(m/s) 

排風量  

(m3/min) 

粒子カウント数  

測定点  ①  ②  ③  ④  ⑤  ⑥  ⑦  ⑧  

C0 13 9 8 8 12 6 7 6 

0.2 

16 

C 46 575 717 96 64 32 16 18 

C-C0 33 566 709 88 52 26 9 12 

Cmax 709 

17 

C 27 67 83 34 22 18 12 16 

C-C0 14 58 75 26 10 12 5 10 

Cmax 75 

0.3 

20 

C 67 450 2624 223 75 46 20 15 

C-C0 54 441 2616 215 63 40 13 9 

Cmax 2616 

21 

C 31 58 52 25 36 26 18 15 

C-C0 18 49 44 17 24 20 11 9 

Cmax 49 

0.4 

24 

C 72 1574 412 281 85 24 27 32 

C-C0 59 1565 404 273 73 18 20 26 

Cmax 1565 

25 

C 27 36 52 57 38 23 17 14 

C-C0 14 27 44 49 26 17 10 8 

Cmax 49 

0.5 

28 

C 252 737 1532 338 217 89 23 18 

C-C0 239 728 1524 330 205 83 16 12 

Cmax 1524 

29 

C 22 43 65 46 33 23 15 11 

C-C0 9 34 57 38 21 17 8 5 

Cmax 57 
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表 2.8 W500mm×H100mm のフード、横方向外乱気流の場合の漏洩濃度結果  

外乱気流  

発生速度  

(m/s) 

排風量  

(m3/min) 

粒子カウント数  

測定点  ①  ②  ③  ④  ⑤  ⑥  ⑦  ⑧  

C0 13 9 8 8 12 6 7 6 

0.2 

18 

C 52 72 512 429 43 22 15 18 

C-C0 39 83 504 421 31 16 8 12 

Cmax 504 

19 

C 18 54 62 27 22 17 15 21 

C-C0 5 45 54 19 10 11 8 15 

Cmax 54 

0.3 

26 

C 74 121 552 326 32 17 24 19 

C-C0 61 112 544 318 20 11 17 13 

Cmax 544 

27 

C 24 51 85 75 32 18 15 12 

C-C0 11 42 77 63 20 12 8 6 

Cmax 77 

0.4 

33 

C 65 212 347 462 62 28 21 17 

C-C0 52 203 339 454 50 22 14 11 

Cmax 454 

34 

C 18 42 50 27 18 17 26 14 

C-C0 5 33 42 19 6 11 19 8 

Cmax 42 

0.5 

40 

C 76 123 1272 473 48 27 17 22 

C-C0 63 114 1264 465 36 21 10 16 

Cmax 1264 

41 

C 23 43 56 79 24 28 14 24 

C-C0 10 34 48 71 12 22 7 18 

Cmax 71 
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表 2.9 W500mm×H100mm のフード、斜め後方 45°外乱気流の場合の漏洩濃度結果  

外乱気流  

発生速度  

(m/s) 

排風量  

(m3/min) 

粒子カウント数  

測定点  ①  ②  ③  ④  ⑤  ⑥  ⑦  ⑧  

C0 13 9 8 8 12 6 7 6 

0.2 

17 

C 21 18 65 626 1427 221 15 `17 

C-C0 7 9 57 618 1415 215 8 9 

Cmax 1415 

18 

C 18 26 52 78 43 18 13 16 

C-C0 5 17 44 70 31 12 6 10 

Cmax 70 

0.3 

22 

C 24 21 87 367 326 118 15 15 

C-C0 11 12 79 359 314 112 8 9 

Cmax 359 

23 

C 25 14 75 67 45 18 15 15 

C-C0 12 5 67 59 33 12 8 9 

Cmax 59 

0.4 

27 

C 17 18 72 427 664 127 27 19 

C-C0 4 9 64 419 652 121 20 13 

Cmax 652 

28 

C 24 17 53 86 81 45 18 16 

C-C0 11 8 45 78 69 39 11 10 

Cmax 78 

0.5 

32 

C 22 26 127 2875 764 107 25 17 

C-C0 9 17 119 2867 752 101 18 11 

Cmax 2867 

33 

C 19 27 43 77 64 48 18 23 

C-C0 6 18 35 69 52 42 11 17 

Cmax 69 
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表 2.10 W500mm×H300mm のフード、斜め前方 45°外乱気流の場合の漏洩濃度結果  

外乱気流  

発生速度  

(m/s) 

排風量  

(m3/min) 

粒子カウント数  

測定点  ①  ②  ③  ④  ⑤  ⑥  ⑦  ⑧  

C0 8 12 7 7 10 6 8 5 

0.2 

14 

C 23 246 357 118 74 32 21 16 

C-C0 15 234 350 111 64 26 13 11 

Cmax 350 

15 

C 19 75 68 25 22 19 12 15 

C-C0 11 63 61 18 12 13 4 10 

Cmax 63 

0.3 

19 

C 47 1265 637 78 84 28 17 12 

C-C0 39 1253 630 71 74 22 9 7 

Cmax 1253 

20 

C 14 67 86 35 61 21 10 18 

C-C0 6 55 79 28 51 15 2 13 

Cmax 79 

0.4 

24 

C 88 548 1327 214 54 37 16 17 

C-C0 80 426 1320 207 44 31 8 12 

Cmax 1320 

25 

C 22 53 75 38 31 29 14 11 

C-C0 14 41 68 31 21 23 6 6 

Cmax 68 

0.5 

28 

C 187 376 861 146 79 37 22 12 

C-C0 179 364 854 139 69 31 14 7 

Cmax 854 

29 

C 17 39 58 22 43 27 24 17 

C-C0 9 27 51 15 33 21 16 12 

Cmax 51 
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表 2.11 W500mm×H300mm のフード、横方向外乱気流の場合の漏洩濃度結果  

外乱気流  

発生速度  

(m/s) 

排風量  

(m3/min) 

測定点における粒子カウント数  

測定点  ①  ②  ③  ④  ⑤  ⑥  ⑦  ⑧  

C0 8 12 7 7 10 6 8 5 

0.2 

18 

C 32 128 245 189 56 18 12 15 

C-C0 24 116 238 182 46 12 4 10 

Cmax 238 

19 

C 23 77 82 36 21 16 13 14 

C-C0 15 65 75 29 11 10 5 9 

Cmax 75 

0.3 

27 

C 43 84 887 216 42 28 14 17 

C-C0 35 72 870 209 32 22 6 12 

Cmax 870 

28 

C 17 25 53 56 31 18 12 23 

C-C0 9 13 48 49 21 12 4 18 

Cmax 49 

0.4 

34 

C 32 204 1532 429 83 26 13 18 

C-C0 24 192 1525 422 73 20 5 13 

Cmax 1525 

35 

C 12 33 42 46 27 17 22 12 

C-C0 4 21 35 39 17 11 14 7 

Cmax 39 

0.5 

41 

C 43 67 1339 536 97 36 18 15 

C-C0 35 55 1332 529 87 30 10 10 

Cmax 1332 

42 

C 25 32 73 86 24 18 17 12 

C-C0 17 20 66 79 14 12 9 7 

Cmax 79 
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表 2.12 W500mm×H300mm のフード、斜め後方 45°外乱気流の場合の漏洩濃度結果  

外乱気流  

発生速度  

(m/s) 

排風量  

(m3/min) 

粒子カウント数  

測定点  ①  ②  ③  ④  ⑤  ⑥  ⑦  ⑧  

C0 8 12 7 7 10 6 8 5 

0.2 

16 

C 21 18 52 237 351 56 21 13 

C-C0 13 6 45 230 341 50 13 8 

Cmax 341 

17 

C 16 15 32 76 59 23 14 12 

C-C0 8 3 25 69 49 17 6 7 

Cmax 69 

0.3 

22 

C 17 25 18 1318 627 41 16 13 

C-C0 9 13 11 1311 617 35 8 8 

Cmax 1311 

23 

C 13 15 42 73 54 37 14 12 

C-C0 5 3 35 66 44 31 6 7 

Cmax 66 

0.4 

27 

C 23 16 132 2252 1237 124 17 14 

C-C0 15 4 125 2245 1227 118 9 9 

Cmax 2245 

28 

C 17 23 54 89 78 41 21 12 

C-C0 9 11 47 81 77 35 13 7 

Cmax 81 

0.5 

32 

C 32 18 129 742 337 176 22 17 

C-C0 24 6 122 735 327 170 14 12 

Cmax 735 

33 

C 13 18 52 72 55 31 18 13 

C-C0 5 6 45 65 45 25 10 8 

Cmax 65 
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 開口面サイズが W500mm×H300mm のフードに対して、斜め前方 45°で外乱気流を発

生させた場合の排風量と漏洩濃度の結果を表 2.10 に示した。、外乱気流風速 0.2、0.3、

0.4、0.5m/s における漏洩を完全に防ぐ排風量はそれぞれ 15、20、25、29m3/min とな

った。また、それ以下の排風量の場合 (14、19、24、28m3/min）、外乱気流の下流側で

ある測定点②と③のカウント値は他の測定点より大きくなった。つまり、この条件で

は、外乱気流の下流側で漏洩が発生しやすかった。  

一方、表 2.11 に示したように横方向の外乱気流を発生した時、外乱気流風速 (0.2、

0.3、0.4、0.5m/s）における漏洩を完全に防ぐ排風量はそれぞれ 19、28、35、42m3/min

となった。また、それ以下の排風量 (18、27、34、41m3/min）の場合、測定点③と④の

カウント数は他の測定点より大きくなった。すなわち、フード開口面に対する斜め前

方 45°で外乱気流を発生させた場合と同様に、外乱気流の下流側で漏洩が発生しやす

かった。  

 そして、斜め後方 45°の外乱気流を発生した場合の排風量と漏洩濃度の結果を表 2.12

に示した。表 2.12 より、外乱気流風速 0.2、0.3、0.4、0.5m/s における漏洩を完全に防

ぐ排風量はそれぞれ 17、23、28、33m3/min となった。また、それ以下の排風量 (16、

22、27、32m3/min）の場合、測定点④と⑤のカウント数は他の測定点より大きくなっ

た。つまり、この条件では、他の外乱気流を発生した場合の結果と同様に、外乱気流

の下流側で漏洩が発生しやすかった。  

 

2.5 外乱気流の発生位置及び風速と漏洩を抑える排風量の関係  

 表 2.13 に本実験で用いた 3 種類の側方吸引型外付け式フードにおける外乱気流の

発生位置及び風速に対する漏洩を抑える排風量の結果を示す。ただし、フード開口面

サイズが W500mm×H50mm における横方向外乱気流 0.5m/s の場合、実験装置の最大排

風量である 45m3/min では、漏洩を抑えられなかった。フードの開口面サイズが

W500mm×H100mm と W500mm×H300mm の場合、いずれの外乱気流発生位置に対して

も、これらのフードによる漏洩を抑える排風量はほぼ同じ結果となった。  

 一方、開口面サイズが W500mm×H50mm のフードによる漏洩を抑える排風量は、外

乱気流の方向及び風速によらず他のフードサイズより大きいことがわかった。これに

ついては、煙の発生源がフードの縦幅に対して高い位置になることから、フードの吸

引気流は発生した煙を捕捉しにくいことが考えられる。したがって、作業台上で設置

する外付け式フードを設計する際には、フードの縦幅は発生源よりできる限り高いほ

うが、フードの捕捉性能の向上に効果的であると考えられる。  
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 また、表 2.13 により、いずれのフードサイズに対しても横風外乱気流を加えた条件

が、漏洩を抑制するための必要排風量が大きいことがわかった。  

 

表 2.13 外乱気流の発生位置及び風速に対する漏洩を抑える排風量の結果  

外乱気流の 

発生位置 

外乱気流の

発生速度 

(m/s) 

フードの開口面サイズ 

W500×H50 W500×H100 W500×H300 

漏洩を抑える排風量 (m3/min) 

斜め前方 45° 

0 8 7 7 

0.2 18 17 15 

0.3 23 21 20 

0.4 27 25 25 

0.5 31 29 29 

横方向  

0 8 7 7 

0.2 23 19 19 

0.3 30 27 28 

0.4 36 34 35 

0.5 N/A 41 42 

斜め後方 45° 

0 8 7 7 

0.2 19 18 17 

0.3 23 23 23 

0.4 28 28 28 

0.5 33 33 33 
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図 2.4 CFD 解析による横風外乱気流ありの場合の風速分布  

図 2.5 実験による横風外乱気流が発生した場合の煙の様子  
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図 2.6 CFD 解析による斜め前方 45°外乱気流ありの場合の風速分布 

図 2.7 CFD 解析による斜め後方 45°外乱気流ありの場合の風速分布 
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このことは、図 2.4 の CFD 解析の結果で示した通り、フード開口面に対して 90°方

向の外乱気流を加えた場合、一部の外乱気流は煙の発生源に直接当たることから、他

の角度の外乱気流より、横方向の外乱気流はフードの捕捉気流に影響が大きく、煙は

外乱気流方向の下流側に流れやすいことが原因と考えられる。図 2.5 に実験室におい

て風速 0.3m/s の横風外乱気流を発生させた場合の煙の様子を示す。横風により流線は

曲げられるが、この風速では煙はフードに有効に吸引されていることがわかる。  

一方、斜め前方 45°の外乱気流の場合は、図 2.6 の CFD 解析の結果に示し通り、外

乱気流は吸込みフードの方向に向かって流れるため、煙はフードに向かって吸い込ま

れやすくなる。また、斜め後方 45°の外乱気流の場合は、図 2.7 の CFD 解析の結果に

示した通り、外乱気流が発生源に当たる前に、その一部がフードに吸い込まれること

によって、フードの捕捉性能への影響が小さくなったと考えられる。図 2.9、2.10、2.11

は 、 そ れ ぞ れ の フ ー ド 開 口 面 サ イ ズ が W500mm×H50mm 、 W500mm×H100mm 、

W500mm×H300mm における外乱気流に対する漏洩を抑えるための排風量の結果を示

した。この結果から、いずれのフードサイズの場合でも、外乱気流の発生位置にかか

わらず、外乱気流の風速と漏洩を抑える排風量は、ほぼ直線的な関係となった。  
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図 2.8 スロット型フードにおける外乱気流風速と漏洩を抑える排風量の関係 (フード

開口面サイズ：W500 mm×H50 mm)  

図 2.9 スロット型フードにおける外乱気流風速と漏洩を抑える排風量の関係 (フード

開口面サイズ：W500 mm×H100 mm) 
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図 2.10 スロット型フードにおける外乱気流風速と漏洩を抑える排風量の関係 (フー

ド開口面サイズ：W500 mm×H300 mm) 

 

2.6 漏洩を抑える排風量と Dalla Valle 式との比較についての考察  

粉じん則に定められた制御風速に対し、従来の Dalla Valle の式を用いて必要排風量

を求め、実験で得られた必要排風量と比較した。今回の実験はフランジのないフード

を作業台上に設置して行ったことから、Dalla Valle の式として式 (2-3)を用いた。ただ

し、開口面サイズ A=300mm×500mm、開口面からの距離 X＝0.5m、制御風速Vc=1.0m/s

として計算した。  

 

  

その結果、式 (2-3)の Dalla Valle の式から求めた必要排風量は 84m3/min となる。一

方、本実験で設定したフードの開口面に対するそれぞれの横風、斜め後方 45°及び斜

め前方 45°のそれぞれに、0.3m/s の外乱気流を加えた条件で、漏洩を抑える必要排風

量はそれぞれ 28m3/min、23m3/min、20m3/min であり、Dalla Valle の式で求めた排風量

の 33%、27%、24%となった。  

 また、開口面サイズ A=50mm×500mm、開口面からの距離 X＝0.5m、制御風速Vc=1.0m/s

 Q = 60 × Vc × (5X2 + A) (2-3) 
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として計算した場合は、Dalla Valle の式の作業台上に設置した場合のスロット型フー

ドに対応する式 (2-4)を用いた。  

 

  

その結果、式 (2-4)の Dalla Valle の式から求めた必要排風量は 42m3/min となる。一方、

本実験で設定したフードの開口面に対するそれぞれの横風、斜め後方 45°及び斜め前

方 45°のそれぞれに、0.3m/s の外乱気流を加えた条件で、漏洩を抑える必要排風量は

それぞれ 30m3/min、23m3/min、23m3/min であり、Dalla Valle の式で求めた排風量の

71%、55%、55%となった。  

 一方、本実験で使用した煙に対し、特化則で規定されているガス状物質の制御風速

である 0.5m/s を用いたとしても、開口面サイズ A=300mm×500mm、開口面からの距離

X＝0.5m、Dalla Valle の式として式 (2-3)で計算した場合、必要排風量は 42m3/min とな

る。本実験で設定したフードの開口面に対するそれぞれの横風、斜め後方 45°及び斜

め前方 45°のそれぞれに、0.3m/s の外乱気流を加えた条件で、漏洩を抑える必要排風

量はそれぞれ 28m3/min、23m3/min、20m3/min であり、Dalla Valle の式で求めた排風量

の 67%、55%、48%となった。  

また、開口面サイズ A=50mm×500mm の作業台上に設置した外付け式スロット型フ

ードにおいて、開口面からの距離 X＝0.5m、制御風速Vc=0.5m/s(特化則のガス状物質 )

の条件で Dalla Valle の式として式 (2-3)で計算すると、必要排風量は 21m3/min となる。

本実験で設定したフードの開口面に対するそれぞれの横風、斜め後方 45°及び斜め前

方 45°のそれぞれに、0.3m/s の外乱気流を加えた条件で、漏洩を抑える必要排風量は

それぞれ 30m3/min、23m3/min、23m3/min であり、Dalla Valle の式で求めた排風量の

143%、110%、110%となった。  

 このように、外乱気流の発生速度や発生位置の違いによって、漏洩がなく排気可能

な必要排風量が異なるため、局所排気装置の性能要件を制御風速のみで規定すると、

局所排気装置を設計する際に有害物質を除去するための必要排風量の過不足という問

題になると考えられる。  

 

2.7 数値実験の結果及び考察  

 数値実験の解析領域図を図 2.11 に示した。また、排風量と漏洩濃度の関係を求めた。

漏洩濃度は図 2.11 に示した作業台の側方から 150mm(フードの中心線から離れる

 Q = 60 × 2.8 × L × X × Vc (2-4) 
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750mm)、作業台から上下方向±500mm、フード開口面から中心線方向±1000mm 程度の

領域とし、その領域内で得られた濃度の最大値を漏洩濃度とした。ノズルから発生し

た煙の上昇速度は実験条件と同じ 0.5m/s とした。そして、発生源の初期濃度を 1ppm

と設定し、各外乱気流条件における漏洩濃度測定領域で検出した濃度が初期濃度の

1/100 以上になる場合は漏洩が発生したと判断する。  

 

図 2.11 数値実験解析領域図 
 

図 2.12  CFD 解析におけるフード開口面に対して斜め前方 45°で 0.5m/s の外乱気流を

発生させた場合のフードサイズごとの排風量と漏洩濃度の関係  
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図 2.13 CFD 解析におけるフード開口面に対して斜め前方 45°で 0.4m/s の外乱気流を

発生させた場合のフードサイズごとの排風量と漏洩濃度の関係  

図 2.14 CFD 解析におけるフード開口面に対して斜め前方 45°で 0.3m/s の外乱気流

を発生させた場合のフードサイズごとの排風量と漏洩濃度の関係  
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図 2.15 CFD 解析におけるフード開口面に対して斜め前方 45°で 0.2m/s の外乱気流を

発生させた場合のフードサイズごとの排風量と漏洩濃度の関係  

図 2.16 CFD 解析におけるフード開口面に対して斜め前方 45°で外乱気流を発生させ

た場合のフードサイズごとの外乱気流風速と漏洩を抑える排風量の関係  
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図 2.12 から図 2.15 にフード開口面に対して斜め前方 45°でそれぞれ 0.2m/s、0.3m/s、

0.4m/s、0.5m/s の外乱気流を発生した場合によるフードサイズごとの排風量と漏洩濃

度の関係を示す。図より、いずれの外乱気流風速を加えた場合でも、排風量を大きく

するにつれて漏洩濃度は急激に減少した。また、漏洩濃度測定領域の濃度が発生濃度

の 1/100 以下となった場合の排風量を漏洩抑制できる排風量とし、その漏洩を抑える

排風量と外乱気流風速の関係 (開口面サイズごと )を図 2.16 に示す。その関係から、開

口面サイズの違いによる差はほとんどなく、近似的に 1 つの直線になった。図 2.17 か

ら図 2.20 にフード開口面に対して横方向でそれぞれ 0.2m/s、0.3ｍ /s、0.4ｍ /s、0.5ｍ /s

の外乱気流を発生させた場合のフードサイズごとの排風量と漏洩濃度の関係を示す。

図より、斜め前方 45°で外乱気流を発生させた場合と同じく、排風量を大きくするに

つれて漏洩濃度は急激に減少した。また、フード開口面サイズごとの漏洩を抑える排

風量と外乱気流風速ごとの関係を図 2.21 に示した。その結果から、開口面サイズの違

いによる差はほとんどなく、近似的に 1 つの直線で表わすことができた。そして、実

験の結果と同様に、開口面サイズが 500mm×50mm のフードによる漏洩を抑える排風

量は、外乱気流の方向及び風速によらず他のフードサイズより大きくなった。  

図 2.17  CFD 解析におけるフード開口面に対して横方向で 0.5m/s の外乱気流を発生

させた場合のサイズごとの排風量と漏洩濃度の関係  
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図 2.18  CFD 解析におけるフード開口面に対して横方向で 0.4m/s の外乱気流を発生

させ場合のフードサイズごとの排風量と漏洩濃度の関係  

 

図 2.19 CFD 解析におけるフード開口面に対して横方向で 0.3m/s の外乱気流を発生

させ場合のフードサイズごとの排風量と漏洩濃度の関係   
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図 2.20 CFD 解析におけるフード開口面に対して横方向で 0.2m/s の外乱気流を発生

させた場合のフードサイズごとの排風量と漏洩濃度の関係  

図 2.21 CFD 解析におけるフード開口面に対して横方向で外乱気流を発生させた場合

のフードサイズごとの外乱気流風速と漏洩を抑える排風量の関係  
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図 2.22 から図 2.25 開口面に対して斜め後方 45°でそれぞれ 0.2m/s、0.3m/s、0.4m/s、

0.5 m/s の外乱気流を発生させた場合のフードサイズごとの排風量と漏洩濃度の関係

を示す。図より、いずれの外乱気流風速を加えた場合、排風量大きくするにつれて漏

洩濃度は急激に減少した。また、フード開口面サイズごとの漏洩を抑える排風量と外

乱気流風速ごとの関係を図 2.26 に示した。その結果から、開口面サイズの違いによる

差はほとんどなく、近似的に 1 つの直線で表わすことができた。そして、実験の結果

と同様に、斜め後方 45°で外乱気流を加えた場合、フード開口面サイズによらず漏洩

を抑える排風量はほぼ一致した。  

 また、代表例として、0.4m/s の横方向の外乱気流を加えた場合、排風量 10m3/min

と 25m3/min における煙の濃度分布および速度分布の違いについて考察した。図 2.28

に CFD 解析よりそれぞれ 10m3/min と 25m3/min の場合における濃度分布図を示した。

排風量 10m3/min では漏れ領域での濃度が高くなっているが、排風量 25m3/min では漏

洩せずに十分に排気されていることが分かる。また、横方向外乱気流を加えた場合、

外乱気流の下流側に漏洩が発生しやすいことが分かった。  

 

図 2.22 CFD 解析におけるフード開口面に対して斜め後方 45°で 0.5m/s の外乱気流

を発生させた場合のフードサイズごとの排風量と漏洩濃度の関係  
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図 2.23 CFD 解析におけるフード開口面に対して斜め後方 45°で 0.4m/s の外乱気流

を発生させ場合のフードサイズごとの排風量と漏洩濃度の関係  

図 2.24 CFD 解析におけるフード開口面に対して斜め後方 45°で 0.3m/s の外乱気流

を発生させ場合のフードサイズごとの排風量と漏洩濃度の関係  
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図 2.25 CFD 解析におけるフード開口面に対して斜め後方 45°で 0.2m/s の外乱気流

を発生させ場合のフードサイズごとの排風量と漏洩濃度の関係  

図 2.26 CFD 解析におけるフード開口面に対して斜め後方 45°で外乱気流を発生さ

せ場合のフードサイズごとの外乱気流風速と漏洩を抑える排風量の関係  



 
 

 92  
 

 

図 2.27 CFD 解析におけるフード開口面に対して横方向で外乱気流を発生させた場

合の濃度分布の違い    
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図 2.28 CFD 解析におけるフード開口面に対して横方向で外乱気流を発生させた場

合の速度分布の違い  
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一方、図 2.28 に 10m3/min と 25m3/min の場合における CFD 解析で求めた速度分布

を示した。排風量 10m3/min では外乱気流が漏洩発生領域 (実験測定点③にある領域）

まで影響を及ぼしている様子が分かる。一方、排風量 25m3/min では外乱気流の影響は

ほとんど見られず、フード開口前方の吸い込み気流によって漏洩が十分に抑制されて

いることが分かる。  

 

2.8 まとめ 

 局所排気装置を設計する際に、フードの型式や有害物質の状態などの違いによって、

法規則に定められた制御風速を満たす必要がある。この制御風速は一般的な外乱気流

を加味しているため、外付け式フードを設計する際に、実際の外乱気流が小さい状態

では、必要な排風量が過剰になる場合があり、エネルギー損失の観点から問題がある。

そこで、本研究では作業台上に設置した側方吸引型外付け式フードを対象として、フ

ードの開口面に対して 3 方向の外乱気流の発生条件を検討し、3 種類の開口面サイズ

のフード (スロット型と長方形型を含め )に対して、外乱気流風速と漏洩を制御できる

必要排風量について調べた。その結果、いずれのフードサイズに対しても、横風方向

の外乱気流の条件が、他の風向の外乱気流より漏洩を制御する必要排風量が大きいこ

とがわかった。また、フードの開口面サイズによる外乱気流に対する漏洩を制御でき

る排風量の結果から、発生源の高さに対するフードの縦幅も、フードの捕捉性能に影

響することがわかった。  

そして、今回の実験で用いた煙は粒径が小さく軽いため、特化則･有機則等で規定さ

れる制御風速 0.5m/s を用いた場合、作業台上に設置した外付け式長方形型フードの

条件においては、 実験で測定した必要排風量は Dalla Valle の式で求めた排風量の 67%、

55%、48%となった。したがって、粒径などの違いや現場の状況などに応じて適切な排

風量にすることで、例えば溶接のシールドガスへの妨害による溶接不良等の問題解決

に貢献できると考えられる。また、異なる外乱気流の条件及びフードの開口面サイズ

を考慮し、各現場に適した必要排風量を求めて局所排気装置を設計すれば、従来より

も低風量化することが可能となる。  

CFD 解析でも実験結果と近い結果を得ることができた。以上より、外乱気流が存在

する作業現場における局所排気装置を設計する際に、外乱気流の発生速度や発生位置

の違いによって、漏洩がなく排気可能な必要排風量が異なるため、局所排気装置の性

能要件を制御風速のみで規定すると、局所排気装置を設計する際に有害物質を除去す

るための必要排風量が過不足の問題になると考えられる。  



 
 

 95  
 

参考文献 

1) Flynn MR，Local exhaust ventilation for the control of welding in the construction 

industry - A literature review, Ann. Occup. Hyg., 56, 764-776 (2012). 

2) Gonzale E, Marzal F, Minana A, Doval M， Influence of exhaust geometry on the capture 

efficiency of lateral exhaust and push-pull ventilation system in surface treatment tanks，

Environmental Progress.，27, 405-411 (2008). 

3) Ojima J, Efficiency of a tool-mounted local exhaust ventilation system for controlling 

dust exposure during metal grinding operations， Industrial Health., 45, 817-819 (2007). 

4) Vekteris V, Tetsman I, Mokshin V, Investigation of the efficiency of the lateral exhaust 

hood enhanced by aeroacoustic air flow, Process Saf, Environmental Protection., 109, 

224-232 (2017).  

5) Ellenbecker, M. J., Gempel, R. F. & Burgess, W. A, Capture efficiency of local exhaust 

ventilation systems, The American Industrial Hygiene Association Journal, 44, 752-755 

(1983). 

6) B. FLETCHER, Centerline Velocity Characteristics of Local Exhaust Ventilation Hoods, 

Am. Ind. Hyg. Assoc. J., 43, 626-627 (1982). 

7)  Socha, G. E, Local exhaust ventilation principles, Am. Ind. Hyg. Assoc. J., 40, 1-10 

(1979). 

8) 中央労働災害防止協会 , 局所排気・プッシュプル型換気装置及び空気清浄装置の

標準設計と保守管理 , 中央労働災害防止協会 ,  pp.47 (2012). 

9) Dalla Valle, J.M., Exhaust Hoods 2nd edition, The Industrial Press, pp.56 (1952).  

10) 小嶋純，歩行による乱れ気流が排気フードの捕集能力に及ぼす影響の検証 , 産業

衛生学雑誌 , 53, 162-164 (2011). 

11) 沼野雄志 , 新やさしい局排設計教室 , 中央労働災害防止協会 , pp.90-92 (2005). 

 

  



 
 

 96  
 

第 3 章 側方吸引型外付け式フードにおける外乱気流に対する排風量を制

御する発散防止抑制装置の開発及び性能評価  

3.1 研究背景と目的 

 有害物質を取り扱う作業場では作業に伴い、作業環境中に熱及び有害物質が発生す

る。有害化学物質による健康影響を避けるには、その物質の使用をやめるか、より有

害性の少ない物質に代替するのがもっとも好ましい方策とされるが、それらが実現で

きない場合には有害物質へのばく露をできるだけ低減させることが重要になる。また、

作業場では作業者と化学物質の接触及び体内への摂取は主に呼吸を通して起きるので、

作業環境中の有害化学物質の濃度を低く抑えることが重要となる 1 -3 )。  

これらの作業現場に対して、作業者の健康に悪影響を及ぼす有害物質の作業環境濃

度や作業者に対するばく露濃度を低減するために、法令によって、局所排気装置やプ

ッシュプル型換気装置などの設置が義務付けられている。局所排気装置とは、作業工

程で発生した作業者の健康に影響を及ぼす有害物質を、周囲に拡散する前になるべく

発散したときの高濃度の状態で吸い込み、また吸い込んだ空気中の有害物質をできる

だけ除去してから排出する装置であり、作業環境中の有害物質対策に広く用いられる

手段のひとつである。 

フードは吸引方式や設置方法によって幾つかの種類に分類されるが、外付け式フードは設

置の容易さや囲い式フードと比較し作業性の良いところが利点とされる。しかし、開口面から離

れることによって吸引風速は二次関数的に減少するので、開口面に近接する位置でないと吸

い込み効果が得られないことが欠点である 4-6)。また、外付け式フードの吸引能力は、その周辺

に存在する外乱気流による影響を受けやすい 7-10)。特に外付け式フードの吸引能力は、そ

の周辺に存在する外乱気流、例えば、窓や戸口の開放、高熱発生源による対流、作業

者の歩行や物体運搬による移動から生じる気流に影響を受けやすく、フードの吸引能

力は低下することが知られている。このようにフードの吸引能力が低下するとフード

へ捕捉されるべき有害物質を作業環境中に拡散させるため、作業環境の悪化や作業者

へのばく露による健康障害を引き起こす原因となる。  

 フードの性能は排風量と制御風速によって決定される。制御風速は、作業状況や作

業による有害物質の発散速度、外乱気流の大きさを考慮して経験的に決められたもの

である。また、固定グラインダのような回転体を有する機械を用いて研磨を行う際に

発生する粉じんは強い気流と伴に飛散するので、その場合の制御風速は大きな値が設

定されている。近年は生産現場において取り扱う化学物質の種類・工程が多様化・複

雑化する中、リスクに基づく合理的な作業管理をすることにより、作業現場によって
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は制御風速以下でも作業環境が良好に維持できる場合が多くあると考えられる。その

ため、制御風速のみを局所排気装置の性能要件として設計すると、必要以上に過剰な

風量で排気する結果を招いてしまう。これらのことを考慮して、2012 年 (平成 24 年 )に

有機溶剤中毒予防規則等の一部改正があり、一定の条件のもとで局所排気装置等以外

の作業の実態に応じた多様な発散防止抑制措置の導入が可能になり、制御風速を満た

さない場合でも、使用が許可されることになった。  

 過去には、局所排気装置の外付け式フードを対象として、トレーサーガスやトレー

サー粒子を用い外乱気流が存在する場合のフード周辺への漏洩濃度を測定することに

よって、制御風速以下でも作業環境を良好に維持できる最適な風量を求めた研究があ

る 11-12)。しかし、多様で変動する外乱気流に応じて最適な風量に制御する研究はまだ

少ない。  

 そして従来の研究手法による漏れ濃度やばく露濃度を監視し、排風量を制御する方

法が考えられるが、ガスセンサーの耐久性、混合ガスの影響、作業への影響、コスト

面などの問題で実施することが難しいと考えられる。  

 そこで、本研究では、独自な方法として、風速センサーで外乱風速を監視し、外乱

気流の風速に応じて、最適な排風量に制御する方法を検討した。そのため、外付け式

フードを対象として実験室での実験によって、外乱気流の発生位置及び風速と漏洩を

防ぐフードの排風量との関係を調べ、その上で、外乱気流を常時モニターし、その風

速に応じて漏洩を抑える排風量に制御する発散防止抑制装置の開発を目的としている。 

 

3.2 実験装置と方法 

3.2.1 漏洩を抑える排風量の測定実験 

 本研究では、3 種の側方吸引型外付け式フード(開口面サイズ：W500mm×H50mm、

W500mm×H100mm および W500mm×H300mm)における外乱気流に対する漏洩を抑える

排風量は第 2 章の実験条件で測定した結果を用いた。実験装置の概略図を図 3.1 に示

す。測定条件を表 3.1 に示す。  
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図 3.3 実験装置概略図 

 

表 3.1  3 方向の外乱気流を発生させた場合の漏洩濃度の測定条件  

フード開口面  

サイズ  

外乱気流  

発生速度  

(m/s) 

外乱気流発生方向  

(フード開口面に対する ) 

煙発生速度  

(m/s) 

漏洩濃度  

測定時間  

500mm×50mm 

500mm×100mm 

500mm×300mm 

0.2,0.3,0.4,0.5 

斜め前方 45° 

横方向  

斜め後方 45° 

0.5 3min 

 

3.2.2 風量制御発散防止抑制装置の開発実験  

 外乱気流の風速や漏洩濃度に応じた排風量を制御する発散防止抑制装置の概略図を

図 3.2 に示す。作業台の端に 2 章の外乱気流発生位置の条件と同じく、斜め前方 45°、

横風と斜め後方 45°の向きで風速センサー (オムロン社製 D6F‐WMEMS)を設置した。こ

の風速センサーは空気に対して小型、高精度であり、立体流路構造により耐ダスト性

能を持つ。図 3.3 と図 3.4 にそれぞれ小型風速センサーの外観と寸法概要を示す。表

3.2 に小型風速センサーのメーカーによる流速 (m/s)に対する出力電圧 (V)のデータを示

す。  
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図 3.2 外乱気流に応じて排風量を制御する発散防止抑制装置の概略図  

 

図 3.3 小型風速センサーの外観  
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図 3.4 小型風速センサーの寸法概要  

 

表 3.2 小型風速センサーのメーカーによる流速における出力電圧のデータ  

流速  

(m/s) 
0 0.25 0.50  0.75 1.0  

出力電圧  

(V) 
1.00±0.2 1.35±0.2 2.01±0.2 3.27±0.2 5.00±0.2 

 

今回は 3 つの風速センサーを図 3.2 で示した 3 方向に設置し、3 つのセンサーから

の出力電圧のうち、最大値（最大風速）を用いる。最大風速がどの向きからの外乱気

流か分からないが、2 章で求めたように横方向の外乱気流は一番影響が大きいので、

センサーからの最大風速を常に横方向の外乱気流として扱えば、安全側に見ることに

なる。そこで設置した複数のセンサー出力電圧の中からの最大値を検出する機能を、

PIC マイコンを用いて作製した。同時に、微差圧計を用いて、ダクト内の速度圧を常

時モニターし、外乱を発生するときの風量変化も監視できる。制御システムの回路基

板の外観を図 3.5 に示す。  
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図 3.5 制御システムの回路基板の外観  

 

本研究で使用した電圧に応じたファンの回転数に調整するインバーターの外観を図

3.6 に示す。また、インバーターの仕様を表 3.3 に示す。  

 

表 3.3 インバーターの仕様  

出力定格  

定格容量 (kVA) 6.5 

電圧 (V) 200～240 

定格電流 (A) 17 

入力電源  

相数  3 相  

電圧 (V) 200～240 

所要電源容量 (kVA) 4.9 

 

 

 

 

 

 



 
 

 102  
 

 

図 3.6 インバーターの外観  

 

また、微差圧計 (長野計器株式会社製  GC62)を用いて、複合ピトー管からの圧力を速

度圧として計測し排風量を求めた。微差圧計の微差圧計の外観を図 3.7、仕様を表 3.4

に示す。  

図 3.7 微差圧計の外観  

 

表 3.4 微差圧計の仕様  

型式  GC62 

測定流体  乾燥空気 窒素ガス  

圧力レンジ (Pa) 0～500 

表示方法  4 桁 LED デジタル表示  

質量 (g) 95 

電源  12～24 V DC±10% 
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図 3.8 電流レコーダーの外観  

 

また、ダクト内の速度圧を計測する微差圧計の出力電流を監視する電流レコーダー

(ティアンドデイ社製 TR51i)を図 3.8 に示す。  

そして、制御システムの出力電圧を監視する電圧レコーダー (ティアンドデイ社製 

Voltage Recorder VR-71)の外観を図 3.9 に示す。  

図 3.9 電圧レコーダーの外観  

 

また、排風量制御システムの動作を確認する際に、はじめに外乱気流風速を変動さ

せ、その風速を風速センサーで検知し、その風速に応じて実験で得られた必要排風量

に制御できることを確認した。その上で、発散防止抑制装置の漏洩抑制性能を確認す

るため、煙を発生させて、発散防止抑制装置を稼働した時の作業台周囲の漏洩濃度を

測定した。煙発生装置の外観を図 3.10 に示す。  
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図 3.10 煙発生装置の外観  

3.3 実験結果と考察  

3.3.1 風速センサーの性能テスト実験の結果  

 本研究では外乱気流を検知し、それに応じて制御システムでインバーターを稼働さ

せるので、最初の段階は、小型風速センサー (オムロン社製 D6F‐WMEMS)で外乱気流

を検知した場合の電圧出力値を調べる必要がある。そのため、本実験は 6 つの外乱気

流風速をそれぞれ 5 つの小型風速センサーに当たる時の出力電圧値を調べ、その出力

電圧値の平均値を用いて、外乱気流との関係を最小二乗法で求めた。その関係式を式

(3-1)に示す。ここで、U はセンサーの出力電圧 (V)、Vt は外乱気流風速 (m/s)である。

さらに、その関係をメーカーデータで求めた関係と比較した。  

 

  

外乱風速によるセンサーの出力電圧値の結果表 3.5 に示す。また、それぞれ実験と

メーカーにおける外乱風速とセンサーの出力電圧値の関係を図 3.11 に示す。図 3.11 の

結果より、実験における風速センサーの出力電圧平均値を用いて、最小二乗法で求め

た外乱気流風速とセンサー出力電圧の関係はメーカーデータとほぼ一致することを確

認した。そして、表 3.5 より、5 つの風速センサーの出力電圧における性能のばらつき

がほとんどなく、すなわち、本排風量制御システムにどのセンサーを用いても問題な

いと考えられる。  

 

 

 
U = 3.55Vt

2 + 1.01 (3-1) 
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表 3.5 外乱気流風速における風速センサーの出力電圧の結果  

外乱気流風速

(m/s) 

風速センサーの出力電圧 (V) 電圧平均  

(V) 
No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 

0.00  1.03  1.04  1.00  1.02  1.03  1.02  

0.18  1.10  1.11  1.07  1.10  1.10  1.10  

0.26  1.27  1.25  1.24  1.27  1.28  1.26  

0.31  1.40  1.36  1.35  1.40  1.40  1.38  

0.41  1.64  1.57  1.58  1.64  1.66  1.62  

0.50  1.94  1.84  1.90  1.94  1.93  1.91  

0.59  2.31  2.20  2.34  2.26  2.33  2.29  

図 3.11 実験とメーカーにおける外乱風速とセンサーの出力電圧値の比較  

 

3.3.2 排風量制御システムの動作条件の決定  

 3.3.1 で求めた外乱気流風速と風速センサーの出力電圧の関係、すなわち式 (3-1)を用

いて、表 3.5 に示すそれぞれの外乱気流風速条件 (0,0.2,0.3,0.4,0.5m/s)による出力電圧

を求めた。  
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 また、開口面サイズ W500mm×H300mm のフードを代表例として、横方向の外乱気

流を加え装置を稼働させた場合に、外乱気流風速に対して漏洩を抑える排風量になる

ようなインバーターの周波数を調べた。同時に、それらのインバーター周波数で装置

を稼働した際に、ダクト内の速度圧を計測する微差圧計の出力電流を電流レコーダー

(ティアンドデイ社製 TR51i)に記録した。本実験で使用した微差圧計の測定レンジは

0-500Pa、出力電流値は 4-20mA なので、出力電流値と速度圧の関係は式 (3-2)のように

なる。そこで式 (3-2)を用い、出力電流値から速度圧を求め、さらに式 (3-3)から外乱気

流を加えた場合の排風量を求めることができる。このようにして求めた排風量と、2 章

の実験で求めた漏洩を抑える排風量の測定結果と比較した。その結果を表 3.6 に示す。 

 ここで、Pv はダクト内の速度圧 (Pa)、 I は出力電流値 (mA)を示す。  

 

 

 

ここで、Q は排風量 (m3/min)、αは複合ピトー管係数 (0.83)、ρは環境温度が 25℃の時

の空気密度 (1.185kg/m3)、PV はダクト内の速度圧である。  

 

表 3.6 外乱気流を加えた場合の風速センサーの出力電圧値とインバーターの周波数

の関係  

外乱気流風速 (m/s) 0 0.2 0.3 0.4 0.5 

風速センサーの出力電圧値 (V) 2.00  2.20  2.60  3.20  3.80  

インバーターの周波数 (Hz) 5.30  15.10  22.30  28.00  34.10  

微差圧計の出力電流値 (mA) 4.16  5.15  6.50  7.89  9.69  

ダクト内の速度圧 (Pa) 5.00  35.90  78.10  121.60  177.80  

排風量の計算値 (m3/min) 7.10  19.00  28.10  35.00  42.40  

排風量の実測値 (m3/min) 7.00  19.00  28.00  35.00  42.00  

 

 

 
Pv =

500

16
I－125 (3-2) 

 
Q＝60 × α × √

2

ρ
・Pv (3-3) 
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表 3.6 の結果より、外乱気流を加えた場合、漏洩を抑える排風量になるように調

整したインバーターの周波数で装置稼働する時、排風量の計算値は 2 章で調べた外乱

気流風速における漏洩を抑える排風量の実測値とほぼ一致することが確認できた。  

 以上、表 3.3 のそれぞれの外乱気流を加えた場合の風速センサーの出力電圧値 (V)と

漏洩を抑えるインバーター周波数 (Hz)を用いて、制御システムを作製した。  

 この制御システムは PIC マイコンを用いて作製した。図 3.5 に示すように、この制

御システムは複数の風速センサーを搭載でき、その中から最大出力電圧値を検出でき

る機能を持たせる。そのため、多種多様な外乱気流が存在する現場でも、複数の風速

センサーを搭載するシステムは多数の外乱気流の発生が検出できる。そのため、本研

究では、2.5 で調べた表 3.7 の結果に基づいて、漏洩に最も影響する外乱気流と漏洩

を抑える排風量の関係を利用し、インバーターで最適な排風量となるようにファンを

制御する。  

 

表 3.7 外乱気流の発生位置及び風速に対する漏洩を抑える排風量の結果  

外乱気流の  

発生位置  

外乱気流の  

発生速度  

(m/s) 

フードの開口面サイズ  

W500×H50 W500×H100 W500×H300 

漏洩を抑える排風量 (m3/min) 

斜め前方 45° 

0 8 7 7 

0.2 18 17 15 

0.3 23 21 20 

0.4 27 25 25 

0.5 31 29 29 

横方向  

0 8 7 7 

0.2 23 19 19 

0.3 30 27 28 

0.4 36 34 35 

0.5 N/A 41 42 

斜め後方 45° 

0 8 7 7 

0.2 19 18 17 

0.3 23 23 23 

0.4 28 28 28 

0.5 33 33 33 
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表 3.7 より、横方向から発生した外乱気流がフードの捕集能力に最も影響する。し

たがって、横風方向で発生するそれぞれの外乱気流風速 (0.2、0.3、0.4、0.5)の場合に

おける漏洩を抑える排風量と外乱気流風速 (風速センサーが検出した電圧値 )の関係を

排風量制御システムに取り込み、インバーターで適切な風量が得られるようにファン

を制御する。  

 

3.3.3 排風量制御システムの性能テストについての考察 

以上の結果を踏まえて、開口面サイズ W500mm×H300mm のフードを用いて、横方

向の外乱気流を加えた場合において、発散防止抑制装置の漏洩制御性能をテストした。 

 この発散防止抑制装置を用いて、外乱気流風速が一定の時間間隔で段階的に上昇そ

して下降させた場合と、外乱気流風速の変動幅が大きい場合の 2 条件において、漏洩

を抑えるために必要な排風量と、フード周辺の漏洩濃度の確認を行った。  

図 3.12 に外乱気流風速が一定の時間間隔で段階的に上昇そして下降させた場合 (ケ

ース 1)の外乱風速と排風量の経時変化及び漏洩濃度の結果を示した。その結果、外乱

気流風速の変化に応じて排風量が追随することが確認できた。また、漏洩濃度の結果

でもすべての測定点で濃度は 100 カウント以下となった。  

図 3.13 に外乱気流風速の変動幅が大きい場合 (ケース 2)の外乱風速と排風量の経時

変化及び漏洩濃度の結果を示した。外乱気流風速の時間変動が激しい場合と同様に、

外乱気流風速の変化に応じて排風量が追随することが確認できた。また、漏洩濃度の

結果でもすべての測定点で濃度は 100 カウント以下となった。  

以上より、外乱気流を常時計測することによって、漏れのない最適な排風量に制御

する機能をもつ発散防止抑制装置を開発できた。この発散防止抑制装置を使用するこ

とによって、制御風速を満たすような一定の排風量よりも、外乱気流がない時は少な

い排風量で済み、外乱気流がある場合には、それに応じて必要な排風量に自動制御す

ることができる。  
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図 3.12 外乱気流風速ケース 1(外乱気流風速が一定の時間間隔で段階的に上昇または

下降させた場合 )における外乱気流風速と排風量の経時変化及び漏洩濃度の結果  

図 3.13 外乱気流のケース 2(外乱気流の変動が大きい場合 )における外乱気流風速と

排風量の経時変化及び漏洩濃度の結果  
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3.5 まとめ 

第 2 章では作業台上に設置した側方吸引型外付け式フードを対象に、開口面に対し

て 3 方向から外乱気流を発生させ、外乱気流の風速と漏洩を抑制できる必要排風量に

ついて調べた。従来の漏れ濃度やばく露濃度を監視し、排風量を制御する手法の場合、

ガスセンサーの耐久性や混合ガスの影響、作業への影響、コスト面などの短所が考え

られる。そこで本研究は、より簡便な方法で風速センサーを用いて外乱風速を監視し、

外乱気流の風速及び方向に対応する排風量を制御する発散防止抑制装置を試作した。

また、外乱気流風速の 2 つの条件下で、当発散防止抑制装置の捕集性能を確認した。

その結果、どちらの外乱気流の条件に対しても、制御風速を満たす一定の排風量より

も、外乱気流がない時は少ない排風量で済み、外乱気流がある場合は、それに応じて

漏洩を抑える最適な排風量に制御することができた。このように異なる外乱気流の条

件及びフードの開口面サイズを考慮し、各現場に適した必要排風量を求めて作業環境

改善用換気装置を設計すれば、従来よりも低風量で済み、その結果、より柔軟的にこ

の発散防止抑制装置を現場に導入することによって、エネルギー消費量の削減にもつ

ながって行くと期待される。また、今後実際の作業現場において、作業者が存在する

場合及び異なる発生源の条件を含め、外乱気流に応じて漏洩及びばく露を抑制できる

ように排風量を制御する発散防止抑制装置を導入し、性能を評価する予定である。  
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第 4 章 有機溶剤作業に対するばく露防止対策用換気作業台の開口面周り

の風速分布測定及び捕集性能の評価 

4.1 研究背景と目的  

ネイルサロンや刷毛塗り、接着作業、歯科医療のような有機溶剤を扱う作業現場で

は、低濃度のばく露でも健康に悪影響を及ぼす可能性があると考えられる。特に、多

くの化学物質から作られている人工爪製品を取り扱うネイルサロンにおいて、その主

成分であるメタクリル酸エチル  (EMA)、または除光液の主成分であるアセトンは接触

皮膚炎、喘息、目や鼻のアレルギーを引き起こす原因となる。また、それらの成分は

目、鼻、その他の粘膜を刺したり、赤くなったり、腫れたりすることで  顧客も危険に

さらされている。そして、ネイルサロンにおける化学物質が過敏症やアレルギーを引

き起こすのかを判断するのは難しいことが多いため、過敏症になる前にばく露をコン

トロールすることが最善である。そのため、多くのネイルサロンでは、環境中、特に

呼吸域の空気環境中の人に健康影響を及ぼす有害物質を除去するため、換気装置の設

置は必要となる。  

米国国立労働安全衛生研究所 (NIOSH)では、換気作業台 (Ventilated Table)がネイリス

トを EMA の吸入から最大限に保護することを示した。換気作業台 (Ventilated Table)は、

図 4.1 に示すように換気作業台の開口面の吸込み気流が直接に作業者及び客様の呼吸

域近くの有機溶剤蒸気を吸込めるため、ネイルサロンで  EMA などの有害物質を除去

するための重要な工学的制御手段となった 1)。 

図 4.1 ネイルサロン用換気作業台  
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また、このネイルサロン用換気作業台を用いて、ネイルサロンの環境中に存在する

メタクリル酸エチルに対する捕集効果を調べた結果、ネイルサロンで換気作業台を

6.7m3/min の排風量で 6 時間使用した場合、作業者の呼吸域でメタクリル酸エチル濃

度の幾何平均は 0.6 ppm となり、換気のない従来の作業台を使用した場合の幾何平均

濃度である 8.7 ppm より 10 倍以上の捕集効果が得られたと報告している。  

ただし、ネイルサロンなどの現場では多様な作業に伴い、作業者の口や鼻の位置 (呼

吸域 )が移動することが考えられる。  その際に、排気装置の吸引で生じる開口面上の

風速分布の偏りが大きいと、風速の低い領域から有害物質の漏洩が発生する可能性が

ある。その領域に、作業者の口や鼻が移動した際に、作業者が高濃度の有害物質にば

く露する危険性がある。 

そこで、本研究では、低濃度のばく露でも健康に悪影響を及ぼす可能性があるネイ

ルサロンなどの現場を想定して、実際の作業者の作業範囲を考慮して、作業に影響が

少ないように外付け式下方吸引長方形型フード (開口面サイズ：W400mm×H300mm)を

備えた換気作業台を作製した。その上で、フード開口面上の風速分布の偏りを低減さ

せるために、フードの開口面上に開口率の異なる 3 つのパンチングをそれぞれ設置し

た場合において、設定した捕捉点での風速や開口面上の風速分布にどう影響を与える

かを調べるため、風速測定を行った。そして、実際に有機溶剤を扱う現場を想定して、

有機溶剤であるアセトンガスを発生させ、換気作業台の排風量を変化させた場合の捕

集率の測定を行った。   

 

4.2 実験装置と方法  

4.2.1 実験装置  

本研究で作製した換気作業台は図 4.2 に示す外付け式下方吸引型フードを備えた換

気作業台、ダクト、複合ピトー管、微差圧計 (長野計器株式会社製  GC62)、インバータ

ー (富士電機株式会社製 FRENIC-Mini)、排風機 (昭和電機株式会社製 EC-100T-R313)に

よって構成されている。下方吸引型外付け式フード付き換気作業台はネイルサロンの

現場調査におけるネイリング作業の作業範囲に基づき、W400 mm×H300 mm のフード

開口面 (作業面 )を設けた。また、フードの開口面に合わせて、市販品で一般的な

L80cm×W60cm×H75cm サイズの作業台を使用した。なお、ダクト内の速度圧を求める

ため、排風量に応じて内径 100 mm の複合ピトー管 (ウェットマスター株式会社製  エ

アロアイ  AE100D)、または内径 52 mm のスリット式流量検出ピトー管  (岡野製作所

株式会社製  SGP52A)を設置した。  
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また、フード開口面下のチャンバーボックスには内径 100 mm のダクトと排風機を

接続した。開口面に設置したパンチングは、アルミニウム製で開口率の異なる 3 種類

のパンチングを用いた。使用した 3 種類のパンチングの仕様を表 4.1 に示す。フード

付き換気作業台の概略図を図 4.3 に示す。  

図 4.2 換気作業台の概略図  

 

表 4.1 3 種類のパンチングの仕様  

 ①  ②  ③  

配列  

60°千鳥型  

 

穴径 D(mm) 2.0 3.0 0.5 

ピッチ P(mm) 3.0 5.0 1.0 

開口率 (%) =
90.6 ×穴径 D2

ピッチ P2
 40.3 32.6 22.7 
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パンチングの開口率 (%)は穴径  D(mm)とピッチ  P(mm)を用いて式 (4-1)で求められ

る。   

 

 

図 4.3 フード付き換気作業台の概略図  

 

また、本研究では風速測定にクリモマスター風速計 (日本カノマックス社製  

MODEL6541-21)を用いた。クリモマスター風速計は風速、風温を測定でき、一定時間

ごとの最大、最小、平均値のデータを取得することができる熱線風速計である。熱線

風速計は流れの冷却作用で熱線の温度が変化し、温度により熱線の電気抵抗が変化す

るという二つの現象を利用して風速を得ている 2)。クリモマスター風速計の外観を図

4.4 に示す。  

図 4.4 クリモマスター風速計の外観  

 
開口率 =

90.6 × D2

P2
 (4-1) 
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プローブには指向性と無指向性の 2 種類があり、本研究ではその両方を使用した。

指向性プローブと無指向性プローブの概略図を図 4.5 に示す。指向性プローブでは風

向マークがついた方向からの気流で校正されている。一方、無指向性プローブでは、

気流のある水平面に対して、水平面上のあらゆる方向からの気流の風速を測ることが

できる。  

図 4.5 指向性プローブと無指向性プローブの概略図  

 

 そして、本研究では有機溶剤蒸気の濃度測定に図 4.6 に示す VOC モニター (理研計

器社製 GX-6000)を使用した。VOC モニターは可燃性ガス、酸素、硫化水素、一酸化炭

素、その他毒性ガス、揮発性有機溶剤ガス (VOC)など、最大 6 種類のガスを同時検出

することが可能である。  

図 4.6 VOC モニターの外観  

 

本研究では、実際に有機溶剤を扱う作業現場を想定して、フード上部の開口面上で

アセトンを蒸発させて濃度測定を行った。アセトンの物理的および化学的性質を表 4.2

に示す 3)。  
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表 4.2 アセトンの物理的および化学的性質  

化学名  アセトン (acetone) 

構造式  

 

 

 

化学式  C3H6O 

分子量  58.08 

融点  ℃ -94.7 

沸点  ℃ 56.1 

密度 (20 ℃) g/cm3 0.791 

相対蒸気密度 (空気=1) 2.0 

管理濃度  ppm 500 

蒸発量 mg/min/cm2  5.0 

 

アセトンは無色、低粘性率、高揮発性、やや刺激的なエーテル臭のある液体である。

双極子モーメントや誘電率が高く、蒸発速度に関しても、有機溶剤である酢酸ブチル

の 11.6 倍と非常に大きい。また、蒸気圧が高く、引火しやすい性質を持つ。水、アル

コール、多価アルコール、エステル、エーテル、ケトン、炭化水素、ハロゲン化水素

などの極性、非極性溶剤とよく混和する性質がある 4)。アセトンの蒸気を吸入するこ

とによって生じる症状として、頭痛、めまい、嘔吐などが報告されている。目、鼻、

喉などの粘膜に接触を繰り返すことにより、炎症を引き起こす。アセトンの主な工業

的生成法として、2-プロパノールの酸化、脱水素、Wacker 法によるプロピレンの直接

酸化、クメン法によるフェノールとの併産法などがある。  

 

4.2.2 実験方法  

 本研究では、フード上部の開口面の中心を原点 (X、Y、Z=0(mm))に設定した。また、

開口面における短辺方向を X 軸、長辺方向を Y 軸、XY 平面に垂直な高さ方向を Z 軸

とし、YZ 平面の風速分布を測定した。使用した 3 種類のパンチングの開口率と実際
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に風速測定を行なった際の測定条件を表 4.3、測定点を図 4.7、4.8、風速測定の様子を

図 4.9 に示す。  

 

表 4.3 風速測定の測定条件  

パンチング

開口率 (%) 

フード開口面

サイズ  

(mm) 

サンプリング  

条件  
測定点 (mm) 

40.3 

400 

× 

300 

サンプリング  

間隔 1 s 

× 

測定時間 60 s 

× 

測定回数 3 回  

X 軸  

0、200 

 

Y 軸  

-250、 -200、 -150、 -

100、  

-50、0、50、100、150、

200、250 

 

Z 軸  

25、40、60、80、100、

150、200、250、300 

32.6 

22.7 

 

図 4.7 X=0(mm)の YZ 平面の測定点  
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図 4.8 X=200(mm)の YZ 平面の測定点  

 

図 4.9 風速測定の様子  

 

風速分布の測定は、アセトンの発生源の位置 (原点 )を含む面である X=0(mm) の YZ

平面と、呼吸域に設定した測定点を含む面である X=200(mm)の YZ 平面で行なった。

また、今回使用した外付け式フードの捕捉点は、有害物が発生する可能性のある点で、

開口面から最も遠い点である 5)。そのため、作業台の直上で作業を行うことを想定し

て、ネイルサロンの現場調査結果を参考にし、捕捉点として X=0(mm)、Y=0(mm)、

Z=25(mm)に設定した。  

本研究の排風量は、2021 年の伊藤と青木の研究に基づき、有害物質であるアセトン

の蒸発を十分に吸引できる排風量としている 3m3/min と設定した。そして、この換気

作業台による風速測定を行った。以下に風速測定の実験手順を示す。  
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実験手順  

①  微差圧計によって、複合ピトー管からの圧力を速度圧として計測し、排風量を求め

た。  

②  微差圧計からの出力電流をインバーターに入力して、設定した排風量になるよう

にファンを制御した。  

③  測定点に風速計のプローブを固定し、風速を測定した。1 回のサンプリングごとに、

1 秒の間隔で 1 分間、全部で 3 回の測定を行った。   

 

4.3 実験結果  

4.3.1 各開口率のパンチングの風速測定結果  

(1)開口率 40.3%のパンチングの風速測定結果  

開口率 40.3%のパンチングを用いて、X=0(mm)(発生源を含む面 )の YZ 平面の各測

定点の風速を表 4.4、風速分布を図 4.10 に示す。また、X=200(mm)(呼吸域を含む面 )

の YZ 平面の各測定点の風速を表 4.5、風速分布を図 4.11 に示す。  

 

表 4.4 開口率 40.3%のパンチング、X=0(mm)の YZ 平面風速 (m/s) 

 

Z(mm) 

25 40 60 80 100 150 200 250 300 

Y(mm) 

250 0.03 0.04 0.07 0.04 0.05 0.02 0.02 0.01 0.01 

200 0.18 0.17 0.17 0.15 0.14 0.09 0.04 0.02 0.01 

150 0.33 0.27 0.24 0.21 0.18 0.13 0.06 0.01 0.01 

100 0.39 0.30 0.28 0.23 0.21 0.16 0.07 0.02 0.01 

50 0.41 0.33 0.29 0.25 0.22 0.17 0.10 0.03 0.01 

0 0.41 0.34 0.30 0.27 0.23 0.16 0.11 0.03 0.01 

-50 0.39 0.34 0.30 0.27 0.23 0.17 0.10 0.02 0.01 

-100 0.37 0.31 0.28 0.25 0.22 0.14 0.09 0.02 0.01 

-150 0.30 0.26 0.23 0.22 0.18 0.11 0.07 0.03 0.01 

-200 0.19 0.16 0.17 0.17 0.14 0.10 0.04 0.01 0.01 

-250 0.07 0.05 0.08 0.07 0.06 0.04 0.01 0.01 0.01 
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図 4.10 開口率 40.3%のパンチング、X=0(mm)の YZ 平面風速分布  

 

表 4.5 開口率 40.3%のパンチング、X=200(mm)の YZ 平面風速 (m/s) 

 

Z(mm) 

25 40 60 80 100 200 300 

Y(mm) 

250 0.06 0.06 0.03 0.03 0.02 0.01 0.01 

200 0.07 0.08 0.04 0.07 0.03 0.01 0.02 

150 0.08 0.08 0.06 0.05 0.04 0.01 0.01 

100 0.08 0.10 0.09 0.07 0.05 0.00 0.02 

50 0.08 0.09 0.09 0.07 0.06 0.02 0.00 

0 0.08 0.10 0.10 0.08 0.06 0.02 0.00 

-50 0.07 0.10 0.09 0.09 0.07 0.01 0.00 

-100 0.07 0.09 0.09 0.07 0.08 0.01 0.00 

-150 0.05 0.07 0.06 0.05 0.07 0.01 0.01 

-200 0.04 0.05 0.03 0.05 0.05 0.01 0.03 

-250 0.03 0.02 0.02 0.04 0.03 0.02 0.03 
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図 4.11 開口率 40.3%のパンチング、X=200(mm)の YZ 平面の風速分布  

 

表 4.4、表 4.5 より、設定した捕捉点において、有機溶剤中毒予防規則によって定め

られた下方吸引型外付け式フードの制御風速 0.5 m/s を下回っていた。図 4.10、図 4.11

から、X=0(mm)と X=200(mm)の 2 つの面において、開口面から遠ざかるほど風速が減

少する傾向となった。  

 全体の風速について、図 4.10、4.11 から、X=200(mm)の風速が X=0(mm)に比べて全

体的に低くなっていた。風速分布の偏りについては、X=0(mm)および X=200(mm)の両

面で大きな偏りは見られなかった。  

  

(2)開口率 32.6%のパンチングの風速測定結果  

開口率 32.6%のパンチングを用いて、X=0(mm)(発生源を含む面 )の YZ 平面の各測定

点の風速を表 4.6、風速分布のグラフを図 4.12 に示す。また、X=200(mm)(呼吸域を含

む面 )の YZ 平面の各測定点の風速を表 4.7、風速分布を図 4.13 に示す。  
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表 4.6 開口率 32.6%のパンチング、X=0(mm)の YZ 平面風速 (m/s) 

 

Z(mm) 

25 40 60 80 100 150 200 250 300 

Y(mm) 

250 0.04 0.07 0.09 0.07 0.08 0.05 0.02 0.02 0.01 

200 0.19 0.19 0.18 0.17 0.15 0.08 0.06 0.03 0.01 

150 0.33 0.28 0.24 0.21 0.17 0.14 0.08 0.02 0.01 

100 0.37 0.32 0.28 0.22 0.21 0.17 0.12 0.04 0.01 

50 0.39 0.34 0.27 0.25 0.22 0.17 0.13 0.07 0.03 

0 0.40 0.34 0.27 0.25 0.23 0.17 0.13 0.06 0.03 

-50 0.38 0.33 0.28 0.25 0.21 0.17 0.13 0.06 0.03 

-100 0.36 0.30 0.27 0.22 0.19 0.16 0.10 0.04 0.02 

-150 0.28 0.25 0.25 0.19 0.17 0.14 0.06 0.02 0.01 

-200 0.17 0.17 0.16 0.14 0.15 0.08 0.02 0.02 0.01 

-250 0.04 0.04 0.08 0.07 0.04 0.04 0.01 0.00 0.00 

 

図 4.12 開口率 32.6%のパンチング、X=0(mm)の YZ 平面風速分布  
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表 4.7 開口率 32.6%のパンチング、X=200(mm)の YZ 平面風速 (m/s) 

 

Z(mm) 

25 40 60 80 100 200 300 

Y(mm) 

250 0.01 0.01 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 

200 0.03 0.03 0.04 0.03 0.04 0.04 0.03 

150 0.05 0.04 0.06 0.04 0.04 0.04 0.03 

100 0.04 0.05 0.07 0.08 0.06 0.04 0.02 

0 0.03 0.05 0.12 0.12 0.08 0.05 0.04 

-100 0.04 0.03 0.09 0.09 0.08 0.03 0.03 

-150 0.01 0.03 0.07 0.06 0.05 0.04 0.03 

-200 0.00 0.01 0.03 0.03 0.03 0.03 0.04 

-250 0.01 0.00 0.01 0.02 0.02 0.02 0.02 

 

図 4.13 開口率 32.6%のパンチング、X=200(mm)の YZ 平面の風速分布  

 

表 4.6、表 4.7 から、設定した捕捉点において、有機溶剤中毒予防規則で定められた

下方吸引型外付け式フードの制御風速 0.5 m/s を下回っていた。また、図 4.12、図 4.13

から、X=0(mm)(発生源を含む面 )と X=200(mm)(呼吸域を含む面 )の 2 つの面において、
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開口率が 40.3%の場合と同様に、開口面から遠ざかるほど風速が減少する傾向となっ

た。  

 全体の風速について、図 4.12、図 4.13 から、X=200(mm)(呼吸域を含む面 )の風速が

X=0(mm)(発生源を含む面 )よりも全体的に低くなっていた。風速分布の偏りについて

は、X=0(mm)および X=200(mm)の両面で大きな偏りは見られなかった。  

 

(3)開口率 22.7%のパンチングの風速測定結果  

開口率 22.7%のパンチングを用いて、X=0(mm)(発生源を含む面 )の YZ 平面の各測定

点の風速を表 4.8、風速分布のグラフを図 4.14 に示す。また、X=200(mm)(呼吸域を含

む面 )の YZ 平面の各測定点の風速を表 4.9、風速分布を図 4.15 に示す。  

 

表 4.8 開口率 22.7%のパンチング、X=0(mm)の YZ 平面風速 (m/s)  

 

Z(mm) 

25 40 60 80 100 150 200 250 300 

Y(mm) 

250 0.04 0.05 0.07 0.09 0.07 0.06 0.02 0.01 0.02 

200 0.19 0.18 0.16 0.14 0.14 0.12 0.06 0.02 0.01 

150 0.33 0.27 0.21 0.20 0.19 0.15 0.07 0.04 0.01 

100 0.38 0.31 0.25 0.21 0.21 0.16 0.10 0.03 0.02 

50 0.38 0.33 0.28 0.23 0.22 0.17 0.12 0.04 0.01 

0 0.40 0.34 0.28 0.24 0.23 0.18 0.13 0.05 0.02 

-50 0.38 0.33 0.27 0.23 0.22 0.17 0.10 0.04 0.01 

-100 0.37 0.32 0.25 0.21 0.21 0.15 0.09 0.04 0.01 

-150 0.31 0.25 0.21 0.18 0.17 0.13 0.06 0.03 0.01 

-200 0.17 0.17 0.16 0.14 0.11 0.11 0.06 0.03 0.01 

-250 0.04 0.04 0.04 0.05 0.05 0.04 0.03 0.02 0.01 
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図 4.14 開口率 22.7%のパンチング、X=0(mm)の YZ 平面風速分布  

 

表 4.9 開口率 22.7%のパンチング、X=200(mm)の YZ 平面風速 (m/s) 

 

Z(mm) 

25 40 60 80 100 200 300 

Y(mm) 

250 0.01 0.01 0.01 0.02 0.02 0.02 0.00 

200 0.01 0.01 0.01 0.02 0.02 0.01 0.01 

150 0.02 0.01 0.01 0.02 0.02 0.02 0.00 

100 0.02 0.03 0.02 0.03 0.03 0.01 0.00 

0 0.04 0.04 0.03 0.04 0.06 0.03 0.01 

-100 0.04 0.02 0.04 0.05 0.04 0.02 0.01 

-150 0.01 0.01 0.02 0.03 0.03 0.02 0.00 

-200 0.01 0.00 0.01 0.02 0.02 0.01 0.01 

-250 0.01 0.00 0.01 0.01 0.01 0.01 0.00 
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図 4.15 開口率 22.7%のパンチング、X=200(mm)の YZ 平面の風速分布  

 

表 4.8、表 4.9 から、設定した捕捉点において、有機溶剤中毒予防規則で定められた

下方吸引型フードの制御風速 0.5 m/s を下回っていた。また、図 4.14、図 4.15 から、

X=0(mm)(発生源を含む面 )と X=200(mm)(呼吸域を含む面 )の 2 つの面において、開口

率が 40.3%および 32.6%の場合と同様に、開口面から遠ざかるほど風速が減少する傾

向となった。全体の風速について、図 4.14、図 4.15 から、X=200(mm)(呼吸域を含む

面 )の風速が X=0(mm)(発生源を含む面 )よりも全体的に低くなっていた。風速分布の偏

りについては、X=0(mm)および X=200(mm)の両面で大きな偏りは見られなかった。  

 

4.3.2 異なるパンチングの開口率による風速の比較  

 本研究で用いた開口率 40.3、32.6、22.7%の 3 つのパンチングを使用することによ

り、フードの開口面からの風速分布がどのように変化するかを比較する。これにより、

開口率と風速の関係を明らかにし、開口面上の風速分布の均一性や偏りを評価するこ

ともできる。そのため、最も発生源に近い点である X=0、Z=25(mm)と X=0、Z=40(mm)

の風速分布を比較する。パンチングの開口率 40.3、32.6、22.7%の X=0、Z=25(mm)の

風速分布を図 4.16、パンチング開口率 40.3、32.6、22.7%の X=0、Z=40(mm)の風速分

布を図 4.17 に示す。  
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図 4.16 パンチング開口率 40.3、32.6、22.7%の X=0、Z=25(mm)の風速分布  

図 4.17 パンチング開口率 40.3、32.6、22.7%の X=0、Z=40(mm)の風速分布  
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図 4.16、4.17 から、異なる開口率のパンチングを使用した風速測定データにおいて、

左右の偏り見られなかった。また、X=0、Z=40(mm)の場合、開口率が 40.3%、32.6%と

22.7%に風速の大きさはほとんど違いが見られなかった。  

  

4.3.3 考察  

先行研究では、開口率が大きい場合に開口面風速の偏りが大きいという問題があっ

た。しかし、本研究では図 4.16、4.17 より、全てのパンチングで、風速の偏りはほと

んど確認できなかった。先行研究ではダクトをＺ軸に対して垂直な向きに配置してい

たが、本研究ではダクトを Z 軸と平行に配置している。今回の実験結果より、換気作

業台の吸い込み開口面の風速分布は、パンチングよりもダクトの設置向きに強く影響

を受けることが分かった。パンチングは整流効果を期待して設置したが、開口面の上

流側の風速分布にはあまり効果がないと考えられる。つまりパンチングは気流がその

パンチングを通過することで効果を発揮すると考えられる。  

また、チャンバー効果によって気流の偏りがなくなることを期待してチャンバーボ

ックスを設けたが、先行研究のようにダクトを Z 軸に対して垂直な向きに配置すると、

気流が大きく曲がるので、風速分布の偏りも大きくなり、チャンバーボックスだけで

は不十分であったと考えられる。そのため、本研究のようにダクトの向きを Z 軸と平

行な向きに設置したことで風速分布が大きく改善したと考えられる。  

  

4.4 風速分布の測定 (無指向性 ) 

4.4.1 実験目的  

4.3 の風速測定では、指向性の風速計を用いたため、開口面に対して垂直方向 (Z 軸

方向 )の風速のみが測定できていた。しかし、実際の状況では開口面に対して垂直方向

以外の気流も存在するため、垂直方向の測定だけでは風速分布の考察が不十分である

と考えた。そのため、無指向性の風速計を使用して、風速の測定を行なった。  

  

4.4.2 実験方法  

4.3 の風速測定と同じように、開口面の中心を原点 (X、Y、Z=0(mm))に設定した。ま

た、開口面における短辺方向を X 軸、長辺方向を Y 軸、XY 平面に垂直な高さ方向を

Z 軸とし、YZ 平面の風速分布を測定した。また、測定条件についても表 4.3 と同じで

ある。無指向性風速計を用いた風速測定の様子を図 4.18 に示す。  
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図 4.18 無指向性風速計を用いた風速測定の様子  

 

風速分布の測定を行なったのは、4.3 と同様に、アセトンの発生源の位置 (原点 )を含

む面である X=0(mm)と、呼吸域に設定する測定点を含む面である X=200(mm)の二つの

YZ 平面である。また、4.3 と同様の理由で、X=0(mm)、Y=0(mm)、Z=25(mm)の点を捕

捉点として設定した。本研究の排風量は、4.3 と同様に、有害物質として蒸発させたア

セトンを十分吸引できる排風量としている 3m3/min とし、風速測定を行った。以下に

風速測定の実験手順を示す。  

①  微差圧計によって、複合ピトー管からの圧力を速度圧として計測し、排風量を求め

た。  

②  微秒差圧計からの出力電流をインバーターに入力して、設定した排風量になるよ

うにファンを制御した。  

③  測定点に無指向性風速プローブを固定し、風速を測定した。  

4.4.3 実験結果  

(1)開口率 40.3%のパンチング、無指向性風速計の風速測定結果  

  開口率 40.3%のパンチング、無指向性風速計を用いて、X=0(mm)(発生源を含む面 )の

YZ 平面の各測定点の風速を表 4.10、風速分布を図 4.19 に示す。また、開口率 40.3%

のパンチング、無指向性風速計を用いて、X=200(mm)(呼吸域を含む面 )の YZ 平面の風

速測定を行なった際の各測定点の風速を表 4.11、風速分布を図 4.20 に示す。  
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表 4.10 無指向性風速計を用いた開口率 40.3%のパンチング、X=0(mm)の YZ 平面風

速 (m/s) 

 

Z(mm) 

25 40 60 80 100 150 200 250 300 

Y(mm) 

250 0.15 0.17 0.14 0.11 0.10 0.05 0.03 0.02 0.02 

200 0.29 0.27 0.22 0.18 0.14 0.10 0.05 0.03 0.03 

150 0.36 0.33 0.28 0.24 0.19 0.11 0.08 0.04 0.02 

100 0.38 0.35 0.30 0.26 0.21 0.14 0.09 0.04 0.03 

50 0.39 0.35 0.31 0.27 0.23 0.15 0.10 0.06 0.04 

0 0.39 0.35 0.31 0.27 0.23 0.16 0.12 0.07 0.04 

-50 0.39 0.35 0.31 0.27 0.23 0.16 0.12 0.06 0.04 

-100 0.39 0.35 0.30 0.26 0.24 0.16 0.12 0.07 0.04 

-150 0.38 0.33 0.29 0.24 0.22 0.15 0.12 0.08 0.05 

-200 0.30 0.26 0.23 0.19 0.20 0.14 0.11 0.08 0.07 

-250 0.17 0.16 0.15 0.13 0.17 0.13 0.08 0.07 0.06 

図 4.19 開口率 40.3%のパンチング、無指向性風速計、X=0(mm)の YZ 平面風速分布  
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表 4.11 無指向性風速計を用いた開口率 40.3%のパンチング、X=200(mm)の YZ 平面

風速 (m/s) 

 

Z(mm) 

25 40 60 80 100 200 300 

Y(mm) 

250 0.03 0.07 0.07 0.07 0.05 0.03 0.01 

200 0.07 0.08 0.09 0.07 0.06 0.06 0.03 

150 0.08 0.09 0.11 0.09 0.04 0.02 0.03 

100 0.11 0.10 0.11 0.10 0.07 0.05 0.03 

0 0.17 0.15 0.12 0.13 0.07 0.04 0.03 

-100 0.13 0.12 0.13 0.12 0.08 0.05 0.04 

-150 0.11 0.11 0.12 0.11 0.08 0.06 0.03 

-200 0.08 0.09 0.08 0.09 0.07 0.06 0.04 

-250 0.05 0.08 0.07 0.07 0.10 0.07 0.07 

 

図 4.20 開口率 40.3%のパンチング、無指向性風速計、X=200(mm)の YZ 平面風速分

布  
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表 4.10、表 4.11 から、設定した捕捉点において、下方吸引型外付け式フードの制御

風速 0.5 m/s を下回っていた。また、図 4.19、図 4.20 からは、X=0(mm)(発生源を含む

面 )および X=200(mm)(呼吸域を含む面 )の二つの面において、開口面から遠ざかるにつ

れて風速が減少する傾向となった。全体の風速について、図 4.19 と図 4.20 から

X=0(mm)と X=200(mm)の二つの面を比較すると、X=200(mm)の面の風速が全体的に低

くなっていた。図 4.19 と図 4.20 から、X=0(mm)の場合では、指向性風速計と無指向性

風速計の測定結果を比較すると、無指向性風速計の方が全体的に高い風速を示した。

特に、Y=-150、-100、100、150(mm)の開口面の端付近では、無指向性風速計と指向性

風速計の差が大きくなった。X=200(mm)(呼吸域を含む面 ) について指向性風速計の結

果と無指向性風速計の結果を比較すると、無指向性風速計で測定した風速は、指向性

で測定した風速よりも全体的に少し高くなっていた。風速分布の偏りに関しては、

X=0(mm)(発生源を含む面 )、X=200(mm)(呼吸域を含む面 )のどちらの面においても、大

きな偏りは見られなかった。  

 

 (2)開口率 32.6%のパンチング、無指向性風速計の風速測定結果  

  

表 4.12 無指向性風速計を用いた開口率 32.6%のパンチング、X=0(mm)の YZ 平面風

速 (m/s)  

 

Z(mm) 

25 40 60 80 100 150 200 250 300 

Y(mm) 

250 0.16 0.15 0.14 0.12 0.10 0.06 0.03 0.03 0.01 

200 0.31 0.27 0.22 0.19 0.15 0.09 0.05 0.03 0.02 

150 0.37 0.33 0.27 0.22 0.19 0.13 0.08 0.03 0.01 

100 0.38 0.35 0.30 0.26 0.23 0.15 0.08 0.04 0.02 

50 0.39 0.35 0.31 0.28 0.25 0.16 0.10 0.04 0.02 

0 0.39 0.36 0.31 0.28 0.24 0.17 0.12 0.06 0.03 

-50 0.39 0.36 0.31 0.28 0.24 0.17 0.10 0.05 0.02 

-100 0.39 0.35 0.31 0.27 0.24 0.17 0.10 0.04 0.03 

-150 0.37 0.34 0.27 0.24 0.21 0.15 0.09 0.04 0.03 

-200 0.33 0.29 0.24 0.20 0.16 0.11 0.08 0.05 0.03 

-250 0.18 0.18 0.16 0.14 0.12 0.08 0.06 0.05 0.03 
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図 4.21 開口率 32.6%のパンチング、無指向性風速計、X=0(mm)の YZ 平面風速分布  

 

表 4.13 無指向性風速計を用いた開口率 32.6%のパンチング、X=200(mm)の YZ 平面

風速 (m/s) 

 

Z(mm) 

25 40 60 80 100 200 300 

Y(mm) 

250 0.05 0.02 0.05 0.03 0.02 0.03 0.02 

200 0.06 0.06 0.05 0.06 0.02 0.04 0.01 

150 0.11 0.07 0.08 0.07 0.06 0.04 0.01 

100 0.14 0.10 0.11 0.09 0.08 0.04 0.01 

0 0.15 0.10 0.11 0.08 0.11 0.04 0.00 

-100 0.12 0.10 0.11 0.11 0.12 0.04 0.01 

-150 0.11 0.10 0.10 0.09 0.09 0.02 0.01 

-200 0.09 0.11 0.11 0.10 0.09 0.03 0.02 

-250 0.05 0.09 0.10 0.10 0.06 0.01 0.02 
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図 4.22 開口率 32.6%のパンチング、無指向性風速計、X=200(mm)の YZ 平面風速分

布  

 

開口率 32.6%のパンチング、無指向性風速計を用いて、X=0(mm)(発生源を含む面 )の

YZ 平面の風速測定を行なった際の各測定点の風速を表 4.12、風速分布のグラフを図

4.21 に示す。また、開口率 32.6%のパンチング、無指向性風速計を用いて、X=200(mm)(呼

吸域を含む面 )の YZ 平面の風速測定を行なった際の各測定点の風速を表 4.13、風速分

布を図 4.22 に示す。  

表 4.12、表 4.13 から、設定した捕捉点において、下方吸引型フードの制御風速 0.5 

m/s を下回っていた。図 4.21、図 4.22 からは、X=0(mm)(発生源を含む面 )および

X=200(mm)(呼吸域を含む面 )の 2 つの面において、開口面から遠ざかるにつれて風速

が減少する傾向があると言える。  

 全体の風速について、図 4.21 と図 4.22 から X=0(mm)と X=200(mm)の二つの面を比

較すると、X=200(mm)の面の風速が全体的に低くなった。  

また、図 4.12 と図 4.21 より、から、X=0(mm)の場合では、指向性風速計と無指向性

風速計の測定結果を比較すると、無指向性風速計の方が全体的に高い風速を示した。

特に、Y=-150、-100、100、150(mm)の開口面の端付近では、無指向性風速計で測定し
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た風速と指向性風速計で測定した風速の差がかなり大きくなった。  

図 4.13 と図 4.22 から、X=200(mm)の場合では、無指向性風速計で測定した風速が指

向性風速計よりもわずかに高くなった。  

風速分布の偏りに関しては、X=0(mm)(発生源を含む面 )および X=200(mm)(呼吸域を

含む面 )のどちらの面においても大きな偏りは見られなかった。  

 

4.4.4 先行研究、指向性、無指向性での風速分布比較  

先行研究では指向性の風速計を使用して風速測定を行なっていた。本研究では指向

性と無指向性の 2 種類の風速計を用いて風速測定を行なったので、各測定点における

風速分布を比較する。各測定点における、先行研究、指向性風速計、無指向性風速計

での風速分布を比較したもの以下に示す。パンチング開口率 40.3%、X=0(mm)の時を

図 4.23〜図 4.29、パンチング開口率 40.3%、X=200(mm)の時を図 4.30、図 4.31、パン

チング開口率 32.6%、X=0(mm)の時を図 4.32〜図 4.38、パンチング開口率 32.6%、

X=200(mm)の時を図 4.33、図 4.34 に示す。  

 

図 4.23 開口率 40.3%のパンチング、X=0(mm)、Z=25(mm)での風速分布の比較  
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図 4.24 開口率 40.3%のパンチング、X=0(mm)、Z=40(mm)での風速分布の比較  

図 4.25 開口率 40.3%のパンチング、X=0(mm)、Z=60(mm)での風速分布の比較  
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図 4.26 開口率 40.3%のパンチング、X=0(mm)、Z=80(mm)での風速分布の比較  

図 4.27 開口率 40.3%のパンチング、X=0(mm)、Z=100(mm)での風速分布の比較  
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図 4.28 開口率 40.3%のパンチング、X=0(mm)、Z=200(mm)での風速分布の比較  

図 4.29 開口率 40.3%のパンチング、X=0(mm)、Z=300(mm)での風速分布の比較  
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図 4.30 開口率 40.3%のパンチング、X=200(mm)、Z=25(mm)での風速分布の比較図

4.31 開口率 40.3%のパンチング、X=200(mm)、Z=40(mm)での風速分布の比較  
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図 4.32 開口率 32.6%のパンチング、X=0(mm)、Z=25(mm)での風速分布の比較  

 

図 4.33 開口率 32.6%のパンチング、X=0(mm)、Z=40(mm)での風速分布の比較  
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図 4.34 開口率 32.6%のパンチング、X=0(mm)、Z=60(mm)での風速分布の比較  

図 4.35 開口率 32.6%のパンチング、X=0(mm)、Z=80(mm)での風速分布の比較  
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図 4.36 開口率 32.6%のパンチング、X=0(mm)、Z=100(mm)での風速分布の比較  

図 4.37 開口率 32.6%のパンチング、X=0(mm)、Z=200(mm)での風速分布の比較  
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図 4.38 開口率 32.6%のパンチング、X=0(mm)、Z=300(mm)での風速分布の比較  

図 4.39 開口率 32.6%のパンチング、X=200(mm)、Z=25(mm)での風速分布の比較  
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図 4.40 開口率 32.6%のパンチング、X=200(mm)、Z=40(mm)での風速分布の比較 

 

図 4.23〜図 4.29、図 4.32〜図 4.38 より、X=0(mm)(発生源を含む面 )において、先行

研究では風速分布が Y 軸マイナス方向に偏っていたのに対し、本研究の測定結果では

左右の偏りが見られなかった。また、指向性風速計と無指向性風速計による測定結果

を比較すると、開口面の端付近である Y=-250、-200、-150、150、200、250(mm)におい

ては、無指向性風速計による測定結果の方が指向性風速計による測定結果よりも風速

が大きくなった。  

図 4.30、図 4.31、図 4.39、図 4.40 より、X=200(mm)(呼吸域を含む面 )において、Y

軸マイナス方向では先行研究のデータの方が本研究の測定結果よりも風速が大きくな

った。また、指向性風速計と無指向性風速計による測定結果を比較すると、X=0(mm)(発

生源を含む面 )の結果ほど顕著ではないが、無指向性風速計による測定結果の方が指向

性風速計による測定結果よりも全体的に風速が大きくなった。  

  

4.4.5 考察  

X=0(mm)(発生源を含む面 )および X=200(mm)(呼吸域を含む面 )において、先行研究

と指向性・無指向性風速計による測定結果の風速分布の違いを比較すると、無指向性
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風速計による風速測定結果の方が指向性風速計による風速測定結果よりも全体的に風

速が大きくなっていることがわかった。特に開口面の端付近では、無指向性風速計の

測定結果が指向性風速計よりも大きな風速を示していた。つまり、開口面中心付近で

は、主として垂直方向の吸引気流が発生しているが、開口面の端付近では垂直方向以

外の吸引気流が発生していると考えられる。吸い込みフードの場合、フード後方から

も吸い込むので、特にフランジを付けた場合、開口面の端付近では、開口面に対して

水平な方向に気流が強く発生していると考えられる。  

また、先行研究のデータと本実験の指向性風速計による測定結果を比較すると、先

行研究の風速分布が Y 軸マイナス方向に偏っていたのに対し、指向性風速計による測

定結果では風速分布に左右の偏りは見られなかった。先行研究ではダクトを Y 軸と平

行に配置し、チャンバーボックスの側面に設置していた。これが先行研究の風速分布

が Y 軸マイナス方向に偏っていた原因と考えられる。その結果、開口面とダクトの近

くでは風速が大きくなる傾向があった。一方、本研究で作製した換気作業台では、開

口面上の中心付近にダクトを設置し、ダクトの向きを Z 軸と平行に配置したことによ

り、風速の偏りが少なくなった。今回の実験結果より、開口面の中心線 (Z 軸 )における

風速が開口面上の各高さにおける最大風速となることが分かった。つまり、開口面上

の中心付近、ダクトの向きを Z 軸と平行に配置したことで、ダクトからの吸引風速が

中心に集中し、開口面の中心線 (Z 軸 )において風速が最大になった。この配置により、

開口面の風速が均一になるため、風速の偏りが小さくなると考えられる。  

無指向性風速計を用いた各開口率パンチングの YZ 平面風速から、開口率 40.3%の

パンチングが風速の偏りが少ない。したがって、本研究で用いたパンチングの中では、

開口率 40.3%のパンチングが最も効果的なパンチングと考えられる。また、無指向性

風速計が換気作業台において風速を正確に測定するのに有効であり、ダクトの設置位

置と向きは風速分布の均一性に影響を与えると考えられる。  

 

4.5 換気作業台の捕集率の測定  

4.5.1 実験目的  

実際の有機溶剤を扱う現場を想定し、換気作業台の排風量と発生源位置の高さを変

化させた場合のアセトンの捕集率を測定する。捕集率を測定することにより、本研究

で作製した換気作業台がどれくらいの排風量で効果を発揮できるかを知ることができ

る。本研究では 4.4 の結果から、開口率 40.3%のパンチングを使用することとした。  
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4.5.2 実験方法  

実際の現場を想定して発生源の設置位置の高さを 3、5、7、9(cm)に設定し、それぞ

れの高さにおける排風量を変化させた場合のアセトンの捕集率を測定した。  

風速測定と同じようにフード上部の開口面の中心を原点 (X、Y、Z=0(mm))に設定す

る。そして、高さ方向 (Z 軸 )にアセトンの発生位置を設定した。また、設定した高さに

おける制御風速を満たすための必要排風量をフランジ付き長方形型外付け式フードに

対する式 (4-2)から算出した。ここで、Q は必要排風量 (m3/min)、VC は制御風速 (m/s)、

X は開口面からの距離 (m)、A はフード開口面面積 (m2)である。  

 

 

式 (4-2)より、高さが 3 cm、5 cm、7 cm、9cm の場合、必要排風量はそれぞれ 2.9、

3.3、3.8、4.5(m3/min)である。それぞれの必要排風量よりも小さい排風量と大きい排風

量について捕集率の測定を行なった。  

実際のネイルサロンの現場調査より、ネイリング作業で使う溶剤の入った容器のサ

イズを参考に、直径 3cm のシャーレから溶剤が蒸発すると仮定した。しかしながら、

発生源としてのアセトンガスを全方向に均一に発散させるため、実際の実験では直径

3cm のバブリングフィルターを用いることとした。そこでシャーレからの 1 分間あた

りの蒸発量と同じになるようにポンプの流量を求める必要がある。アセトンの発生量

は 5.0 mg/min/cm2 であり、表面積に比例する。そのため直径 3cm のシャーレを用いて

アセトンを蒸発させる時の発生量は以下の式 (4-3)のように算出できる 6)。  

  

  

したがって、式 (4-3)より、1 分間当たり 0.0353g アセトンが蒸発していることにな

る。また、気体のモル体積は 24.45(L/mol)(25℃)、アセトンのモル質量は 58.08(g/mol)、

アセトンの管理濃度が 500 ppm であるので、本研究は管理濃度の 10 倍の 5000 ppm の

アセトンガスを発生源として発生させた。以上の数値を用いて、 1 分間あたりの蒸発

量と同じになるようなポンプの流量を算出したものが以下の式 (4-4)である。  

  

 Q＝60 × 0.75 × VC × (10X2＋A) (4-2) 

 

 
(4-3) 



 
 

 148  
 

  

そして、直径 3cm のシャーレからの 1 分間あたりの蒸発量と同じになるようなポン

プの流量は 2.97 L/min となる。また、10L のテトラバックに 5000ppm のアセトンガス

を作成するため、液体のアセトン注入量は式 (4-5)で求めた。  

 

 

はじめに、発生源をチャンバーボックスの中央に設置し、発生したアセトンガスが

すべて吸引されるようにし、捕集率が 100 %になるダクト内濃度を求めた。次に、他

の設定した発生位置での各排風量におけるダクト内濃度を測定し、捕集率を求めた。

ただし、アセトンガスが十分均一になるようにダクト内の測定点はチャンバーボック

スとダクトの接続部から下流側 2m 離れた位置とした。捕集率測定実験の測定条件を

表 4.14、アセトンの発生位置を示した図を図 4.41、実際の発生源の様子を図 4.42 に示

す。  

 

表 4.14 捕集率測定実験の測定条件  

フードの開口面

サイズ (mm) 

アセトンガス  

濃度 (ppm) 

発生源の  

設置位置  

(cm) 

排風量  

(m3/min) 

400 

× 

300 

5000 

3 1.0、2.0、2.9*、3.0、4.0 

5 1.0、2.0、3.0、3.3*、4.0、5.0 

7 1.0、2.0、3.0、3.8*、4.0、5.0 

9 3.0、4.0、4.5*、5.0、6.0 

*式 (4-1)より求めた各高さにおける必要排風量  

 

 

  

(4-4) 

 
10(L)

24.45(L/mol)
× 5000(ppm)＝

58.08(g/mol)

784(g/mol)
× 10−7＝1.51mL (4-5) 
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図 4.41 アセトンの発生位置  

図 4.42 実際の発生源の様子  
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以下に捕集率測定の実験手順を示す。  

実験手順  

①  10 L テトラーバッグに 1.51 mL の液体のアセトンを注入して 5000 ppm のアセト

ンガスを作製した。  

②  作製したテトラーバッグをポンプに接続して、ポンプの流量を 2.97 L/min に設定

した。  

③  捕集率が 100 %の場合のダクト内濃度を求めるために発生源をチャンバーボック

スの中央に設置した。  

④  ガス発生 1 分後、2 L/min に設定したポンプで、ダクト内測定点からテトラーバッ

グに 3 L のガスを捕集した。  

⑤  VOC モニター (理研計器 GX-6000)を使ってテトラーバッグ内のアセトン濃度を測

定した。  

⑥  発生源の位置を変えて、同様にダクト内の濃度を測定し、捕集率を求めた。  

4.5.3 実験結果  

(1)発生源をチャンバーボックス中央に設置した場合 (捕集率が 100%)のダクト内濃度

の測定結果  

 

表 4.15 チャンバーボックスの中央 (捕集率が 100%)、実際の測定値、平均濃度  

発生源の

設置位置  

排風量  

(m3/min) 

測定値 (ppb) 平均濃度

(ppb) 1 回目  2 回目  3 回目  

チャンバ

ーボック

スの中央  

1.0 5880 5910 5980 5920 

2.0 3720 3550 3510 3600 

2.9 2420 2570 2700 2600 

3.0 2450 2660 2620 2580 

3.3 2100 2500 2430 2340 

3.8 2020 2040 2080 2050 

4.0 1810 1780 1800 1800 

4.5 1540 1570 1630 1580 

5.0 1350 1480 1470 1430 

6.0 1200 1240 1280 1240 



 
 

 151  
 

図 4.43 チャンバーボックスの中央のアセトンガス濃度捕集率と排風量の関係  

 

チャンバーボックスの中央に発生源を設置し、排風量を変化させてダクト内の濃度

を測定した。排風量は、1.0、2.0、2.9、3.0、3.3、3.8、4.0、4.5、5.0、6.0 (m3/min)に設

定した。また、測定ごとに BG(バックグラウンド )濃度を測定し、VOC モニターの指示

値から差し引いたものを測定値として用いる。測定値、平均濃度を表 4.15 に示す。ま

た、チャンバーボックスの中央のアセトンガス濃度捕集率と排風量の関係を図 4.43 に

示す。  

表 4.15 より、発生源をチャンバーボックスの中央に設置した場合、排風量が大きく

なるに従って、ダクト内濃度が低くなっていることがわかる。また、図 4.43 より、ア

セトンガス濃度捕集率と排風量の関係は反比例関係に近いことが分かった。  

  

(2)高さごとのダクト内濃度測定結果  

発生源の設置位置の高さを 3、5、7、9 cm と変えて、チャンバーボックスの中央 (捕

集率 100%)の時と同様にダクト内濃度を測定した。発生源の設置位置とその時設定し

た排風量は表 4.16 に示した通りである。また、捕集率 100%の測定時と同様に BG(バ

ックグラウンド )濃度を測定し、VOC モニターの指示値から差し引いたものを測定値
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として用いる。測定値、平均濃度と捕集率を表 4.16〜表 4.19、各高さにおいて排風量

を変化させた時の測定値、平均濃度と捕集率を図 4.44〜図 4.47 に示す。  

 

表 4.16 高さ 3 cm、各排風量の測定値、平均濃度と捕集率  

発生源の

設置位置  

排風量  

(m3/min) 

測定値 (ppb) 平均濃度

(ppb) 

捕集率  

(%) 1 回目  2 回目  3 回目  

高さ 3 cm 

1.0 5360 5300 5280 5310 89.7 

2.0 3220 3350 3370 3310 92.2 

2.9 2320 2370 2530 2410 94.0 

3.0 2410 2450 2410 2420 94.1 

4.0 1810 1820 1860 1830 102.0 

図 4. 44 高さ 3 cm において排風量を変化させた時の捕集率  

 

表 4.16、図 4.44 より、発生源の設置位置が高さ 3 cm、排風量 2.9 m3/min とした場

合、捕集率は 94.0%となった。排風量 2.0 と 1.0m3/min の場合、捕集率は 92.2%、89.7%

となり、排風量の減少により捕集率が低下した。排風量が必要排風量 2.9 m3/min より

大きい 3m3/min、4m3/min の場合、捕集率がそれぞれ 94.1%と 102.0%となった。  
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表 4.17 高さ 5 cm、各排風量の測定値、平均濃度と捕集率  

発生源の

設置位置  

排風量  

(m3/min) 

測定値 (ppb) 平均濃度

(ppb) 

捕集率  

(%) 1 回目  2 回目  3 回目  

高さ 5 cm 

1.0 5100 5020 5080 5070 85.6 

2.0 3390  3430 3480  3430 95.4 

3.0 2460  2490 2570  2510 97.3 

3.3 2310  2270  2270  2280 97.3 

4.0 1660  1740  1690  1700 99.3 

5.0 1520  1530  1530  1530 106.5 

図 4.45 高さ 5 cm において排風量を変化させた時の捕集率  

  

表 4.17、図 4.45 より、発生源の設置位置が高さ 5 cm、排風量 3.3 m3/min で測定し

た場合、捕集率は 97.3%となった。排風量が必要排風量 3.3 m3/min より少ない 1.0m3/min

の場合、捕集率が 85.6%となり、捕集率に大きな影響を与えた。排風量が必要排風量

3.3 m3/min より大きい 4.0m3/min、5.0m3/min の場合、捕集率がそれぞれ 99.3%、106.5%

となり、捕集率は 100 %に近くなった。  
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表 4.18 高さ 7 cm、各排風量の測定値、平均濃度と捕集率  

発生源の

設置位置  

排風量  

(m3/min) 

測定値 (ppb) 平均濃度

(ppb) 

捕集率  

(%) 1 回目  2 回目  3 回目  

高さ 7 cm 

1.0 4900 4930 4940 4920 83.1 

2.0 3410  3490  3230  3380  93.9 

3.0 2530  2460  2410  2470  95.7 

3.8 1980  1940  1920  1940 94.9 

4.0 1680  1770  1610 1690 98.7 

5.0 1500  1400 1550  1490 103.6 

図 4.46 高さ 7 cm において排風量を変化させた時の捕集率  

 

表 4.18、図 4.46 より、発生源の設置位置が高さ 7 cm、排風量 3.8 m3/min で測定し

た場合、捕集率は 94.9%となった。排風量が必要排風量 3.8 m3/min より少ない 1 m3/min

の場合、捕集率が 83.1%となり、必要排風 3.8m3/min より大きい 4.0m3/min、5.0m3/min

の場合、捕集率がそれぞれ 98.7%、103.6%となった。アセトンの設置位置を高さ 7cm

とした場合、排風量が大きくなると、捕集率に明確な上昇傾向が見られた。発生位置

3 cm、5 cm の場合、捕集率はほぼ 95 %以上であった。  
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表 4.19 高さ 9 cm、各排風量の測定値、平均濃度と捕集率  

発生源の

設置位置  

排風量  

(m3/min) 

測定値 (ppb) 平均濃度

(ppb) 

捕集率  

(%) 1 回目  2 回目  3 回目  

高さ 9 cm 

3.0 2230 2330 2400 2320 89.9 

4.0 1710  1730  1750 1730 101.2 

4.5 1530  1570 1620  1570 99.7 

5.0 1410  1460  1440 1430 100.0 

6.0 1260 1330  1200 1270 102.1 

 

図 4.47 高さ 9 cm において排風量を変化させた時の捕集率  

 

表 4.19、図 4.47 より、発生源の設置位置が高さ 9 cm、排風量 4.5 m3/min で測定し

た場合、捕集率は 99.7%となった。必要排風量 4.5 m3/min より大きい 5.0m3/min、

6.0m3/min の場合、捕集率がそれぞれ 100.0%、102.1%となった。表 4.16〜表 4.19 より、

発生源の設置位置を高くしても、排風量が大きいほど、ダクト内濃度が低くなる傾向

は変わらなかった。  
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(3)各発生源高さ、排風量における捕集率測定の結果  

 4.16〜表 4.19 までの結果をまとめ、発生源の各高さ、排風量における捕集率を求め

たものを表 4.20 に示す。また、発生源の各高さにおいて、排風量を変化させた時の捕

集率をまとめたものを図 4.48 に示す。  

 

表 4.20 各発生源高さ、排風量における捕集率 (%) 

排風量  

(m3/min) 

測定場所  

高さ 3 cm 高さ 5 cm 高さ 7 cm 高さ 9 cm 

1.0 89.7 85.6 83.1  

2.0 92.2 95.4 93.9  

2.9 94.0    

3.0 94.1 97.2 95.7 89.9 

3.3  97.3   

3.8   94.9  

4.0 102.0 99.3 98.7 101.2 

4.5    99.7 

5.0  106.5 103.6 100.0 

6.0    102.1 
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図 4.48 各高さにおいて排風量を変化させた時の捕集率  

  

表 4.20 から、発生源の設置位置の高さ 3、5 cm の場合、排風量を大きくすると捕集

率も大きくなる傾向があることがわかる。一方、発生源の設置位置の高さが 7 cm、9 

cm の場合、排風量の変化による捕集率の変化は少なく、捕集率は 90%前後を維持し、

あまり変化しない結果となった。また、図 4.48 より、どの高さにおいても排風量が増

加すると捕集率も増加する傾向になった。そして、必要排風量より少ない場合でも、

捕集率が 90%以上になることもあった。  

 

4.5.4 考察  

発生源の設置位置が低い場合 (各発生源の設置位置高さ 3cm、5cm)では、排風量を増

やすと捕集率も高くなる傾向があった。しかし、発生源の設置位置が高い時 (各発生源

の設置位置高さ 7、9 cm)には、排風量を大きくしても捕集率が高くならない場合があ

った。これは、発生源の設置位置が高いほど吸引風速が低くなり、周囲の環境の影響

(外乱気流など )を受けやすくなるからと考えられる。また、いくつかの排風量におい

て、発生源の設置位置が 3cm の場合、約 90%程度の捕集率を維持した。一方、同じ排

風量に設定した場合、発生源の設置位置が低いほど捕集率が高くなる傾向となった。
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これは、同じ排風量でも開口面に近いほど風速が大きくなり、その気流によって有機

溶剤が捕集されることが原因として考えられる。  

 さらに、式 (4-2)より求めた各高さにおける必要排風量と、必要排風量よりも大きな

排風量に設定した場合、捕集率は 100%近くになった。これは、必要排風量を満たさな

くてもアセトンを十分に捕集できることを示している。この結果から、制御風速を満

たすために計算された必要排気風量が、本研究で用いた換気作業台では過剰であると

考えられる。  

また、排風量が必要排風量よりも少ない 1.0m3/min の場合、捕集率は 90 %以下とな

り、他の排風量と比べて捕集率が大幅に減少した。一方で、2.0m3/min の場合、捕集率

は 90%を維持していた。過去の研究ではアセトンガスの捕集率を 90%以上に保つため

には 3.0m3/min の排風量が必要であった。このことから、本研究で作製した換気作業

台は、チャンバーボックスとダクトの設置位置の変更によってフード開口面上の風速

分布が均一化され、アセトンガスの捕集性能が向上したと考えられる。  

 

4.6 まとめ  

ネイルサロンや塗装、洗浄、印刷などの有機溶剤を取り扱う現場では、低濃度のば

く露でも健康に悪影響を及ぼす可能性があると考えられる。そのため、多くのネイル

サロンでは、環境中、特に呼吸域の空気環境中による人の健康影響を及ぼす有害物質

を除去するため、換気装置の設置は必要となる。その中で米国国立労働安全衛生研究

所 (NIOSH)が推奨する換気作業台 (Ventilated Table)は作業者及び顧客の呼吸域の近く

にある有機溶剤蒸気を効果的に除去することを示し、ネイルサロンなどの有機溶剤を

扱う現場における有害物質を除去するための重要な工学的制御手段となる。一方、ネ

イルサロンなどの現場における多様な作業に伴い、作業者の口や鼻の位置が移動する

ことが考えられる。 その際に、排気装置の吸引で生じる開口面上の風速分布の偏りが

大きいと、風速の低い領域から有害物質の漏洩が発生する可能性があり、特に作業者

の口や鼻が移動した際に、作業者が高濃度の有害物質にばく露する危険性がある。  

そこで、本研究では、低濃度のばく露でも健康に悪影響を及ぼす可能性があるネイ

ルサロンなどの現場を想定して、実際の作業者の作業範囲を考慮して、作業に影響が

少ないように外付け式下方吸引長方形型フードを備えた換気作業台を作製した。その

上で、フード開口面上の風速分布の偏りを低減させることを考慮し、フードの開口面

上に開口率の異なる 3 つのパンチング (22.7%、32.6%、40.3%)をそれぞれ設置した場合

において、設定した捕捉点での風速や開口面上の風速分布にどう影響を与えるかを調
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べるため、風速測定を行った。さらに、実際に有機溶剤を扱う現場を想定して、有機

溶剤であるアセトンガスを発生させ、換気作業台の排風量を変化させた場合の捕集率

の測定を行った。その結果、先行研究と本研究における指向性風速計による測定結果

を比較したところ、先行研究ではダクトの配置が風速分布に偏りをもたらし、特に Y

軸マイナス方向に風速が増加していることが明らかになった。一方、本研究でのダク

ト配置では、Z 軸と平行な向きに設置することで風速分布の偏りが軽減された。実験

結果からは、開口面の中心線 (Z 軸 )における風速が最大となることが確認された。この

配置により、風速が均一に開口面に取り込まれるため、風速の偏りが小さくなると考

えられる。そして、無指向性風速計を用いた各開口率パンチングの YZ 平面風速から、

開口率 40.3%のパンチングが風速の偏りが少ない。さらに、穴径が大きいため、パン

チングの圧力損失が小さくなる。そのためファンへの負荷も小さくなる。したがって、

本研究で用いたパンチングの中では、開口率 40.3%のパンチングが最も効果的なパン

チングと考えられる。また、無指向性風速計が換気作業台において風速を正確に測定

するのに有効であり、ダクトの設置位置と向きは風速分布の均一性に影響を与えると

考えられる。  

  また、有機溶剤であるアセトンガスを発生させ、換気作業台の排風量を変化させた

場合の捕集率の結果より、下方吸引でアセトンガスの吸引に最も効果的な開口率

40.3%のパンチングを設置した換気作業台を用いて、法令で定められている制御風速

を満たすように求めた必要排風量より少ない排風量でもアセトンガスに対する捕集率

を 90%以上にすることができた。  
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第 5 章 有機溶剤作業に対する排風量制御システムを搭載した換気作業台

の性能評価 

5.1 研究背景と目的 

近年、ネイルサロンの有機溶剤を含むネイル製品の使用による室内空気質問題及び

作業者または顧客に対する健康問題における社会の注目が高まっている 1-12)。また、

ネイルサロンから発生する強い化学物質の臭気により、その場の空気環境やネイリス

ト及び顧客の健康への影響についての懸念が高まっている。ネイルサロンの臭気、蒸

気、粉じんがネイリストや顧客の健康に有害なのかを判断するために、そのばく露評

価の需要も近年増加していた。 

 ネイルサロンで最も一般的に使用される溶媒はアセトンである。また、OSHA(アメリ

カ合衆国労働安全衛生庁 )危険情報伝達基準により、危険な化学物質を  1% 以上含む

製品ごとに、化学物質メーカーがサロンオーナーに製品の製品安全データシート (SDS) 

を提供する必要がある。SDS には、製品の成分、健康と安全のリスク、ばく露経路、

使用および保管の注意事項、または緊急時に必要な措置に関する情報が記載されてい

る。 ネイルサロンでの労働者のばく露を最小限に抑えるために、換気システム、適切

な呼吸器、皮膚及び目の保護具を含む個人用保護具  (PPE) が  OSHA によって推奨さ

れている 13)。  

 ネイルサロンにおける化学物質や粉じんへのばく露の主な経路は、吸入と皮膚への

接触であると考えられる。ネイルの施術は通常ネイルテーブルで行われ、ネイリスト

が作業を完了するまでに、顧客の手をテーブルの上に置き、ネイルの処理中、ネイリ

ストの呼吸域が化学物質や粉じんに近いことが懸念の理由である。そして、ネイリス

トは、粉じんや蒸気の形でアクリル酸塩や溶剤など、さまざまな危険な化学物質にば

く露される可能性がある。 

Linh らはトロントの 18 軒のネイルサロンで、従業員が 10 種類のフタル酸エステル

と 19 種類の有機リン酸エステル（OPEs）における個人ばく露状況を評価した 14)。活

性空気サンプラー（Active air sampler）でばく露濃度測定結果では、フタル酸ジエチル

とフタル酸ジイソブチルの濃度が最も高かった。また、活性空気サンプラーで検知し

たリン酸トリス（2−クロロイソプロピル）、TCIPP、リン酸トリス（3−クロロエチル）

は一般的に難燃剤として使用されているが、ネイリング製品の使用には報告されてい

ないことがわかった。そして、1 つの作業中、受動シリカゲルブローチ上で合計 16 種

類（55%）のフタル酸エステルと OPE が検出され、リストバンドでは 19 種類（66%）

のフタル酸エステルと OPE が検出された。サンプラーの特性、作業内容及び化学排出
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源は受動サンプラーを用いた揮発性有機化合物のばく露測定に影響を与える 3 つの原

因が考えられる。  

通常、局所排気装置などの換気装置はネイルサロンでの吸入ばく露を最小限に抑え

ることができるが、ばく露を軽減する上で、これらの換気装置の有機溶剤蒸気に対す

る捕集効率に関する調査研究はほとんどない。 

 さらに、ネイルサロンなどの現場における多様な作業に伴い、特に、除光液でマニ

キュアやエナメルを落とす作業とネイリング作業を行う際に、揮発性の高い性質をも

つアセトンなどを含む蒸気は手の作業から生じる気流に乗り、作業者または顧客の呼

吸域に拡散するリスクが高い。その際に、ネイルサロンで使用される局所排気装置は、

一般的に吸引風速の有効範囲が狭いので、フードの開口面作業面上における作業者の

手による動作で生じる外乱気流が引き起こす有害物質の拡散に適切に対応できないと

いう問題点がある。  

 そこで、本研究では、4 章におけるネイルサロンの現場を想定して作製した換気作

業台を用いて、実際のネイルサロンを対象として現場調査を行い、実際の作業動作を

実験室で模擬して外乱気流を発生させた。その作業における手の動作によって発生源

付近の風速にどう影響を与えるかを調べた。そして、外乱気流を発生させた状態で捕

集率の測定を行い、外乱気流がない場合の結果と比較した。それによって、本研究で

作製した換気作業台が、外乱気流を発生させた場合に対して、どれくらいの排風量で

効果を発揮できるかを調べ、適切な排風量を求めた。さらに、 3 章で開発した排風量

制御システムを換気作業台に取り込み、作業者の手による外乱気流が生じた場合のア

セトン蒸気に対する捕集率の変化を調べ、捕集性能の評価を行った。  

  

5.2 実験装置と方法  

5.2.1 ネイルサロンでの作業を想定した場合の外乱気流の測定  

 4 章で作製した作業台を用いて、作業台のフード開口面上における外乱気流の測定

を行った。図 5.1 に示すようにフード上部の開口面の中心を原点 (X、Y、Z=0(mm))に

設定した。そして、アセトンの発生位置を高さ方向 (Z 軸 )に設定した。また、バブリン

グフィルターを発生源としてフードの上に設置した。外乱気流の発生はネイルサロン

の現場調査に基づいて作業者の手による縦方向の動作 (外乱パターン縦動作 )と横方向

の動作 (外乱パターン横動作 )とした。実際に想定した手の動きを示した図を図 5.2 に

示す。  

 本研究では、無指向性風速計を使用して風速の時間変化を測定した。無指向性風速

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%9E%E3%83%8B%E3%82%AD%E3%83%A5%E3%82%A2
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%9E%E3%83%8B%E3%82%AD%E3%83%A5%E3%82%A2
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%A8%E3%83%8A%E3%83%A1%E3%83%AB
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計の設置位置を発生源からさらに 2cm 上方の位置に設定した。また、手の動きによっ

て発生源や無指向性風速計に干渉してしまう可能性があるため、発生源の設置位置を

捕集率測定の時とは違い、発生源の設置位置が 9cm の場合の測定は行わなかった。手

の動きで生じる外乱気流風速の測定条件を表 5.1 に示す。  

図 5.1 フード開口面上の測定概要 

 

図 5.2 作業者の手の作動方向 
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表 5.1 外乱風速の測定条件  

サンプリ

ング条件  

測定  

パターン  

発生源  

設置位置

(cm) 

手を動かす動作  

パターン  

排風量

(m3/min) 

測定点

(X,Y,Z)(mm) 

サンプリ

ング間隔

1 s 

× 

測定時間

60 s 

× 

測定回数

3 回  

装置稼働  

外乱気流  

なし  

 

装置稼働  

なし  

外乱気流  

あり  

 

装置稼働  

外乱気流  

あり  

3 

外乱パターン  

縦動作  
2.9 

(0,0,50), 

(0,100,50), 

(50,0,50) 
外乱パターン  

横動作  

5 

外乱パターン  

縦動作  
3.3 

(0,0,70), 

(0,100,70), 

(50,0,70) 
外乱パターン  

横動作  

7 

 

 
3.8 

(0,0,90), 

(0,100,90), 

(50,0,90) 
外乱パターン  

横動作  

 

また、発生源の位置が 7 cm の場合は外乱パターン横動作のみで測定を行った。これ

は、発生源が 7 cm の位置にある場合、外乱パターン縦動作は風速計に干渉してしまう

ためである。  

以下に作業に伴って発生する外乱風速測定実験の実験手順を示す。  

①  微差圧計からの出力電流をインバーターに入力して、設定した各排風量になるよ

うにファンを制御した。  

②  手のマネキンを設置し、測定点に風速計を固定した。  

③  想定した外乱気流のパターンを再現するために、作業者の手を 1 秒に 2〜3 回の速

さで横方向または縦方向に動かし、外乱気流を発生させた。  

④  測定は以下の 3 つのパターンで行った。  

・装置を稼働させずに外乱気流のみを発生させた場合。  

・手を動かさずに装置のみを稼働させた場合。  

・装置を稼働させた状態で手を動かして外乱気流を発生させた場合。  

5.2.2 外乱気流に対する換気作業台の捕集性能の評価  
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 本実験では、フード上部の開口面の中心を原点 (X、Y、Z=0(mm))に設定した。そし

て、原点から高さ方向 (Z 軸 )にアセトンの発生位置を設定した。また、 5.2.1 で行った

発生源の設置位置と同じく、3 cm、5 cm、7cm に設定し、4 章で行った捕集率測定と同

じく、アセトンガスを発生源として使用し、直径 3 cm のシャーレ内のアセトン蒸発量

と同じになるようにポンプの流量を 2.97 L/min に設定した。アセトンガスが十分均一

的に拡散するようにダクト内の測定点はチャンバーボックスとダクトの接続部から下

流側 2m 離れた位置とした。  

また、想定した外乱パターン動作で手を動かし、外乱気流を発生させた。発生源の

設置位置を 3 cm、5 cm、7cm と変えたとき、4 章の捕集率測定の時と同様にダクト内

濃度を測定した。排風量は、1、2、3(m3/min)に設定した。また、測定ごとに BG(バッ

クグラウンド )濃度を測定し、VOC モニターの指示値から差し引いたものを測定値と

して用いた。捕集率測定実験の測定条件を表 5.2 に示し、外乱気流がある場合の捕集

率測定実験の様子を図 5.3 に示す。  

表 5.2 捕集率測定実験の測定条件  

フードの  

開口面サイズ  

(mm) 

アセトン  

ガス濃度  

(ppm) 

発生源の  

設置位置  

(cm) 

排風量  

(m3/min) 

400 

× 

300 

5000 3 1、2、3 

 

図 5.3 手の動作で生じる外乱気流を加えた場合の捕集率測定実験の様子  

以下に捕集率測定の実験手順を示す。  
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①  10 L テトラーバッグに 1.51 mL の液体のアセトンを注入して 5000 ppm のアセトン

ガスを作製した。  

②  作製したテトラーバッグをポンプに接続して、ポンプの流量を 2.97 L/min に設定

した。  

③  発生源を固定し、想定した外乱パターン動作を再現するように、手を 1 秒間に 2〜

3 回の速度で動かし外乱気流を発生させた。  

④  ガス発生 1 分後、2 L/min に設定したポンプで、ダクト内測定点からテトラーバッ

グに 3 L のガスを捕集した。  

⑤  VOC モニター (理研計器 GX-6000)を使ってテトラーバッグ内のアセトン濃度を測

定した。  

⑥  発生源の位置を変えて、同様にダクト内の濃度を測定し、捕集率を求めた。  

 

5.2.3 排風量制御システムを搭載した換気作業台における捕集効率の実験  

 本実験では、3 章で作製した排風量制御システムを換気作業台に搭載させ、換気作

業台の上方で手による動作から生じる外乱気流を加えた場合、アセトンガスに対する

捕集率を測定し、作業台の捕集性能を評価した。実験装置の概略を図 5.4 に、作業中

の小型風速センサーを手につけた位置の概略を図 5.5 に示す。  

図 5.4 排風量制御システムを搭載した換気作業台の概略図  
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図 5.5 小型風速センサーを手に付けた場合の概略図  

 

また、捕集率測定の実験手順は以下のように示す。  

①10 L テトラーバッグに 1.51 mL の液体のアセトンを注入して 5000 ppm のアセトン

ガスを作製した。  

②作製したテトラーバッグをポンプに接続して、ポンプの流量を 2.97 L/min に設定し

た。  

③発生源を固定し、ガス発生 30 秒後、2 L/min に設定したポンプで、ダクト内測定点

からテトラーバッグに 3 L のガスを捕集した。  

④想定した外乱パターン動作を再現するように、作業台のフード開口面上方で手を 1

秒間に 2〜3 回の速度で動かし外乱気流を発生させた。ガス発生 30 秒後、2 L/min に設

定したポンプで、ダクト内測定点からテトラーバッグに 3 L のガスを捕集した。  

⑤VOC モニター (理研計器 GX-6000)を使ってそれぞれ外乱気流を加えた場合と外乱気

流がない場合のテトラーバッグ内のアセトン濃度を測定し比較した。  

 

5.3 実験結果と考察  

5.3.1 ネイルサロンでの作業を想定した場合の外乱気流の測定結果と考察  

(1)発生源の設置位置が高さ 3 cm の時の外乱風速測定結果  

 発生源の設置位置の高さを 3 cm に設定し、装置を稼働させず外乱気流のみを発生

させた場合、手を動かさずに制御風速を満たすための必要排風量である 2.9 m3/min で
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装置のみを稼働させた場合、必要排風量で装置を稼働させた状態で手を動かして外乱

気流を発生させた場合の 3 つのパターンで風速を測定した。各測定点での結果を図 5.6

〜図 5.8 に示す。  

図 5.6 から図 5.8 より、同じ測定点での結果を比較すると外乱パターン横動作の場

合、外乱パターン縦動作よりも装置のみ場合の風速に対して、大きくなった。しかし、

同じ外乱パターンで比較すると、(50, 0, 50)の点は、他の 2 点と比較して装置のみを稼

働させた場合よりも風速の変動が小さくなった。  

図 5.6 発生源の設置位置高さ 3cm、各外乱パターン動作、(0,0,50)での風速比較  
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図 5.7 発生源の設置位置高さ 3cm、各外乱パターン動作、 (0,100,50)での風速比較  

図 5.8 発生源の設置位置高さ 3cm、各外乱パターン動作、 (50,0,50)での風速比較  
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(2)発生源の設置位置が高さ 5 cm の時の外乱風速測定結果  

 発生源の設置位置の高さを 5 cm に設定して、装置を稼働させず外乱気流のみを発

生させた場合、手を動かさずに制御風速を満たすための必要排風量である 3.3 m3/min

で装置のみを稼働させた場合、必要排風量で装置を稼働させた状態で手を動かして外

乱気流を発生させた場合の 3 つのパターンで風速を測定した。各測定点での結果を図

5.9〜図 5.11 に示す。  

 図 5.9 から図 5.11 より、同じ測定点での結果を比較すると外乱パターン横動作の場

合、外乱パターン縦動作よりも風速の差が大きくなった。また、(50, 0, 70)の点で測定

した結果は、他の 2 点で測定した結果より風速の変動が大きくなった。  

図 5.9 発生源の設置位置高さ 5cm、各外乱パターン動作、 (0,0,70)での風速比較  
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図 5.10 発生源の設置位置高さ 5cm、各外乱パターン動作、 (0,100,70)での風速比較  

図 5.11 発生源の設置位置高さ 5cm、各外乱パターン動作、 (50,0,70)での風速比較  
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(3)発生源の設置位置が高さ 7 cm の時の外乱風速測定結果  

発生源の設置位置の高さを 7 cm に設定して、装置を稼働させず外乱気流のみを発

生させた場合、手を動かさずに制御風速を満たすための必要排風量である 3.8 m3/min

で装置のみを稼働させた場合、必要排風量で装置を稼働させた状態で手を動かして外

乱気流を発生させた場合の 3 つのパターンで風速を測定した。先ほど述べたように、

発生源の位置が 7 cm の場合は、外乱パターン横動作でのみ測定を行った。外乱パター

ン横動作で外乱気流を発生させ、3 つのパターンの風速を測定し、比較したものを図

5.12〜図 5.14 に示す。図 5.12 から図 5.14 より、同じ外乱パターンで比較すると、 (0, 

100, 90)の点で測定した結果は、他の 2 点で測定した結果より風速の変動が小さくなっ

た。  

図 5.12 発生源の設置位置高さ 7cm、外乱パターン横動作、 (0,0,90)での風速比較  
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図 5.13 発生源の設置位置高さ 7cm、外乱パターン横動作、 (0,100,90)での風速比較  

図 5.14 発生源の設置位置高さ 7cm、外乱パターン横動作、 (50,0,90)での風速比較  
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(4)考察  

実験結果より、外乱パターン横動作と外乱パターン縦動作の場合、同じ測定点で比

較すると、外乱パターン横動作の方が風速の変動が大きいことが明らかになった。こ

れは、作業者の手の横動作で発生した外乱気流が、大きな風速の変動を引き起こす可

能性があることがわかった。そして、外乱パターン横動作の場合、左右の手の動きに

よって発生した外乱気流は外乱パターン縦動作で発生した外乱気流と比べ、より左右

方向及び前後方向の広い範囲での外乱気流が発生しやすいと考えられる。  

さらに、開口面中心付近から上下方向 (Z 軸 )に離れる各発生源設置位置の中心点に

おける風速を比較した。その結果を図 5.15 に示す。  

図 5.15 より、開口面に最も近い 3cm と開口面から最も遠い、つまり手に最も近い

7cm の風速が速く、中間の 5cm が一番遅い風速になった。これは開口面に近いほど吸

引風速の影響を強く受け、風速が速くなり、逆に手に近いほど手の動きで発生する外

乱気流に強く影響を受けるからと考えられる。また、風速の変動に関しては高さの違

いによる明確な違いは見られなかった。  

図 5.15 各発生源の設置位置、外乱パターン横動作、中心点の風速比較  

 

また、開口面中心付近から左右方向 (Ｙ軸 )に離れる (0,0,90)と (0,100,90)の位置での風

速を比較した。その結果を図 5.16 に示す。  
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図 5.16 より、発生源の設置位置高さ 7 cm、外乱パターン横動作の場合、 (0,0,90)の

風速と (0,100,90)の風速にはほぼ差がなかった。同じ外乱パターンで測定した場合、開

口面中心付近から左右方向に離れる測定点では外乱気流による風速の変化が大きくな

いことがわかった。これは、4 章の風速分布測定の結果、風速分布が均一なので、Y=0mm

と Y=100mm の風速はそれほど違わなかったことと、左右の手の動きで発生する外乱

気流の風速が、X=0 の Y 軸上の Y=0mm と Y=100mm ではあまり差がないからと考え

られる。  

図 5.16 発生源の設置位置高さ 7cm、外乱パターン横動作、(0,0,90)と (0,100,90)の風速

比較  
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図 5.17 発生源の設置位置高さ 7cm、外乱パターン横動作、 (0,0,90)と (50,0,90)の風速

比較  

 

また、開口面中心付近から前後方向 (Ｘ軸 )に離れる (0,0,90)と (50,0,90)の位置での風

速を比較した。その結果を図 5.17 に示す。  

図 5.17 より、発生源の設置位置高さ 7cm、外乱パターン横動作の場合、 (0,0,90)が

(50,0,90)より風速の変動が小さくなった。同じ外乱パターンで測定した場合、開口面

中心付近から前後方向 (Ｘ軸 )に離れる測定点の方が外乱気流による風速の変化が大き

いことがわかった。これは、外乱パターン横動作の場合、左右の手の動きによって前

後方向に気流が発生しやすいからと考えられる。  

本研究では、外乱パターン横動作による発生源付近の風速へ与える影響が大きいと

いうことがわかったので、以降の外乱気流がある場合での捕集率測定実験では、外乱

パターン横動作を用いて実験を行うこととした。  

 

5.3.2 外乱気流に対する換気作業台の捕集性能の評価の結果と考察  

(1)外乱気流がある場合の発生源位置の高さを変えたときの捕集率測定結果  

 外乱気流がある場合、各発生源の設置位置の高さの測定値と捕集率を表 5.3〜表 5.5
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に示す。  

表 5.3 外乱気流がある場合、高さ 3 cm、各排風量の平均濃度と捕集率  

発生源の  

設置位置  

排風量  

(m3/min) 

測定値 (ppb) 平均濃度

(ppb) 

捕集率  

(%) 1 回目  2 回目  3 回目  

高さ 3cm 

1 4910 4930 4830 4890 82.6 

2 3160 3420 3250 3270 91.1 

3 2510 2480 2410 2450 94.9 

 

 表 5.3 より、外乱気流がある場合、発生源位置が 3cm、排風量が 3m3/min の場合、

捕集率は 94.9%となった。また、排風量 2m3/min の場合、捕集率は 91.1%となり、排風

量 1m3/min の場合、捕集率は 82.6%となり、排風量が減少するとともに捕集率が低下

した。  

 

表 5.4 外乱気流がある場合、高さ 5 cm、各排風量の平均濃度と捕集率  

発生源の  

設置位置  

排風量  

(m3/min) 

測定値 (ppb) 平均濃度

(ppb) 

捕集率  

(%) 1 回目  2 回目  3 回目  

高さ 5cm 

1 4540 4280 4600 4480 75.5 

2 3410 3300 2940 3220 89.6 

3 2340 2310 2250 2300 89.2 

 

表 5.4 より、外乱気流がある場合、発生源位置が 5 cm、排風量 3 m3/min 以下とした

場合、捕集率がそれぞれ 89.2%、89.6%、75.5%となり、排風量が制御風速を満たすた

めの必要排風量である 3.3m3/min より少ない場合、外乱気流が捕集率に影響を与えた。 

 

表 5.5 外乱気流がある場合、高さ 7 cm、各排風量の平均濃度と捕集率  

発生源の  

設置位置  

排風量  

(m3/min) 

測定値 (ppb) 平均濃度

(ppb) 

捕集率  

(%) 1 回目  2 回目  3 回目  

高さ 7cm 

1 4320 4310 4250 4290 72.5 

2 3140 3160 2910 3070 85.4 

3 2190 2220 2200 2200 85.5 
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表 5.5 より、外乱気流がある場合、発生源位置が 7 cm、排風量 3 m3/min 以下とした

場合、捕集率は 90 %以下であり、捕集率が明らかに低下した。  

(2)外乱気流のありなしによる実験結果の比較  

 表 5.3〜表 5.5 までの結果をまとめ、外乱気流がある場合の捕集率測定の結果と 4.3

の外乱気流がない場合の捕集率測定の結果を比較する。外乱気流のありなしによる各

発生源位置における排風量ごとの捕集率の比較を表 5.6、図 5.18〜図 5.20 に示す。  

 

表 5.6 外乱気流のありなしによる各高さ、各排風量ごとの捕集率 (%) 

発生源の  

設置位置  
高さ 3cm 高さ 5cm 高さ 7cm 

排風量  

(m3/min) 

外乱気流  

なし  

捕集率  

外乱気流

あり  

捕集率  

外乱気流

なし  

捕集率  

外乱気流

あり  

捕集率  

外乱気流

なし  

捕集率  

外乱気流

あり  

捕集率  

1 89.7 82.6 85.6 75.5 83.1 72.5 

2 92.2 91.1 95.4 89.6 93.9 85.4 

3 94.1 94.9 97.3 89.2 95.7 85.5 

図 5.18 外乱気流のありなしによる高さ 3cm における排風量ごとの捕集率  
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図 5.19 外乱気流のありなしによる高さ 5cm における排風量ごとの捕集率  

図 5.20 外乱気流のありなしによる高さ 7cm における排風量ごとの捕集率  



 
 

 180  
 

(3)考察  

 発生源の設置位置が低く (3cm の時 )、排風量が 2、3m3/min の場合、発生源付近の風

速に影響を及ぼす外乱気流を発生させても、捕集率にあまり影響がなかった。一方で、

発生源の設置位置が高く (5cm、7cm の時 )、  排風量が 3m3/min 以下の場合、外乱気流

の影響が顕著になり、捕集率が 90 %以下に低下した。この原因としては、発生源の位

置が高くなると外乱気流の発生源である作業者の手に近くなるので、発生源付近の吸

引風速は、外乱気流により大きな影響を受けたと考えられる。  

 また、本研究のフランジ付き長方形型外付け式フードに対する式、式 (5-1)から吸引

風速を算出した。  

 

 

式 (5-1)より、排風量が 1m3/min、発生源の設置位置が 3cm、5cm、7cm の時、吸引風

速はそれぞれ 0.17、0.15、0.13m/s となる。これと 5.1 外乱風速測定結果の図 5.6、図

5.9、図 5.12 より、作業者の手の動きによって発生する外乱気流の大きさと、発生源が

高い位置にある付近の吸引風速の大きさがほぼ同じ程度であることがわかった。  

 これらの結果から、外乱気流の存在が換気作業台の捕集率に影響を与えることが示

され、特に排風量が 3m3/min 以下で、発生源位置が 5cm、7cm の時、捕集率が低下す

ると考えられる。  

 

5.3.3 排風量制御システムを搭載した場合の捕集率の結果と考察  

(1)手の動作による外乱気流の有り無しにおける漏洩を抑える排風量とアセトンガ

ス捕集の結果  

5.3.2 で発生源位置ごとの外乱気流の有り無しにおける漏洩を抑える排風量及びア

セトンガスの捕集率を調べた。本研究では、換気作業台に排風量制御システムを取り

込み、アセトンガスに対する捕集性能を評価するため、発生源高さが 5cm の場合、そ

れぞれ外乱気流のあり、なしの条件における漏洩を抑える排風量とアセトンガスに対

する捕集率を改めて測定した。  

表 5.7 と表 5.8 にそれぞれ外乱気流のあり、なしの条件におけるダクト内アセトン

ガス濃度と捕集率の結果を示す。結果より、手の動きがない場合、排風量が 2m3/min

で、アセトンガスの捕集率は 96.2%を得ることができ、5.3.2 で調べた同条件の結果と

 
Vc =

Q

60 × 0.75 × (10X2 + A)
 (5-1) 
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ほぼ一致した。また、作業台の開口面上で手を動かした場合、排風量が 3.3m3/min で

アセトンガスに対する捕集率は 95.7%となり、5.3.2 における発生源高さが 5cm、排風

量 3m3/min の場合のアセトンガス捕集率である 89.2%より高いことがわかった。  

 

表 5.7 手を動かさない場合のアセトン濃度と捕集率  

発生源の  

設置位置  

排風量  

（m3/min）  

測定値（ppb）  平均濃度

（ppb）  

捕集率  

（%）  1 回目  2 回目  3 回目  

高さ 5 cm 2 2890 3050 3000 2980 96.2 

 

表 5.8 手による動作を加えた場合のアセトン濃度と捕集率  

発生源の  

設置位置  

排風量  

（m3/min）  

測定値（ppb）  平均濃度

（ppb）  

捕集率  

（%）  1 回目  2 回目  3 回目  

高さ 5 cm 3.3 1810 1790 1790 1800 95.7 

 

(2)排風量制御システムの動作条件の決定 

 本研究では手の横動作で生じる外乱気流を検知し、それに応じて制御システムでイ

ンバーターを稼働させ、最適な排風量を制御する手法を用いて、換気作業台が排風量

制御システムを搭載することにより、アセトンガスに対する捕集率を 90％以上に保つ

ことを目標とする。そのため、最初の段階は小型風速センサー (オムロン社製 D6F‐

WMEMS)で手の横動作で生じる外乱気流を検知した場合の出力電圧値を調べる必要

がある。はじめに、小型風速センサーを作業者の腕につけた場合、それぞれ手の動作

がない時と手を動かした時漏洩またはばく露を抑える排風量 (2m3/min、3.3m3/min)にお

けるセンサーの出力電圧を調べた。また、式 (3-1)を用いて、センサーの出力電圧に対

する外乱気流の風速を求めた。表 5.9 と表 5.10 にそれぞれ排風量 2m3/min、3.3m3/min

の場合における手の動作がない状態の風速センサーの出力値と風速値の結果を示す。

また、表 5.11 と表 5.12 にそれぞれ排風量 2m3/min、3.3m3/min の場合における横動作

で手を動かした状態の風速センサーで検出した風速の結果を示す。  
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表 5.9 排風量 2m3/min、手の動作がない状態の風速センサーで検知した風速  

最大風速 (m/s) 0.20 0.22 0.20 0.21 

最小風速 (m/s) 0.17 0.18 0.16 0.17 

平均風速 (m/s) 0.18 0.20 0.17 0.18 

 

表 5.10 排風量 3.3m3/min、手の動作がない状態の風速センサーで検知した風速  

最大風速 (m/s) 0.23 0.20 0.23 0.22 

最小風速 (m/s) 0.19 0.17 0.20 0.19 

平均風速 (m/s) 0.21 0.18 0.21 0.20 

 

表 5.11 排風量 2m3/min、手を動かした状態の風速センサーで検知した風速  

最大風速 (m/s) 0.87 0.91 0.94 0.91 

最小風速 (m/s) 0.12 0.17 0.14 0.14 

平均風速 (m/s) 0.49 0.47 0.46 0.47 

 

表 5.12 排風量 3.3m3/min、手を動かした状態の風速センサーで検知した風速  

最小風速 (m/s) 0.97 1.07 0.93 0.99 

最大風速 (m/s) 0.11 0.14  0.11 0.12  

平均風速 (m/s) 0.48 0.48 0.49 0.48 

 

 結果から、排風量が 2m3/min と 3.3m3/min における手の動作がない状態の風速セン

サーで検知した風速はほぼ一致し、風速の平均値は約 0.2m/s となった。このことから

排風量が 2m3/min と 3.3m3/min 程度の違いでは，手に装着した風速センサーにほとん

ど影響を及ぼさないことが分かった。そこで、排風量制御システムの設定として風速

センサーの値が 0.2m/s の時に、排風量が 2m3/min、風速センサーの値が 0.5m/s の時に、

排風量が 3.3m3/min になるようにした。このように設定した排風量制御システムを搭

載した換気作業台について、手の横動作で生じる外乱気流がアセトンガスに対する捕

集率への影響を調べ、さらに、その影響を開発した排風量制御システムで低減できる

かを検証した。  

 

(3)排風量制御システムを搭載した場合の動作確認結果  
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以上のそれぞれ手の動作の有りなしに対する漏洩を抑える排風量と排風量ごとの外

乱気流風速の関係を制御システムに取り込み、ネイルサロンでの現場調査におけるネ

イリング作業中の作業者の手の動作頻度、すなわち、 60s 間隔で 1 分間のネイロング

作業をする手の動作頻度を参考にし、換気作業台の上でこの動作を実施した。また、

排風量制御システムを搭載した時の外乱気流と排風量を監視すると同時に、動作ごと

のアセトンガス濃度も測定し、捕集率を求めた。図 5.21 に手の動作が有り無しの場合

における外乱気流風速と排風量の 10 秒間移動平均値の結果を示す。  

 

図 5.21 手の動作が有り無しの場合における外乱気流風速と排風量の結果  

 

 図 5.21 より、手の動きがない場合、風速センサーで検知した外乱気流風速はほとん

ど変化がなく、風速の測定値はほぼ表 5.3 の風速と一致した。また、手の動きがない

場合、その時の外乱検知風速である 0.2m/s のときの設定排風量である 2.0m3/min で稼

働することが確認できた。  

一方、手を動かした場合、風速センサーで検知した外乱気流風速の変化は手の動き

がない場合より大きくなるが、その時の外乱検知風速である 0.5m/s のとき、排風量は

ほぼ 3.3.m3/min 前後で稼働することが確認できた。次に動作ごとの排風量積算値とア

セトンガスの捕集率について考察する。  



 
 

 184  
 

(4)手の動作ごとの排風量とアセトンガスに対する捕集率についての考察  

 表 5.13 に手の動作ごとの外乱気流風速及びアセトンガス捕集率を示す。表 5.13 よ

り、それぞれ手の動きがない場合 (外乱気流風速が 0.2m/s)と手を動かした場合 (外乱気

流風速が 0.5m/s)における外乱気流風速の結果は表 5.3 の結果とほぼ一致した。また、

各時間間隔でのアセトンガスに対する捕集率も 90%以上となり、特に手の動きがない

場合のアセトンガスに対する捕集率はほぼ 95%以上にとなった。  

そして、本実験の発生源高さが 5cm の条件において、従来の局所排気装置設計する

際に、式 (5-1)で必要排風量を計算すると 3.3m3/min となる。この結果を用いて、今回

の制御システムを搭載した換気作業台における 5 分間測定の排風量積算値と比べた。

式 (5-1)で求めた 5 分間の排風量積算値は 16.5m3 となる。一方、表 5.13 より、排風量

制御システムを搭載した場合における 5 分間で測定した排風量積算値は 12.41m3 とな

る。つまり、排風量制御システムの搭載により、アセトンガスの捕集率を 90%以上に

維持しつつ、排風量は従来の必要排風量より 4.09m3(おおよそ 25％ )削減ができた。  

 

表 5.13 手による動作ごとの排風量、外乱気流風速及びアセトンガス捕集率の結果  

手による動作  なし  あり  なし  あり  なし  

時間間隔  0~60s 61s~120s 121s~180s 181s~240s 241s~300s 

外乱気流風速  

平均値 (m/s) 
0.22 0.49 0.20 0.52 0.21 

排風量  

(m3/min) 
2.04 3.15 1.95 3.22 2.05 

アセトンガス

の捕集率  

(%) 

96.4 92.3 94.7 94.1 96.0 

 

さらに、手を動かした場合（61s～120s、181s～240s）の積算風量は、従来の局所排

気装置の設計では 6.6m3 になる。一方、今回の排風量制御システムを搭載した換気作

業台では表 5.13 より、アセトンガスに対する捕集率を 90%以上に維持しつつも、積算

風量は 6.37 m3 となり、風量の削減効果があった。  

以上より、ネイルサロンでのネイリング作業に応じて作製した換気作業台に排風量

制御システムを搭載し、ネイリストの作業による手の動きで生じる外乱気流に対して、

アセトンガスに対する捕集率を高い水準(90%以上)に維持した上で、制御風速を満た
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すような一定の排風量よりも、外乱気流がない時は少ない排風量で済み、外乱気流が

ある場合には、それに応じて必要な排風量に自動制御することができる。  

 

5.4 まとめ  

 ネイルサロンなどの低濃度ばく露が発生する労働現場に応じて、第 4 章で有害物質

を含む作業環境のばく露リスクを低減させるための換気作業台を開発した。一方、ネ

イルサロンの様々な作業において、従来の換気装置の有効性が懸念され、特にマニキ

ュアなどの作業を行う際に、揮発性の高い性質をもつアセトンなどを含む蒸気は手の

作業から生じる気流に乗り、作業者または顧客の呼吸域に拡散させるリスクが高い。

そのため、本研究では、実際のネイリング作業中に作業者がよく実施する動作を模擬

して外乱気流を発生させた。その作業における手の動作によって発生源付近の風速に

どう影響を与えるかを調べた。その結果、作業者の手の横動作による外乱気流が、風

速により大きな変動を引き起こす可能性があることがわかった。そして、手の横動作

で発生した外乱気流に対する換気作業台の捕集性能を評価した。その結果、外乱気流

の存在が換気作業台の捕集率に影響を与えることが示され、特に排風量が 3m3/min 以

下で、発生源位置が 5cm、7 cm の時、捕集率が低下することが確認された。さらに、

外乱気流の影響を低減させるため、3 章で開発した排風量制御システムを換気作業台

に導入し、アセトンガスに対する捕集率で排風量制御システムの性能を評価した。そ

の結果、排風量制御システムを搭載した換気作業台は、外乱気流が存在しない場合は

アセトンガスの発生に対して有機則で定められた制御風速で求めた必要排風量より少

ない排風量で捕集率を 90％以上に維持し、外乱気流が存在する場合でも、排風量制御

システムが機能し、アセトンガスの捕集率をほとんど 90%以上にすることができ、有

害物質に対する捕集効果と排風量削減効果の両方を達成した。以上の結果から、ネイ

ルサロンなどの作業者の手の動きによって発生する外乱気流が存在する現場に対して

も有効性を示すことができた。  

  

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%9E%E3%83%8B%E3%82%AD%E3%83%A5%E3%82%A2
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%9E%E3%83%8B%E3%82%AD%E3%83%A5%E3%82%A2
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第 6 章 結言 

 本研究では、有害物質を取り扱う作業場において、有害物質の作業環境濃度や作

業者に対するばく露濃度を低減する手段である局所排気装置のフードを研究対象に、

フードの捕集能力を低下させる外乱気流の影響を低減させるために、従来の方法より

も簡便な方法として、風速センサーで外乱風速を監視し、外乱気流の風速に応じて、

最適な排風量に制御するという独自の方法について検討した。結言として、以下に本

研究で得られた知見を示す。  

 

第 2 章 側方吸引型外付け式フードにおける外乱気流を考慮した漏洩を抑制する

必要排風量  

 本章では、作業台上で作業する場合の 3 種類の外付け式フード (開口面サイズ :W 

500mm×H50mm、W500mm×H100mm、W500mm×H300mm)を研究対象として、フードの

開口面に対し異なる方向から外乱気流を発生させた場合の漏洩を抑制できる必要排風

量を求めた。その結果、いずれのフードサイズに対しても、横風方向の外乱気流の条

件が、他の風向の外乱気流より漏洩を制御する必要排風量が大きいことがわかった。

また、フードの開口面サイズによる外乱気流に対する漏洩を制御できる排風量の結果

から、発生源の高さに対するフードの縦幅も、フードの捕捉性能に影響することがわ

かった。  

 そして、特化則･有機則等で規定されるガス状物質の制御風速値 0.5m/s を用いた場

合、作業台上に設置した外付け式長方形型フードの条件においては、 実験で測定した

必要排風量は Dalla Valle の式で求めた排風量の 67%、55%、48%となった。このよう

に、従来の制御風速を物性(粒径など)の違いや現場の状況などに応じて柔軟に運用す

ることにより、局排を使用しても溶接現場で問題となっている溶接シールドガスへの

妨害による溶接不良等の問題解決に貢献できると考えられる。また、異なる外乱気流

の条件及びフードの開口面サイズを考慮し、各現場に適した必要排風量を求めて局所

排気装置を設計すれば、従来よりも低風量化することが可能となる。  

 また、CFD 解析でも実験結果と近い結果を得ることができた。以上より、有害物質

が発生する現場で局所排気装置を設ける場合、性能要件を制御風速で一律に決めるの

ではなく、現場の気流の状況や作業内容などから吸引風速を柔軟に運用することによ

り、作業環境の改善やばく露濃度低減等の問題解決に貢献できることが期待される。  
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第 3 章 側方吸引型外付け式フードにおける外乱気流に対する排風量を制御する

発散防止抑制装置の開発及び性能評価  

 近年は生産現場において取り扱う化学物質の種類・工程が多様化・複雑化する中、

リスクに基づく合理的な作業管理をすることにより、作業現場によっては制御風速以

下でも作業環境が良好に維持できる場合が多くあると考えられる。そのため、制御風

速のみを局所排気装置の性能要件として設計すると、必要以上に過剰な風量で排気す

る結果を招いてしまう。これらのことを考慮して、2012 年 (平成 24 年 )に有機溶剤中毒

予防規則等の一部改正があり、一定の条件のもとで局所排気装置等以外の作業の実態

に応じた多様な発散防止抑制措置の導入が可能になり、制御風速を満たさない場合で

も、使用が許可されることになった。そのため、第 3 章では、作業台上に設置した側

方吸引型外付け式フードを対象に、開口面に対して 3 方向から外乱気流を発生させ、

外乱気流の風速と漏洩を抑制できる必要排風量について調べた。従来から考えられる

漏れ濃度やばく露濃度を監視し、排風量を制御するという方法では、ガスセンサーの

耐久性、混合ガスの影響、作業への影響、コスト面などの問題ある。そこで本研究の

結果に基づき、風速センサーで外乱気流風速を監視し排風量を制御するという独自で

簡便な排風量制御システムを搭載した発散防止抑制装置を試作した。  

また、外乱気流風速の 2 つの条件 (外乱気流風速が一定の時間間隔で段階的に上昇そ

して下降させた場合、外乱気流風速の変動幅が大きい場合 )下で、当発散防止抑制装置

を用いて、煙発生実験 (トレーサー粒子法 )で漏洩に対する捕集性能を確認した。その

結果、どちらの外乱気流の条件に対しても、制御風速を満たす一定の排風量よりも、

外乱気流がない時は少ない排風量で済み、外乱気流がある場合は、それに応じて漏洩

を抑える最適な排風量に制御することができた。  

 

第 4 章 有機溶剤作業に対するばく露防止対策用換気作業の開口面周りの風速分

布測定及び捕集性能の評価  

 ネイルサロンや塗装、洗浄、印刷などの有機溶剤を取り扱う現場では、低濃度のば

く露でも健康に悪影響を及ぼす可能性があると考えられる。そのため、多くのネイル

サロンでは、環境中、特に呼吸域の空気環境中による人の健康影響を及ぼす有害物質

を除去するため、換気装置の設置は必要となる。また、ネイルサロンなどの現場にお

ける多様な作業に伴い、作業者の口や鼻の位置が移動することが考えられる。 その際

に、排気装置の吸引で生じる開口面上の風速分布の偏りが大きいと、風速の低い領域

から有害物質の漏洩が発生する可能性があり、特に作業者の口や鼻が移動した際に、
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作業者が高濃度の有害物質にばく露する危険性がある。  

 本章では、実際に有機溶剤を扱うネイルサロンなどの現場を想定し、縦 800 mm×横

600mm×高さ 750mm の作業台を使用し、実際の作業者の作業範囲を考慮して、作業に

影 響 が 少 な い よ う に 外 付 け 式 下 方 吸 引 長 方 形 型 フ ー ド ( 開 口 面 サ イ ズ ：

W400mm×H300mm)を備えた換気作業台を作製した。また、作製したフード付き換気作

業台は作業台面が外付け式フードに対してフランジの役割を果たしている。その上で、

フードの開口面上に開口率の異なる 3 つのパンチング (22.7%、32.6%、40.3%)をそれぞ

れ設置した場合において、設定した捕捉点での風速や開口面上の風速分布にどう影響

を与えるかを調べるため、風速測定を行った。また、実際に有機溶剤を扱う現場を想

定して、有機溶剤であるアセトンガスを発生させ、換気作業台の排風量を変化させた

場合の捕集率の測定を行った。その結果、下方吸引でアセトンガスの吸引に最も効果

的な開口率 40.3%のパンチングを設置した換気作業台を用いて、法令で定められてい

る制御風速を満たすように求めた必要排風量より少ない排風量でもアセトンガスに対

する捕集率を 90%以上まで達成することができた。さらに、ダクトの設置位置と向き

を変えることによって、開口面上の風速分布の均一性を改善することができた。  

  

第 5 章 有機溶剤作業に対する本開発システムを搭載した換気作業台の性能評価  

 本章では、ネイルサロンでのマニキュアなどの作業を行う際に、揮発性の高い性質

をもつアセトンなどを含む蒸気は作業による手の動きから生じる気流に着目し、現場

で調査した作業者の手の動きで生じる外乱気流を模擬し、発生源付近の風速の変化を

測定した。そして、外乱気流を発生させた状態で再度捕集率の測定を行い、外乱気流

がない場合の結果と比較した。その結果、作業者の手の横動作による外乱気流が、風

速により大きな変動を引き起こす可能性があることがわかった。そして、手の横動作

で発生した外乱気流に対する換気作業台の捕集性能を評価した。その結果、外乱気流

の存在が換気作業台の捕集率に影響を与えることが示され、特に排風量が 3 m3/min 以

下で、発生源位置が 5cm、7cm の時、捕集率が低下することが確認された。さらに、

外乱気流の影響を低減させるため、3 章で開発した排風量制御システムを換気作業台

に導入し、アセトンガスに対する捕集率で制御システムの性能を評価した。その結果、

排風量制御システムを搭載した換気作業台は、外乱気流が存在しない場合はアセトン

ガスの発生に対して有機則で定められた制御風速で求めた必要排風量より少ない排風

量で捕集率を 90%以上に維持し、外乱気流が存在する場合でも、排風量制御システム

が機能し、アセトンガスに対する捕集率をほとんど 90%以上にすることができ、有害

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%9E%E3%83%8B%E3%82%AD%E3%83%A5%E3%82%A2
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物質に対する捕集効果と排風量削減効果の両方を達成した。以上の結果から、ネイル

サロンなどの作業者の手の動きによって発生する外乱気流が存在する現場に対しても

有効性を示すことができた。  

 

まとめ  

以上より、本論文では作業環境の改善やばく露防止対策に用いる局所排気装置等の

性質について述べ、作業台上に設置した外付け式フードを対象として、外乱気流の発

生方向及び風速と漏洩を抑える排風量の関係を調べ、フード周辺の外乱気流を数か所

に設置した風速センサーで検知し、多様で変動する外乱気流が存在する現場に対する

排風量制御システムを搭載した発散防止抑制装置を開発した。従来は制御風速によっ

て局所排気装置の排風量が規定されていたが、この作業環境改善用の発散防止抑制装

置を用いて、実際の使用を想定した外乱気流の存在下でも排風量の削減効果と漏洩や

ばく露を抑制できることを示した。このように本研究の結果、作業現場の状況に応

じ、制御風速以下の発散防止抑制装置等の運用ができることが分かった。  
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